


は じ め に 

本年の仕事始め式で、「今年は例年以上に各所管ともアンテナを高くして、関係諸団体

から情報を素早くキャッチすること。物価や光熱費の高騰の先行きが不透明な現在、一

早く区民の生活実態や事業者の困窮を把握して、スピード感を持って対策を講じること」

と指示を出しました。真に必要な諸施策を、先手先手で打っていくために、入手した情

報を庁内で共有し、横の連携を密に、緊張感をもって臨んでまいります。 

１ 待ったなしの少子化対策〜若者の自立促進を目指して 

「都が 18 歳以下に月に 5千円程度支給、所得制限なし」のニュースが飛び込んでき

たのは予算査定の真っ最中の 1月 4日のことでした。その直後、今度は岸田首相が「異

次元の少子化対策」と 3 本柱を強調。東京都と国とが「うちが上」と綱引き状態のよ

うな印象を受けます。役割分担をしっかり打ち合わせて実施してくれれば、区は、そ

れに上乗せなり、横出しなりして、文字通り切れ目のない、分厚い支援が実施できる

のではと、戸惑っているのは当区ばかりではないでしょう。 

足立区でも新年度予算案の中で高校生への現金給付事業を予定（条件付きではあり

ますが）しているだけに、使い分けをしっかりしないと、単なるばら撒きとなりかね

ません。従来の小中学校へ軸足を置いた支援から、給付型奨学金の新規実施を含めて

高校や大学までも視野に入れた支援に大きく一歩を踏み出す令和 5 年度。国や都の施

策も見極め、より実効性の高い事業の構築を目指します。 

コロナの影響を色濃く受けているとは想定しつつも、厚労省が発表した 2021 年の合

計特殊出生率は 1.30（足立区 1.17、2020 年）と 6 年連続で低下し、出生数も過去最

低（足立区 3,947 人、2021 年暫定値）となりました。今回の「二十歳の集い」の対象

者が 6,224 人であったことと比較すると、その差は歴然としています。超高齢社会を

支える意味からも、若年者の経済的な自立は不可欠であり、少子化対策は待ったなし

の状況です。区では昨年 9 月に出産を希望する方々へのアンケート調査を実施し、そ

の結果をもとに真に必要とされる事業に予算配分を行うなど、充実を図りました（P22

参照）。 

子どもを産み育てやすい環境づくりには全国自治体がしのぎを削っており、今後と

も地域の状況やニーズを積極的に汲み上げながら、持続可能性を追求していきます。 

２ 首都直下地震等への備えを強化〜10年ぶりの被害想定見直しを受けて 

昨年は 10 年ぶりに都の被害想定が見直されましたが、全壊棟数・死者数・負傷者数

とも当区は 23 区ワーストというショッキングな結果となりました。この間、区でも決

して手をこまねいていたわけではなく、住宅の耐震化率は平成 19 年度の 72.1％から

令和 3年度には 92.6％、密集市街地の不燃領域率は平成 27 年度の 56.9％から 63.2％

と、それぞれ改善はしているものの、新想定の基本となった 50m メッシュの地盤モデ

ルなどが大きく影響した結果です。とは言っても、お隣の葛飾区では逆に改善してい

るなど、地域の皆様に対する説得力のある説明が困難な状況です。 



例年の世論調査の結果でも「区に求める施策の優先度」は毎回「治安・災害対策」

がトップを占め、日常生活の安心を支える根幹でもあることから、一気呵成に対策を

進めるため 3 年間の時限付きで、耐震補強工事・建物の除却・家具の転倒防止策など

の助成金額に上乗せを行い、この機会に一歩踏み出していただけるような一押しとな

る事業を実施します。 

３ 地域経済の活性化対策 

社会経済活動は通常に戻りつつあるものの、この原稿を書いている 1 月 8 日現在も

新型コロナウイルス感染症は令和4年12月以降の大規模な感染拡大が継続しています。

合わせてウクライナ情勢や世界経済状況を勘案しても、区内の経済動向は不透明な状

況と言わざるを得ません。 

 そこで 4 年度同様に、年間を通じた区内経済活性化策を予算案に盛り込みました。

90 周年記念事業として好評を博したレシート事業・プレミアム商品券事業・キャッ

シュレス事業の 3本がそれです。

また、バイヤーとの仲介を望む多くの事業者に対しては、事業拡大に着実に結びつ

く的確なアドバイスと、商品販売の新たな場を提供することで、一層の飛躍に結びつ

けていきます。 

４ エリアデザインはより一層深化のステージへ 

 江北エリアは、「住んでいるだけで自ずとこころもからだも健康になるまちづくり」

というテーマに向かって、「（仮称）江北健康づくりセンター」の建設が本格化すると

ともに、高野小学校跡地や上沼田東公園の整備が進みます。 

竹ノ塚駅周辺は、事業の軸足が本格的にまちづくりへと移行。 

 綾瀬駅前は交通広場の整備に合わせて、SDGs 未来都市の事業がいよいよ具体的に走

り出します。 

六町駅前はプロポーザルにより駅前区有地の活用が決定し、周辺まちづくりとのコ

ラボで、まちの魅力アップに一歩前進。

このほかにも学校跡地活用も予定され、まちづくりはまだまだ発展途上です。それ

ぞれの地域がもつ魅力を最大限に引き出し、区のポテンシャルを一層高めていきます。 

お わ り に 

持続可能な自治体運営を支えるのは堅実な財政運営です。これまで同様、事業の優先

順位を的確に見極め、必要なところに必要なタイミングで財源を投入し、区民の皆様の

負託にお応えしてまいります。 

令和５年１月 

足立区長   近 藤 や よ い 
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Ⅰ－１ 予算編成の特色 

Ⅰ－２ 予算(案)の概要 

Ⅰ 令和５年度当初予算編成 

１ 予算編成の特色 

「明日のあだちへ。安心と活力を」と名付け、新型コロナウイルス感染症対策の継

続とともに、コロナや物価高騰等の厳しい社会情勢の中であっても、区民生活に寄り添い

支え、安心・安全を大勢の方に実感していただけるような予算を目指して編成を行いまし

た。 

特に、東京都が１０年ぶりに見直した首都直下地震等の被害想定を受け、切迫する大規

模災害に備えた耐震改修・解体助成の拡充をはじめとする震災や火災等に強いまちづくり

の推進や、未来ある子どもたちの学習環境を整え、経済的自立を後押しする「あだち若者

全力応援プラン」等を新たに打ち出すとともに、「ＳＤＧｓ未来都市」の取組みなど、持

続可能性を意識した予算としました。 

２ 予算(案)の概要 

（１） 財政規模（当初予算比較） （単位：百万円） 

会 計 区 分 令和４年度 令和５年度 差引増減額 増減率 %

一般会計 315,435 315,880 444 0.1

国民健康保険特別会計 72,295 73,117 822 1.1

介護保険特別会計 67,484 73,008 5,524 8.2

後期高齢者医療特別会計 17,281 18,092 811 4.7

合  計 472,496 480,097 7,601 1.6

【一般会計】 ３，１５９億円 （前年度より４億円、０．１％の増） 

綾瀬駅前交通広場整備用地の令和４年度取得完了や、区立小・中学校の改築工事が

令和４年度の２校に対し、令和５年度は１校であることなどから投資的経費が一時的

に減少した一方で、子育て支援策として、私立幼稚園・認定こども園の給食費の無償

化や区立中学校の給食費無償化の予算を計上するとともに、区内経済を支えるための

切れ目のない消費喚起策や中小企業融資事業などの政策的経費を計上した結果、令和

５年度当初予算は前年度より４億円多い３，１５９億円となり、９年連続で過去最大

となりました。 

【国民健康保険特別会計】 ７３１億円 （前年度より８億円、１．１％の増） 

被保険者数は減少見込みであるものの、被保険者の高齢化及び医療の高度化、新型

コロナウイルス感染症の拡大による医療費の増加等により保険給付費３億円増（対前

年度比０．６％増）を見込んだ結果、前年度比８億円の増額となりました。

【介護保険特別会計】 ７３０億円 （前年度より５５億円、８．２％の増） 

要支援・要介護認定者の増加（対前年度比約 2,150人の増見込）及び介護サービス

利用者の増加（対前年度比約 1,550人の増見込）に加え、介護職員等の処遇改善のた

めの国加算の新設に伴い、介護保険給付費は５１億円(対前年度比８.０％増）の大幅

な増加となりました。合わせてサービス利用者の増加に伴う介護予防・生活支援サー

ビス事業費も３億円増（対前年度比１８．５％増）となり、前年度比５５億円の増額

となりました。 

1



Ⅰ－２ 予算（案）の概要 

 

【後期高齢者医療特別会計】 １８１億円 （前年度より８億円、４．７％の増） 

歳出全体の９割が東京都後期高齢者医療広域連合への負担金です。後期高齢者の増

加(対前年度比約 2,000人の増見込)に伴い、東京都後期高齢者医療広域連合への負担

金は９億円増（対前年度比５．５％増）を見込みました。また、令和５年度は保険証

の更新の無い年であるため、一般事務費（郵送料等）は０．８億円の減となり、差し

引きで前年度比８億円の増額となりました。 

 

（２） 一般会計の概要 

 ア 【歳入】主な増減内容 

（ア）特別区民税 ４７７億円（前年度より２１億円、４．７％の増） 

東京都の最低賃金の引き上げや完全失業率の回復等、雇用環境の改善に伴う税収の

増加を想定し、前年度比２１億円増の４７７億円と、過去最高額を見込んでいます。 

（イ）財政調整普通交付金 １，１０１億円（前年度より７９億円、７．７％の増） 

歳入の約３割を占める財政調整普通交付金については、企業業績の回復に伴う都税

収入の増加が見込まれていることから、前年度比７９億円増の１，１０１億円を計上

しました。 

（ウ）国庫支出金 ６８９億円（前年度より△６０億円、８．０％の減） 

歳入の約２割を占める国庫支出金については、竹ノ塚駅鉄道立体化事業の縮小によ 

る補助金２１億円の減、新型コロナウイルスワクチン接種事業の終了による補助金 

１０億円の減等により、前年度比６０億円の減となっています。 

イ 【歳出】主な増減内容 

＜主な増＞ 

 ・ 施設営繕事業               ＋４１億円 

    竹の塚温水プール・悠々会館、郷土博物館、中央本町地域学習センター等の

大規模改修工事による増 

・ 中小企業融資事業             ＋２０億円 

・ 区立小・中学校の光熱水費         ＋１２億円 

＜主な減＞ 

・ 生活困窮世帯等への区独自の臨時給付金   △６０億円 

 ・ 新型コロナウイルスワクチン接種事業    △４４億円 

・ 区立小学校の改築事業           △３９億円 

鹿浜未来小学校校舎完成等による減 

 ウ 財源対策 

（ア）基金繰入 

令和５年度も特別区税や財政調整普通交付金等の歳入増が見込まれること、また生

活困窮世帯等への区独自の臨時給付金事業が終了したことから、基金全体での取崩し

額は前年度比６８億円減（２２％減）の２４０億円としました。 

＜主な基金取崩額＞ 

〇 財政調整基金          ８５億円（前年度比 △３０億円） 
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Ⅰ－２ 予算（案）の概要 

 

 

〇 義務教育施設建設等資金積立基金 ５０億円（前年度比 △３６億円） 

【主な充当先事業】 

・ 小･中学校の改築工事(東渕江小・東綾瀬中)        １４億円 

・ 小･中学校の保全工事(古千谷小ほか６校､強化ガラス改修等)２２億円 

・ 小･中学校の Wi-Fi環境整備               １５億円 

〇 公共施設建設資金積立基金    ４５億円（前年度比 △１７億円） 

【主な充当先事業】 

 ・ 施設営繕事業(竹の塚温水プール・悠々会館、郷土博物館等)３１億円 

・ 西新井区民事務所・住区センター合築施設新築工事      ７億円 

・（仮称）江北健康づくりセンター新築工事          ３億円 

〇 防災減災対策整備基金      １０億円（前年度比 ＋６億円） 

【主な充当先事業】 

 ・ 建築物耐震化促進事業                  ６億円 

・ 小・中学校体育館のエアコンリース             ４億円 

（イ）特別区債 

起債（借入）については、令和４年度当初予算では災害援護資金債を除き、新た

な借入を計上しませんでしたが、令和５年度は中学校１校の改築事業に対し、１５

億円の借入を予定しています。また、元金償還（返済）については３６億円を予定

しており、差し引きで令和５年度末の現在高は２０４億円と、令和４年度末の現在

高２２５億円から２１億円減少する見込みです。 

（３） 歳出予算性質別内訳（一般会計）                     （単位：百万円） 

  

当初予算額 構成比 % 当初予算額 構成比 %

義務的経費 155,363 49.3 156,493 49.5 1,130 0.7

人件費 40,385 12.8 40,104 12.7 △ 281 △ 0.7

扶助費 111,535 35.4 112,600 35.6 1,065 1.0

公債費 3,444 1.1 3,789 1.2 345 10.0

投資的経費 42,100 13.3 38,973 12.3 △ 3,127 △ 7.4

その他一般行政経費 117,973 37.4 120,413 38.1 2,441 2.1

合 　　     計 315,435 100.0 315,880 100.0 444 0.1

増減率 %区　　　　分
令和５年度令和４年度

増減額

 
 

ア 義務的経費 １，５６５億円 （前年度より１１億円、０．７％の増） 

（ア）人件費 ４０１億円 （前年度より△３億円、０．７％の減） 

＜主な増＞ 

・ 会計年度任用職員の報酬      ＋４億円 

給与改定に伴う会計年度任用職員の報酬単価の増、客引き行為等防止管理指

導員２人増など 

・ 足立区議会議員・足立区長選挙事務 ＋１億円 

＜主な減＞ 

・ 定年延長による退職手当等の減   △６億円 

・ 参議院議員通常選挙事務      △２億円 
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Ⅰ－２ 予算（案）の概要 

 

（イ）扶助費 １，１２６億円 （前年度より１１億円、１．０％の増） 

＜主な増＞ 

・ 感染症予防・患者医療費公費負担事業 ＋１２億円 

新型コロナウイルス感染症入院医療費の公費負担の増 

・ 私立保育園の運営費助成事業      ＋９億円 

＜主な減＞ 

・ 生活保護費給付事業                 △１１億円 

・ 児童手当の支給事業                 △５億円 

令和３年度の給付推移、実績を踏まえた減 

（ウ）公債費 ３８億円 （前年度より３億円、１０．０％の増） 

＜主な増＞ 

・ 満期一括償還額の増による特別区債元金の償還額 ＋４億円 

 

イ 投資的経費 ３９０億円 （前年度より△３１億円、７．４％の減） 

（ア）全体傾向 

投資的経費は、学校施設や一般施設の老朽化に伴う施設更新経費が全体の６割を

占めており、次いで鉄道の高架化、道路や公園整備等のインフラ整備経費が３割と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）前年度との比較 

＜主な増＞ 

・ 施設営繕事業                       ＋４１億円 

竹の塚温水プール・悠々会館、郷土博物館、中央本町地域学習センター等の

大規模改修工事による増 

・ 西新井区民事務所・住区センター合築施設新築工事による増   ＋９億円 

32.8%

30.0%

26.9%

2.7%

7.7%

投資的経費の内訳

【学校施設】128億円
①東渕江小・東綾瀬中などの改築（33億円）
②小5校、中4校の大規模改修（20億円）
③小・中学校の保全工事等（60億円）

【インフラ】117億円
①補助第256号線等の道路新設（20億円）
②上沼田東公園改修等の公園整備（15億円）
③鉄道立体化の促進事業（14億円）

【一般施設】105億円
①竹の塚温水プール・悠々会館大規模改修（24億円）
②西新井区民事務所・住区センター

合築施設新築工事等（13億円）
③郷土博物館大規模改修（7億円）

【情報システム】10億円
①学校校務基盤・端末等の機器更改（4億円）
②庁内連携システム更改等の再構築（3億円）

【その他】30億円
①特別養護老人ホームの整備助成（6億円）
②社会福祉法人施設整備助成（4億円）
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Ⅰ－２ 予算（案）の概要 

 

 

＜主な減＞ 

 ・ 綾瀬駅前交通広場整備用地取得等による道路新設事業の減 △３４億円 

・ 区立小・中学校の改築事業               △３４億円 

・ 鉄道立体化の促進事業                 △３２億円 

 

 

■ 建設費の高騰で学校改築費は増加傾向 

 

 学校改築にかかる費用については、建築資材や人件費の高騰に伴い、１校あたりの建築

費の平米単価は１０年前と比べて１．５倍に増えており、旧校舎解体費及び仮設校舎経費

も同様に増加傾向にあります。それに加えて、避難所機能の充実、少人数学級や特別支援

教室、多目的室の整備に伴い延床面積が増えているため、改築費の総額が増加しています。 

 

【過去の実績】 

学校名 
竣工 
年度 

延床面積 
(旧)改築前 

(新)新校舎 

総額 
（a+b+c+d） 

内訳 

a新校舎建築費 
（㎡単価） 

b旧校舎 
解体費 

c仮設校舎
経費 

d設計費 

加平小 Ｈ 25 
(旧) 6,268㎡ 
(新) 8,136㎡ 

31.8億円 
26.7億円 

（33万円/㎡） 
3.7億円 － 1.4億円 

本木小 Ｈ 25 
(旧) 4,905㎡ 
(新) 7,962㎡ 

28.3億円 
25.3億円 

（32万円/㎡） 
1.6億円 － 1.4億円 

足立小 Ｈ 26 
(旧) 4,925㎡ 
(新)10,078㎡ 

40.1億円 
34.8億円 

（35万円/㎡） 
1.6億円 2.9億円 0.8億円 

伊興小 Ｈ 28 
(旧) 6,063㎡ 
(新) 8,261㎡ 

47.8億円 
41.6億円 

（50万円/㎡） 
1.6億円 3.8億円 0.8億円 

※加平小及び本木小の設計費にはＰＭ（＊1）業務委託料（1.1億円）を含む 

 

【直近の実績（令和３年度竣工）】 

学校名 
竣工 
年度 

延床面積 
(旧)改築前 

(新)新校舎 

総額 
（a+b+c+d） 

内訳 

a新校舎建築費 
（㎡単価） 

b旧校舎 
解体費 

c仮設校舎
経費 

d設計費 

綾瀬小 Ｒ 3 
(旧) 6,581㎡ 
(新)13,672㎡ 

79.4億円 
64.2億円 

（47万円/㎡） 
2.5億円 11.4億円 1.3億円 

千寿青葉中 Ｒ 3 
(旧) 6,281㎡ 
(新)10,227㎡ 

67.3億円 
52.7億円 

（51万円/㎡） 
2.7億円 10.4億円 1.5億円 

※千寿青葉中の仮設校舎経費には仮設校舎用地の賃借料（3.1億円）を含む 

 

今後も計画的に学校改築を継続していくためには、改築経費を抑えることが急務であり、

ＣＭ(＊2)方式の採用等の新たな手法を検討していく必要があります。 
 

＊1 ＰＭ（プロジェクト・マネジメント）とは、各担当と連携しながら計画全体の課題や品質、進捗等の管理 

を行う業務のことをいう。 
 

＊2 ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）とは、建築主の立場で、コスト削減や品質改善等を行う業務 

のことをいう。 
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Ⅰ－２ 予算（案）の概要 

 

ウ その他一般行政経費 １，２０４億円 （前年度より２４億円、２．１％の増） 

＜主な増＞ 

・ 学校施設・一般施設等の光熱水費の増    ＋２１億円 

 ・ 中小企業融資事業           ＋２０億円 

 ・ 電子計算組織管理運営事務       ＋１１億円 

小・中学校の Wi-Fi環境整備等による増 

・ 中学校の給食費無償化による増        ＋９億円 

＜主な減＞ 

 ・ 生活困窮世帯等への区独自の臨時給付金 △６０億円 

 ・ 新型コロナウイルスワクチン接種事業  △４４億円 

 

 

（４） 分野別に見た当初予算額の推移 

当初予算額を分野別に見てみると、令和５年度

は子ども支援を柱に据え事業を拡充したことで、

子ども分野の構成比は、令和４年度の１４％から

令和５年度は１６％となりました。 

また、高齢者人口の増加等を背景に、高齢者分

野の構成比は令和４年度の１７％から令和５年度

は１８％と増加しています。障がい者分野の予算

額は増加していますが、予算の構成比は横ばいと

なっています。 

※各分野の事業は基本計画施策体系等から抽出(投資的
事業を除く)｡ 

  ※特別会計を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

【障がい者分野の主な事業】 
 

障がいのある方が地域で自立した生活を送るための支援にかかる事業費は、サービス利

用者の増加に伴って年々増えており、令和元年度と比較すると約１７％増加しています。

今後も増加傾向は続くものと見込まれます。 
 

○障がい者自立支援給付費支給事業   １９１億円（＋３億円） 

○精神障がい者自立支援給付費支給事業  ２９億円（＋３億円） 

○障がい者福祉手当の支給事業         １５億円（増減なし） 

○社会福祉法人運営助成事業          １４億円（＋０．２億円） 

《 令和５年度分野別予算構成比 》

高齢者
18%

子ども

（主に就学前）
11%

子ども

（主に就学後）
5%

障がい者
6%

その他
60%

244

255

270
278

286

200

220

240

260

280

300

R1 R2 R3 R4 R5

障がい者分野（億円）
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Ⅰ－２ 予算（案）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【子ども（主に就学前）分野の主な事業】 
 

出生数が減少し、手当や医療費等の経費は減となっていますが、令和５年度は新たに私

立幼稚園・認定こども園の給食費無償化などを実施することにより予算額が増加していま

す。また、待機児童対策に伴う保育施設数の増加に伴い、令和２年度以降の保育施設の運

営費が増加しています。 
 

○私立保育園の運営費助成事業    １８８億円（＋８億円） 

○児童手当の支給事業              ９５億円（△５億円） 

○子ども医療費助成事業（中学生以下） ２９億円（△０．４億円） 

○公立保育園の管理運営委託事業    ２６億円（△２億円） 

 

 

【子ども（主に就学後※高校生・困難世帯支援含む）分野の主な事業】 
 

児童・生徒数は減少していますが、全児童・生徒用のタブレット購入や学力向上のため

の施策に加え、令和５年度は新たに中学校の給食費無償化、高校生等の医療費の無償化な

どを実施することにより、予算額が大幅に増加しています。また、電気・ガス代の高騰に

より小・中学校の光熱水費が大きく増加しています。 
 

○小・中学校給食業務運営事業    ４１億円（＋１０億円） 

○児童扶養手当等の支給事業     ３１億円（△３億円） 

○小・中学校公共料金管理事業    ２６億円（＋１２億円） 

○育英資金事業             ９億円（＋２億円） 

 

 

462 506 492 495 508

219 183 190 200
243

0

100

200

300

400

500

600

700

800

R1 R2 R3 R4 R5

子ども分野

主に就学前の事業 主に就学後（高校生・困難世帯支援を含む）の事業

（億円）

681 689 682 695 
751 
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Ⅰ－２ 予算（案）の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高齢者分野の主な事業】 
 

超高齢化に伴う高齢者人口の増加により、後期高齢者医療給付のほか高齢者関連サービ

ス事業費の増加が続いており、令和元年度と比較すると約２１％増加しています。 
 

○介護保険給付事務                      ６２７億円（＋４８億円） 

○後期高齢者医療広域連合への療養給付費負担金     ６７億円（＋２億円） 

○高齢者インフルエンザ・肺炎球菌・帯状疱疹ワクチン接種 ８億円（＋０．８億円） 

○紙おむつの支給事業                     ２億円（＋０．７億円） 

 

  

（単位：千円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※1 令和元年度生きがい奨励金決算額には、商品券の他に印刷費や郵送料も含まれます。 

※2 一般財源による拡充分の総額であり、予算の総額ではありません。 

高齢者事業の再構築 

724

768 784
822

877

500

550

600

650

700

750

800

850

900

R1 R2 R3 R4 R5

高齢者分野（億円）

令和 3年度 
高齢者施策 拡充分実績 

229,366千円（50.6%） 

令和元年度 
生きがい奨励金決算額 
453,045千円(※1) 

令和 5年度 
高齢者施策 拡充分予算 

106,918千円（23.6%） 

敬老祝い金の対象 
拡大 33,045 

元気応援ﾎﾟｲﾝﾄの交付金(年間) 
上限額の引き上げ 362 
 

高齢者ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ予防接種の 
65歳以上無料化 168,684 

紙おむつの支給要件の 
緩和(第一弾)17,000 

紙おむつの支給要件の 
緩和(第二弾)65,572 

補聴器購入費助成の 
所得要件、補助上限 
の緩和 10,250 

高齢者肺炎球菌ﾜｸﾁﾝ 
接種費用の無料化 10,275 

帯状疱疹ﾜｸﾁﾝ接種 
費用助成 25,998 
※65歳以上分のみ 

見守りｻｰﾋﾞｽの月額 
使用料補助 1,179 

緊急通報ｼｽﾃﾑ月額 
利用料補助 3,919 

令和３年度より、生きがい奨励金 
の財源を基に高齢者の健康や生活を
守る事業に再構築しています。 
さらに５年度は、この財源を活用

し、106,918千円を拡充しました。 

【参考】組み換え事業の合計 
74.2％（336,284千円） 

合計 336,284千円(※2) 

（74.2％） 
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Ⅰ－３ 足立区を取り巻く現状 

 

３ 足立区を取り巻く現状 
 

（１） 日本経済の状況 

政府は令和４年１２月の月例経済報告で、景気の先行きについて「ウィズコロナの

下で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、

世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリス

クとなっている。また、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響や

中国における感染動向に十分注意する必要がある」としており、景気回復が期待され

ています。 

また、令和５年度の経済見通しについても、「物価高を克服しつつ、計画的で大胆

な投資を官民連携で推進するなど新しい資本主義の旗印の下、我が国経済を民需主導

で持続可能な成長経路に乗せるための施策を推進する。こうした取組を通じ、令和５

年度の実質ＧＤＰ成長率は１．５％程度、名目ＧＤＰ成長率は２．１％程度と民間需

要がけん引する成長が見込まれる。消費者物価（総合）については、各種政策の効果

等もあり、１．７％程度の上昇率になると見込まれる」（令和４年１２月２２日閣議

了解「令和５年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」から引用）と表してい

ます。 

 

（２） 足立区の経済状況 

ア 中小企業景況調査 

令和４年１２月に東京都信用金庫協会が実施した「区内中小企業景況調査」によ

ると、令和４年１０月から１２月期の業況が「悪い」と回答した企業の割合を前年

同時期と比較すると、製造業、小売業、建設業では２．８ポイント以上の減少、卸

売業においては２３．３ポイント減少しており、回復の傾向が見られます。一方、

サービス業と不動産業では「悪い」と回答した割合が前年度同時期と比較して６ポ

イント以上増えており、依然として厳しさが続いています。来期（令和５年１月か

ら３月）の予想については、サービス業を除いた全ての業種において、「良い」と

回答した企業の割合が前年同時期との比較で最大１６．１ポイント増えています。 

経営上の問題点として多く挙がったのは「売上の停滞・減少」「原材料高」「仕

入先からの値上げ要請」「利幅の縮小」で、当面の重点経営施策としては「販路拡

大」「経費を節減する」との回答割合が高くなっています。 

  

  イ 区内金融機関や業界団体とのヒアリング 

    コロナ禍における原油や物価高騰の影響について、区内金融機関との意見交換や

産業経済部による区内事業者とのヒアリングでは、原材料費高騰の煽りを受けコス

ト増となっているものの、値上げ等価格に転嫁できない状況が見えてきました。し

かし、厳しい状況下にあっても経営改善に意欲的な事業者からは、ＤＸ化の際のソ
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Ⅰ－３ 足立区を取り巻く現状 

Ⅰ－４ 足立区の財政状況と見通し 

フトウェアの使用・保守料などランニングコストに対する補助や、経営改善に資す

る機器導入経費の補助拡充を求める声があり、経営改善を後押しする補助制度の必

要性が見えてきたため、現行の制度を拡充しました。 

 

今後も区内産業関連団体、金融機関等との意見交換会や事業者アンケートを継続実

施し、事業者の状況を適宜把握しながら、適切なタイミングで的確な支援策を講じて

いきます。 

 

４ 足立区の財政状況と見通し 

 
（１） 近年の推移 

  ア 歳入 ３，５０９億円（令和３年度決算額（普通会計）） 

令和３年度歳入決算（普通会計）は

３，５０９億円となりました。特別区

税は５１７億円と過去最高額を更新し

増収傾向が続いていますが、歳入総額

に占める割合は１４．７％と、依然低

いままに留まっています（特別区平均

は２４．４％）。  

令和２年度は税制改正の影響を受け、

特別区財政調整交付金が大幅な減収と

なりましたが、令和３年度は企業業績の

回復に伴う都税収入の増加により、２年

ぶりに増収（前年度比４９億円増）とな

りました。 
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Ⅰ－４ 足立区の財政状況と見通し 

 

イ 歳出 ３，３８０億円（令和３年度決算額（普通会計）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 性質別経費のなかで、令和３年度の扶助費の増加（前年度比１９０億円増）は、

コロナ禍における生活支援として、国による複数の臨時特別給付金事業が実施され

たことによるものであり、今後は従来の水準に戻る見通しです。 

 投資的経費は、令和３年度に大学病院整備事業や鉄道立体化、小・中学校の改築

工事が集中したことで増加しました（前年度比１７７億円増）。令和４年度、５年

度はこれらの事業費が減となりますが、今後、公共施設の老朽化対応に伴い再び増

加が見込まれるため、事業手法や実施時期の見直しによる経費の精査、平準化が課

題となっています。 

 

（２） 特別会計繰出金の推移 

国民健康保険特別会計への繰出金

は、国保制度の改革や保険料の収納率

向上等により、令和３年度までは減少

傾向にありました。令和２年度、３年

度は、新型コロナウイルス感染症に係

る保険料減免分に対する国からの財

政支援を受けたことなどにより、一時

的に大きく減少しました。 

令和４年度は、新型コロナウイルス

感染症の影響による医療費の増加分 

に対して、一般財源を３年度比で６億円多く投入し保険料の急激な上昇を抑制して

いるため、繰出金が増加する見込みです。 

また、令和５年度は主に被保険者１人当たりの医療費の上昇により、区が東京都

へ納付する国民健康保険事業費納付金が４年度比で８億円の増額となることなど

から、さらに繰出金が増加する見込みです。 
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Ⅰ－４ 足立区の財政状況と見通し 

また、区の人口推計（令和２年度・中位推計）によると６５歳以上の高齢者

人口は令和４２年にピークを迎える（２５１，３９８人）と見ており、介護保

険特別会計及び後期高齢者医療特別会計への繰出金は、今後も増加が見込まれ

ています。 

 

（３） 区民１人当たりの基金・特別区債現在高 

   基金（積立金）は、個人の家計に例えると、貯金にあたります。 

   特別区債は、学校や道路等の建設事業で多額な経費を要する場合にその費用を借

り入れるもので、個人の家計に例えると、住宅ローンのような借金にあたります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 区では、「起債額（借入）＜元金償還額（返済）」となるように努め、特別区債

現在高の減少を目指してきました。ピークであった平成１１年度から現在高を着実

に減少させ、区民１人当たりの現在高は平成１１年度の２１８，０００円から、令

和３年度には３７，０００円にまで減少しました。一方、区民１人当たりの基金現

在高は、平成１２年度の３３，０００円から令和３年度には２６１，０００円に増

えています。 

コロナ禍に区独自の支援策を打ち出したように、予想外の災害や社会情勢等に備

える意味からも、堅実な財政運営は、区民生活を支えるうえで不可欠なものです。 

今後も学校等、公共施設の老朽化対応が控えており、施設更新のために多額の経

費が必要になることから、基金を積極的に活用するとともに、将来の負担に備えて、

目的に応じた積み立てを行っていきます。 

 

H12年度 33千円 R3年度 37千円

H11年度 218千円
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１　令和５年度　注力事業一覧表

分野 担当部 No. 事 業 名（事 項 名） 事　業　内　容 予算額
 （千円）

関連主要
事業頁

1
あだち若者サポート
テラス運営業務委託

若者の総合相談窓口に加えて、新たに発達障がいが疑わ
れるなどのコミュニケーションに課題を抱える若者に対
して、一般就労を目指す個別就労支援プログラムを実施
します。

23,426 22～23

2 高校生応援支援金

国の「高校生等奨学給付金」の対象外である課税世帯で
所得の低い世帯の高校生に対して、在学時に必要となる
費用（部活動費、課外活動費、資格取得など）の一部を
支給します。

20,000 22～23

3 足立ミライゼミ事業
難関大学への進学を目指す高校１年生に対し、民間教育
事業者を活用した学習支援を行い、志望する大学への入
学を支援します（定員25人）。

15,000 22～23

4
高校生世代の居場所型

学習支援事業

高校の授業についていけない高校生や高校中途退学者な
どを対象に、補習授業や高卒認定試験対策、大学受験対
策などを実施します（2か所50人）。

11,300 22～23

5
ＮＰＯ等による伴走型

コミュニケーション支援

コミュニケーションに課題を抱える若年者を対象に、区
内企業でのインターンシップやNPO団体でのボランティア
体験を行います。

1,000 22～23

6 切れ目のない消費喚起策

物価高騰等の社会情勢を鑑み、令和５年度も一年を通し
て切れ目のない消費喚起事業を継続して実施します。
①第２回㊗レシートde９０周年事業(284,867)②商店街応
援券事業(商連プレミアム商品券事業)(124,766)③キャッ
シュレス決済還元事業(892,060）

1,301,693 26～27

7
燃料・資材高騰等の経済

環境の変化に対する支援策

燃料・資材高騰等により大きな影響を受けている区内企
業に対して、継続的に発生するソフトウェア等の費用負
担や経営改善に資する機器導入経費の補助を拡充するこ
とにより、企業の経営改善を支援するほか、上限2,000万
円の緊急経営資金の融資あっせん等を継続して実施しま
す。

2,847,636 26～27

8 紙おむつの支給事業
所得要件を世帯全員が住民税非課税から、本人が住民税
非課税かつ生計中心者の合計所得金額が9,440千円以下に
緩和します。

208,036 24～25

9 補聴器購入費用助成事業

所得要件を世帯全員が住民税非課税から、本人が住民税
非課税かつ生計中心者の合計所得金額が9,440千円以下に
緩和します。また、助成限度額も25,000円から50,000円
に増額します。

31,000 24～25

10 あたまの健康度測定

認知症についての普及啓発および早期発見を目的に検診
（個別・集団）を実施します。さらに、支援が必要と判
断された方には訪問看護ステーションや地域包括支援セ
ンター等関係機関と連携して支援を行います。

65,000 24～25

11
区立小・中学校の

個に応じた学習の充実

個に応じた学習にＩＣＴを効果的に組み込み、児童・生
徒のつまずきの未然防止及び早期解消を図るため、ＡＩ
ドリルの対象を小学１・２年生へ拡充するとともに、新
たにＭＩＭデジタル版を導入します。

228,910
22～23

・
35

12
区立小・中学校の
英語力の向上

英語４技能（聞く・読む・話す・書く）のバランスの取
れた育成を図るとともに、子どもたちの英語学習に対す
る意欲を醸成していくため、中学３年生への英検受験費
用の補助を実施するほか、小・中学校への外国語指導助
手の派遣日数を拡充します。

111,695
22～23

・
35

Ⅱ　令和５年度予算のあらまし

Ⅱ－１　令和５年度　注力事業一覧表
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分野 担当部 No. 事 業 名（事 項 名） 事　業　内　容 予算額
 （千円）

関連主要
事業頁

13 給付型奨学金の新設

大学等へ進学する際に大きな負担となる教育費用の不安
解消へ向けて、これまで実施してきた足立区奨学金（育
英資金）の「貸付型」を廃止し、返済不要の「給付型」
を新設します。
・　応募人数：40人
・　給付額：大学等在学中に係る費用の全額
   （入学料・授業料・施設整備費）
学生の夢や希望の実現へ向けた学びを応援します。

94,020 22～23

14 区立中学校の給食費無償化

制服や部活動、高校受験に向けた塾代などの経費が嵩む
中学生を対象に、給食費無償化を実施します。

・　対象：区立中学校の生徒（約13,800人）

860,687 22～23

15
全幼稚園児を対象と
する給食費無償化

世帯収入360万未満または第3子以降の多子世帯に支給し
ている給食費補助（月額上限4,500円）について、全園児
に対し、給食費を無償化（月額上限7,500円）します。
※園により自己負担が発生する場合があります。

438,090 22～23

16
私立幼稚園等

２歳児補助金の拡充

満3歳児クラスに在籍し、3歳の誕生日を迎えていない2歳
児の補助について、現状の月額3,500円から月額33,000円
に拡充します。

39,600 22～23

危
機
管
理
部

17
防災備蓄物品

（簡易トイレ）の啓発
及び避難所配備の強化

水や食料と比べると簡易トイレを家庭内で備蓄している
割合が低いことから、防災イベント等で幅広く配布する
など、簡易トイレの備蓄に対する意識啓発を進めます。
また、大規模災害時に避難所で使用するだけでなく、在
宅避難者への配布用も含めて簡易トイレの備蓄数につい
ても大幅に増強します。

24,310 20～21

都
市
建
設
部

18 建築物耐震化促進事業
昨年５月に東京都が公表した首都直下地震等による新た
な被害想定を踏まえた対応として、民間建築物の耐震工
事等にかかる助成金を拡充し、減災対策を推進します。

819,749 20～21

19 ＳＤＧｓ未来都市推進事業

「貧困の連鎖解消」と「区に対するマイナスイメージ払
拭」に資する事業として、「アヤセ未来会議」の継続に
加え、「高架下　Ｎｏ Ｂｏｒｄｅｒ ＬＡＢ」や「あだ
ちＳＤＧｓパートナープラットフォーム」等を新たに開
始します。

92,277 28～29

20
足立区外へ向けた

プロモーション業務委託

区外からの評価を高めるため、令和４年度に構築した広
報・メディア戦略をベースに、区のマイナスイメージを
プラスイメージに書き換える情報発信を行っていきます
(R5～R6総事業費25,000千円)。

9,000 52

21
環境・ＳＤＧｓ
普及啓発事業

６月の環境月間や、秋開設予定の綾瀬駅西口「高架下Ｎ
ｏ Ｂｏｒｄｅｒ ＬＡＢ」のオープンに合わせ、集中的
に普及啓発活動を行い、区民の環境やＳＤＧＳへの理解
を深めます。

17,069 28～29

22
ＡＩシステムを利用した
食品ロス削減実証事業

ＡＩシステムを利用した需要予測に従って事業者が商品
の仕入れや製造を行うことは、食品ロスの削減に有効な
のか実証実験を行います（R5～R6総事業費：18,826千
円）。

11,288 28～29

Ⅱ－１　令和５年度　注力事業一覧表
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分野 担当部 No. 事 業 名（事 項 名） 事　業　内　容 予算額
 （千円）

関連主要
事業頁

危
機
管
理
部

23 客引き行為等防止対策

客引き行為等の防止に関する条例施行に伴い、実効性の
ある取組みとして、毎日午後６時から午前０時までの
間、警察ＯＢによる巡回警備のほかに委託による巡回警
備を実施します。

34,920 30～31

区
民
部

24 個人番号カード交付拡大

国から令和6年秋ごろに健康保険証を原則廃止とする方針
が示されたことに伴い、マイナンバーカードの申請・交
付を窓口増設や業務委託により対応し、令和５年度に約
190,000枚の交付を目指します。
また、マイナポイント第２弾事業の延長に伴い、マイナ
ポイントの設定サポートを委託により実施します。

528,983 -

地
域
の
ち
か
ら

推
進
部

25

障がい者スポーツ活動
助成制度の創設・学校
訪問型パラスポーツ
体験事業の実施

障がい者の社会参加促進を図るため、障がい者がスポー
ツ活動に取り組むために必要な経費を助成します（年間
300人、上限10,000円）。また、障がい者への理解と支え
る人材の裾野を広げることを目的として、区立小学校で
のパラスポーツ出前体験事業を実施します（年間70
回）。

6,465 38

26 予防接種事業の拡大

９価ＨＰＶワクチンの定期化により、子宮頸がん等のさ
らなる感染予防を図ります。また、子育て支援策とし
て、おたふくかぜワクチンの任意予防接種費用を一部助
成し、流行性耳下腺炎の発生・重症化を予防します。加
えて、人生１００年時代におけるＱＯＬ向上及び帯状疱
疹のり患を予防するため、帯状疱疹ワクチンの任意予防
接種費用についても一部助成を開始します。

3,839,289 -

27
がん患者の社会共生に
向けたウィッグ購入

費用等の助成

がん患者の精神的・経済的負担を軽減するため、ウィッ
グ購入費用等を助成することで、がんになっても自分ら
しく生きることのできる地域社会の実現を目指します。

6,385 -

Ⅱ－１　令和５年度　注力事業一覧表
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２　令和５年度　主な新型コロナウイルス感染症対策及びコロナ禍における物価高騰対策経費一覧表

主な新型コロナウイルス感染症対策経費 （単位：千円）

分野 担当部 事 業 名 事　　業　　内　　容 予算額
国・都
補助金

区財源

環境部 清掃事務所における感染症対策
控室での作業員の「密」回避のため、トレーラーハウス
を賃借（4台、1年間）する。その他集団感染防止対策と
して、マスク・消毒液を購入

19,131 0 19,131

19,131 0 19,131

緊急経営資金融資事業

燃料・資材高騰やコロナ禍における中小企業等の資金調
達支援として上限2,000万円の緊急対策融資を実施。実行
された融資に係る利子及び信用保証料の一部または全部
の補助（利子補給1年目3％まで全額、2年目から4年間貸
付利率の2/3（上限1.6％）・信用保証料全額（借換資金
は補助なし））※R6.3.31申請受付終了予定

2,500,000 0 2,500,000

切れ目のない消費喚起策

コロナ禍の影響や物価高騰等の社会情勢を鑑み、消費者
及び区内事業者への経済支援として、令和５年度も一年
を通して切れ目のない消費喚起策を実施。
①第２回㊗レシートde９０周年事業(284,867)②商店街応
援券事業(商連プレミアム商品券事業)(124,766)③キャッ
シュレス決済還元事業(892,060)

1,301,693 0 1,301,693

3,801,693 0 3,801,693

政策経営部
夏休み期間中のあだちっ子
フードプロジェクト事業

夏休み期間中に食の確保が必要な児童・生徒（200人程
度）に対し、健康維持を図る目的で食の支援を行う。

5,200 0 5,200

教育指導部
修学旅行参加者等への
抗原検査キットの配付

修学旅行、部活動都大会、職場体験に生徒が安心して参
加できるよう、抗原検査キットを配付（6,800人分）

8,976 0 8,976

小・中学校の消毒業務委託 小・中学校の消毒業務委託（101校） 159,984 0 159,984

小・中学校用衛生用品購入
小・中学校健診用消毒液、マスク等の感染症対策物品の
購入

2,523 0 2,523

ジュニアリーダー研修会
宿泊キャンプ

宿泊キャンプを実施するにあたりコロナ対策として、事
前に抗原検査を実施する。また、バスの乗車数を定員の
半数以下となるよう増便

702 0 702

二十歳の集い
式典会場内外の密を避けるため、分散開催実施（2回）に
伴う設営・警備委託

4,255 0 4,255

181,640 0 181,640

感染者に対応する従事者の危険
手当及び宿泊手当支給事業

新型コロナウイルス感染症に感染した利用者に対し、同
一空間内において直接サービスを提供した介護・障がい
福祉サービス等事業所の従事者に対して、危険手当を1日
あたり5千円（最大14日分）、宿泊を伴う場合には、宿泊
手当を1泊当たり1万円(最大13泊分）支給

111,072 0 111,072

足立区介護保険施設等における
新型コロナウイルス感染症発生
時の職員相互支援による出向

職員助成金支給事業

区内の介護サービス事業者の職員及び利用者が、新型コ
ロナウイルスに感染し、平時の運営が困難な状況に陥っ
た場合に、安定的かつ適切な事業所運営を行うため応援
職員を派遣した介護サービス事業者に対し、派遣助成5千
円、宿泊助成1万円を支給

1,000 0 1,000

新型コロナウイルス感染症
医療提供体制支援金

①PCR検査外来の医療従事者への危険手当等支給（12セッ
ト/日、313日分）
②入院を要する疑い患者用の病床整備及び維持費用支給
（整備1床、維持6床/月）
③入院を要する疑い患者に対応する医療従事者への危険
手当等支給（6床/日、366日分）

202,400 0 202,400

医師会への電話相談業務委託
新型コロナウイルス感染症について医師会の会員医療機
関からの電話相談を一括して受けたうえで保健所に報告
する医師等を配置（平日、1日6時間）

7,481 0 7,481

新型コロナウイルス感染症
実務者連絡会の実施

区内医療機関における人材育成および病院間ネットワー
クを構築するため、実務者連絡会を実施する。（2回/
年）

83 0 83

322,036 0 322,036
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福祉部
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（単位：千円）

分野 担当部 事 業 名 事　　業　　内　　容 予算額
国・都
補助金

区財源

政策経営部
オンライン申請及びオンライン

区民相談等の充実

窓口に来庁せずに行政手続や相談ができるようオンライ
ン申請可能な手続（1月18日現在280手続き）やオンライ
ン相談窓口（20窓口）を引き続き推進。
大規模な説明会等（年30回）をオンラインで実施する
ツールの導入

37,659 0 37,659

区民部
国民健康保険の各種事務

手続きの郵送対応
国民健康保険の加入や高額療養費の申請手続き等の郵送
対応に係る経費（約13,800件）

1,410 0 1,410

地域のちから
推進部

学校開放事業
①学校開放事業におけるシルバー管理員による消毒物品
の管理（71校分）②学校開放事業における消毒物品の購
入（103校分）

5,756 0 5,756

高齢者・障がい福祉サービス
施設等におけるＰＣＲ検査等

の費用補助

感染による重症化リスクが高い高齢者・障がい者が利用
する施設等が、行政検査に該当しないものの、感染の不
安がある者にＰＣＲ検査等を実施した場合に、施設等に
対して検査費用を補助（対象：施設職員及び利用者
22,666人）

190,395 0 190,395

在宅要介護者(高齢者・
障がい者）受入体制整備

介護者の支援が必要な在宅の高齢者及び障がい者につい
て、介護者が新型コロナウイルス感染症に感染したこと
により支援が受けられなくなったときに、緊急的に保護
を行うことにより、安全を確保するとともに家庭内・地
域内の感染拡大を防止する(20人分）

20,000 20,000 0

新型コロナウイルス感染症
入院患者医療費の公費負担

新型コロナウイルス感染症陽性者の入院医療費を公費負
担（7,320件）

1,541,043 1,155,782 385,261

新型コロナウイルス感染症
入院患者移送委託

新型コロナウイルス感染症陽性者の入院医療機関等への
移送を委託（87件/月）

68,904 34,452 34,452

抗体カクテル療法の治療等に
伴う移送委託

新型コロナウイルス感染症陽性者の抗体カクテル療法の
治療等の移送のためハイヤーを借り上げ（3台/日）

72,468 0 72,468

発熱電話相談センターの設置
電話相談対応を行う看護職20人の人材派遣および什器の
賃借により発熱電話相談センターを設置（平日）

153,440 0 153,440

PCR検査予約専用ダイヤル
人材派遣

区職員のほか最大8人の人材派遣によりPCR検査の相談に
特化したコールセンターを設置（平日）

25,676 0 25,676

足立区医師会館PCR検査
センター運営委託

足立区医師会館において医師が検査を要すると認めた者
について、PCR検査の実施を医師会に委託（50日、土曜）

12,251 6,125 6,126

休日応急診療所における
PCR検査事業委託

休日応急診療所において医師の判断で検査が必要となっ
た者について、医師会PCR検査センターへ持参した検体の
PCR検査実施を医師会に委託（72日、日曜・祝日・年末年
始）

16,347 8,173 8,174

無症状の高齢者に対する
PCR検査事業委託

症状がない65歳以上の区民が希望する場合、自己負担
2,000円で検査を実施（100件）

1,808 0 1,808

新型コロナウイルス陽性者へ
の初動対応に係るショート

メッセージ配信

感染拡大時においても陽性者への迅速な初動対応を行う
ため、保健所からの連絡をショートメッセージにて配信
する（234件/日）

4,711 0 4,711

初動調査・情報管理用
タブレット端末のレンタル

初動調査や新型コロナウイルス感染症患者管理システム
への記録のため、タブレット端末を使用する（最大80
台）

6,860 0 6,860

選挙管理
委員会事務局

足立区議会議員・足立区長選挙
における感染症対策

選挙実施における感染症対策にかかる消毒液・飛沫飛散
防止パネル等物品の購入（当日投票所77か所、期日前投
票所13か所、開票所1か所分）

7,704 0 7,704

各部 感染症対策物品購入
区施設や各種健診用の消毒液・マスク・使い捨て手袋等
の感染症対策物品の購入

45,846 36 45,810

2,212,278 1,224,568 987,710

6,536,778 1,224,568 5,312,210

Ⅱ－２　令和５年度　主な新型コロナウイルス感染症・物価高騰対策関連経費一覧表
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物価高騰対策経費 （単位：千円）

分野 担当部 事 業 名 事　　業　　内　　容 予算額
国・都
補助金

区財源

【再掲】
     緊急経営資金融資事業

燃料・資材高騰やコロナ禍における中小企業等の資金調
達支援として上限2,000万円の緊急対策融資を実施。実行
された融資に係る利子及び信用保証料の一部または全部
の補助（利子補給1年目3％まで全額、2年目から4年間貸
付利率の2/3（上限1.6％）・信用保証料全額（借換資金
は補助なし））※R6.3.31申請受付終了予定

2,500,000 0 2,500,000

ＩＴ・ＩｏＴ導入補助金

燃料、資材高騰等、厳しい経営状況の中でもＩＴツール
等を導入し、経営改善を図る意欲的な企業を支援。補助
率2/3、補助上限（ＩＴ活用：75万円、ＩｏＴ活用：150
万円）

25,500 0 25,500

【再掲】
    切れ目のない消費喚起策

コロナ禍の影響や物価高騰等の社会情勢を鑑み、消費者
及び区内事業者への経済支援として、令和５年度も一年
を通して切れ目のない消費喚起策を実施。
①第２回㊗レシートde９０周年事業(284,867)②商店街応
援券事業(商連プレミアム商品券事業)(124,766)③キャッ
シュレス決済還元事業(892,060)

1,301,693 0 1,301,693

小規模事業者経営改善補助金
燃料、資材高騰等、厳しい経営状況の中でも経営改善を
図る意欲的な区内小規模事業者の設備投資等経費の一部
を補助。補助率1/2、補助上限（100万円）

105,000 0 105,000

3,932,193 0 3,932,193

政策経営部
あだち子どもの未来

応援活動助成金

食材等の物価高騰対応分として、子どもの健やかな活動
を支援する団体及び食の支援を行う団体の安定的な活動
を支援する（100万円）

8,800 0 8,800

小・中学校要保護・準要保護
児童・生徒就学援助事業

経済的理由により学用品費等の支払いが困難な保護者に
対し、費用の一部を援助。令和4年10月から認定基準額の
算定倍率を1.2倍に引き上げ、令和5年度も同様の倍率で
実施。

1,137,013 4,391 1,132,622

区立小・中学校給食食材費 物価高騰による給食食材費への影響分を公費負担 95,778 0 95,778

区立保育園給食食材費 物価高騰の影響による給食食材費の増額 25,551 0 25,551

区立こども園給食食材費 物価高騰の影響による給食食材費の増額 4,704 0 4,704

1,271,846 4,391 1,267,455

各部 区施設等の光熱水費・燃料費

物価高騰の影響による区施設等の光熱水費・燃料費の増
《R4当初予算との比較》
【全体】2,134,775増
　　R4：3,021,459→R5：5,156,234
【主な施設】
 ①小・中学校(102校)
　　R4:1,292,385→R5:2,535,712 (＋1,243,327）
 ②生涯学習ｾﾝﾀｰ・地域学習ｾﾝﾀｰ(13か所)
　　　R4:218,551→R5:438,413 (＋219,862）
 ③本庁舎
　　R4:223,911→R5:337,297 (＋113,386)
 ④公園・親水施設等
　　R4:170,226→R5:249,776 (＋79,550)
 ⑤住区センター（48か所）
　　R4:81,616→R5:150,836 (＋69,220)
 ⑥街路灯(41,559灯)
　　R4:279,101→R5:334,950 (＋55,849)

2,134,775 0 2,134,775

2,134,775 0 2,134,775

7,338,814 4,391 7,334,423

※　【再掲】は、物価高騰対策経費の合計にも含まれる

光
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３　令和５年度　主要施策

視点 主　要　施　策 部　名 頁

ま
ち

～１０年ぶりの都の首都直下地震等被害想定の見直しを受けて～
災害への『５つの強化策』を約４.１億円拡充！

都市建設部　他 20～21

ひ
と
・

く
ら
し

子どもの未来を全力応援　子ども・若者全力応援PLAN 政策経営部　他 22～23

く
ら
し

住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために
高齢者施策　－令和５年度の注目ラインアップ－

福祉部　他 24～25

ま
ち

区民のくらしや区内事業者の経済活動支援 産業経済部 26～27

SDGs未来都市　足立区
２０３０年　誰もが一歩踏み出せる　レジリエンスの高いまちへ

政策経営部　他 28～29

刑法犯認知件数の減少だけではない！？
体感治安の向上に向けた新たな取組みに着手 ！！

ビューティフル・ウィンドウズ運動
危機管理部　他 30～31

行
財
政

エリアデザインによる足立区の挑戦　２０２３ 政策経営部 32～33

Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

く
ら
し
・

ま
ち
・

行
財
政
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水
食
料
簡
易

# # #

Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

～１０年ぶりの都の首都直下地震等被害想定の見直しを受けて～

災害への『５つの強化策』を約４.１億円拡充！

強化２
簡易トイレ備蓄の啓発と避難所配備の拡充

3,804千円(R4)から24,310千円(R5)へ拡充

強化１ 「建築物の耐震化対策」「老朽家屋対策」848,949千円

① 耐震診断 10万円 → 15万円(350件)

② 耐震改修 【特定】120万円 → 200万円( 15件)

【一般】 80万円 → 150万円( 30件)

③ 木造解体 【特定】100万円 → 200万円( 35件)

【一般】 50万円 → 150万円(200件)

分譲ﾏﾝｼｮﾝ解体 100万円 →2000万円(   1件)

④ 家具転倒防止等 5万円 →    10万円( 90件)

（ｶﾞﾗｽ窓飛散防止ﾌｨﾙﾑ貼含む）

⑤ ブロック塀等 1万円/m →   2万円/m(150件)

（最大100万円）※ いずれも最大助成額
※ カッコ内は見込件数

Ⅰ 大地震に対する備えの強化

0

50

100

水 食料 簡易トイレ

備蓄や買い置きしている方で備蓄している割合

92.2％ 90.3％

34.1％

令和3年度（第50回）足立区政に関する世論調査

〇普及啓発用 11,077千円（160,000回分を購入）
防災講演会や避難所運営訓練等に参加した区民に簡易トイレを配布
し、水や食料と比べると家庭内の備蓄している割合が低い簡易トイ
レの備蓄に対する意識啓発を進めます。

〇避難所配備用 13,233千円（679,600回から826,000回分へ拡充）
下水道が被害を受け、トイレが使用できない場合等に、避難所で使
用するだけでなく、在宅避難者への配布用も含めて簡易トイレの備
蓄数を大幅に増強します。

40％(R6)

（2）その他

①普及啓発活動費用等 12,699千円 15,449千円

⑤ブロック塀等カット助成 5,760千円 24,000千円

④家具転倒防止等工事助成 2,800千円 9,300千円

③解体除却工事助成 189,000千円 436,000千円

②耐震改修工事助成 193,000千円 238,000千円

①耐震診断・改修設計助成 75,500千円 97,000千円

（1）建物等に関する助成

老朽家屋対策の強化 9,200千円(R4)から29,200千円(R5)へ拡充

【R5予算額】【R4予算額】

（耐震アドバイザー派遣、戸別訪問活動等の充実）

【特定】：特定地域 図１

不燃化特区を中心とした

建物の倒壊の危険性が高

い地域及び隣接地区（梅田

/千住/扇一・三丁目/宮城

一丁目/小台/中川二・三丁

目など）

耐 震 化 助 成 の 拡 充 内 容

①老朽危険家屋解体工事助成 3,000千円
(木造)上限50万円×4件 (非木造)上限100万円×1件

②老朽危険建築物緊急工事費等 3,000千円
(工事)100万円×2件 (相続財産管理人選任等)100万円

※①は老朽家屋等審議会において特に危険度の高い老朽家屋と認定
された家屋が対象

（２）老朽家屋への対策（解体助成、緊急工事） （３）無接道家屋の通路に関する助成

①通路始端部等拡幅奨励金等 2,000千円
(整備助成)上限50万円×1件 (奨励金)路線価相当額の1/2

②緊急避難路整備助成 900千円
上限30万円×3件

③無接道家屋建替測量調査助成 300千円
上限15万円×2件

H29年度調査時に1,225件存在した老朽家屋は、区の条例に基づく指導等によりR3年度には907件※1に減少しました。

R5年度は、区内全域での実態調査を実施し、新たな老朽家屋の把握等を行い、老朽家屋指導体制の強化を図ります。

※1 R3年度907件の内訳（①特に危険な家屋11件、②一部損傷等の危険な家屋96件、③緊急性の低い家屋800件）

（１）区内全域での実態調査

①空き家･老朽家屋実態調査業務委託 20,000千円

指導体制の強化へ

〇 予備軍を含めた老朽家屋の実態把握
〇 老朽化した空き家を増やさないための相談会の開催
〇 特に危険な家屋への適正管理･危険是正の指導・勧告 等

(旧耐震基準)

建築物耐震化促進事業 478,759千円(R4)から819,749千円(R5)へ拡充
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重点プロジェクトの視点： まち

担当課係

①建築防災課 耐震化推進係
②開発指導課 建築監察係
③災害対策課 災害対策係、施設管理係
④福祉管理課 個別避難計画推進担当
⑤都市建設課 事業推進係

問合せ先（直通）

①３８８０－５３１７
②３８８０－６４９７
③３８８０－５８３６
④３８８０－６２２３
⑤３８８０－５４７８

Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

事業名：

建築物耐震化促進事業／老朽家屋対策事業／
防災管理事務／災害備蓄の管理運営事業／
避難行動要支援者対策推進事業／
水害対策事業／防災対策事業

強化５ 災害時等の「ドローン」の活用による情報収集 4,000千円

強化３
避難行動要支援者の最新の実態を把握
　　　　　　　　　789千円(R4)から11,808千円(R5)へ

～地震・水害の両方に備えるために～
避難行動要支援者（※）を対象として、該当する方全員に「災害時安否確認申出書」を発送し、身体の状態変化
など実態を把握するとともに、台風接近に伴う河川氾濫による水害を想定した個別避難計画書の作成を、優
先度が高い方から引き続き進めていきます。

強化４ 浸水対策及び水防体制の強化　17,000千円

〇「申出書」の郵送・返信料 3,308千円

〇 全件発送に係る業務委託 8,500千円

「申出書」発送準備・回答集約等に係る業務委託

【R5:約23,000人】
避難行動要支援者に該当
する方全員が対象

Ⅱ 水害時の備えの強化

〇ドローン３台・配信機材購入等 4,000千円

災害発生時の情報収集、被災状況の確認等を

迅速に行うため、高倍率ズーム付カメラを搭載

した高性能ドローン機種（１台）、小型機種（２台）

の計３台を新たに配備し、災害対策本部との中

継システムを構築します。平常時は施設の点検

や調査、イベントの空撮や工事の進捗撮影等に

活用します。

〇止水板の購入 15,000千円

令和４年５月、大型の台風により越水する危険性

の高い「京成本線荒川橋梁」において、水防訓練

を実施しました。より迅速かつスムーズな水防活

動に向け、「京成本線荒川橋梁」で使用する新たな

止水板を購入し、水防体制を強化します。

Ⅲ 災害時の情報収集の強化

〇止水板設置工事助成 2,000千円

建物の浸水被害の防止または軽減を図るために、

住宅や店舗等の出入口などに止水板を設置する工

事費の一部（最大50万円）を助成します。

区に

回答
全件

発送
避難行動要支援者

約２３,０００人

災害時
安否確認
申出書

拡 充 内 容

Ⅱ 水害時の備えの強化

〇ドローン３台・配信機材購入等 4,000千円

災害発生時の情報収集、被災状況の確認等を

迅速に行うため、高倍率ズーム付カメラを搭載

した高性能ドローン機種（１台）、小型機種（２台）

の計３台を新たに配備し、災害対策本部との中

継システムを構築します。平常時は施設の点検

や調査、イベントの空撮や工事の進捗撮影等に

活用します。

〇止水板の購入 15,000千円

令和４年５月、大型の台風により越水する危険性

の高い「京成本線荒川橋梁」において、水防訓練

を実施しました。より迅速かつスムーズな水防活

動に向け、「京成本線荒川橋梁」で使用する新たな

止水板を購入し、水防体制を強化します。

Ⅲ 災害時の情報収集の強化

〇止水板設置工事助成 2,000千円

建物の浸水被害の防止または軽減を図るために、

住宅や店舗等の出入口などに止水板を設置する工

事費の一部（最大50万円）を助成します。

避難行動要支援者

約２３,０００人

■「避難行動要支援者名簿」の整備

■ 民生・児童委員等による安否確認

■「水害時個別避難計画書」の作成

最新の身体の状態変化などの実態を把握

→ 個別避難計画の作成に繋げる

【例年：約5,000人】
新たに避難行動要支援者
に該当した方が対象

目標：回答率７０％（例年実績：50％前後）

（※）避難行動要支援者：配慮を要する方のうち災害時に自分一人では

避難できず誰かの支援を必要とする方
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Ⅱ－３ 　令和５年度　主要施策

一時的に保育が必要な保護者に

月額7,500円まで給食費を無償化

満３歳児クラスに在籍する

２歳児への補助金を拡大

給食費を無償化

※園により自己負担が発生する場合あり
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重点プロジェクトの視点： ひと・くらし

担当課係

①子どもの貧困対策・若年者支援課　子どもの貧困対策係
②子ども政策課　私立幼稚園第一・第二係
③子ども施設入園課　認証・認可外保育係
④⑤学務課　助成係　学校給食係
⑥学力定着推進課　学力定着推進係

問合せ先（直通）

①３８８０－５７１７
②３８８０－６１４７
③３８８０－８０１３
④⑤３８８０－５９７７　　３８８０－５９７５
⑥３８８０－６７１７

Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

事業名：

子どもの貧困対策・若年者支援事業／
あだち子どもの未来応援事業／
私立幼稚園園児保護者負担軽減事業／
認証保育所等利用者助成事業／
育英資金事業／学力向上対策推進事業／
中学校給食運営事業

など 区内在住の
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Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために

高齢者施策ー令和５年度の注目ラインアップー

高齢者緊急通報システム
緊急通報システムの利用者負担
(月額900円・非課税世帯は500円)
を無償化します。
対象：単身高齢者で慢性疾患等により

日常生活を送る上で常時注意を要する方

30,696千円

足立区では、高齢者が心身の状態に関わらず、住み慣れた地域で自分らしく安心して
暮らすことができるように「地域包括ケアシステム」の構築を進めています。令和５年度は
下記の事業について、拡充や新規立ち上げなど重点的に取り組んでいきます。

紙おむつの支給 208,036千円
保健衛生の向上と介護負担軽減を目的に
紙おむつの現物支給または費用を助成します。
対象：要介護２以上の高齢者

重度心身障がい者（児）の方

高齢者補聴器購入費用助成 31,000千円
高齢者の積極的な社会参加を目的に補聴器購入費用を助成します。
対象：65歳以上の高齢者で、聴力低下により日常生活に

支障がある中等度難聴（障がい非該当）の方

支給要件を緩和し対象者を拡大！！ 計239,036千円

警告メッセージ＆通話録音で特殊詐欺を撃退！
自動通話録音機の無償貸与

ご自宅の電話の呼び出し音が鳴る前に、電話をかけてきた相手に
警告メッセージを流し、通話を録音する機器を無償で貸与します。
対象：足立区内在住で、概ね65歳以上の方

9,240千円

あたまの健康度測定（認知症検診推進事業）
認知症についての普及啓発および早期発見を目的に足立区医師会に委託して
「集団測定会」と「個別測定」を実施します(「集団測定会」のみ令和４年度も実施)。
検診の結果、サポートが必要と判断された方には訪問看護ステーションや地域包括
支援センター等、地域の関係機関と連携して支援します。

65,000千円７０歳からの認知症への備え！ 65,000千円

※ 令和5年度は2,000台を新たに確保予定自動通話録音機

高齢者の見守り強化！ 計32,078千円

民間事業者と契約して見守り機器を設置
する際、初期費用(13,500円上限)の
助成に加え、月額利用料(1,000円上限)
も助成します。
対象：緊急通報システムの利用が困難な方

見守りサービス助成事業 1,382千円

※ 緊急通報システム・・・民間受信センターに自動通報し、必要に応じて救急車を要請するシステム。

38,525件26,382件

世帯全員が
住民税非課税

申請者のみ非課税

合計所得金額
9,440千円以下

生計中心者の

Before After

420件 620件

※ 『紙おむつの支給』と同様に緩和

25,000円
（上限）

50,000円
（上限）

Before After

10,000
8,000
6,000
4,000
2,000

0

(※11月末時点)
※

9,950
8,399

6,755
4,500

貸与実績(累計)
(台)

対象：70歳の区民（約7,000人）

普及啓発 9,000千円

検診事業
（集団測定会・個別測定等）

48,000千円

検診後支援 8,000千円
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重点プロジェクトの視点： くらし

※　令和５年度に組織変更を予定する所属は、新所属名を「担当課係」欄に（　）書きで表記しています。

担当課係

①高齢福祉課 高齢調整係
②地域包括ケア推進課 計画推進担当
③介護保険課 介護保険係
④危機管理課 生活安全推進担当（生活安全推進係）

問合せ先（直通）

①３８８０－５８８６
②３８８０－５４９３
③３８８０－５８８７
④３８８０－５８３８

Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

事業名：

紙おむつの支給事業／
介護保険システム開発事務／
認知症ケア推進事業　ほか

介護のしごと相談・面接会
はじめての方も大歓迎！介護・福祉の仕事を見つけよう！

4,881千円
福祉分野の人材確保と区民の就労機会の拡大
を図るために区内の福祉施設・事業者の参加の
もとに相談・面接会を実施します。令和５年度は
介護事業所に加え、障がい事業所も参加し開催
します(全２回・各25～35事業所出展予定)。

介護人材雇用創出事業
39,427千円

福祉・介護サービス分野での求職者に、常用雇用
を前提とする紹介予定派遣制度を活用し、介護
施設で就労する機会を提供します。資格のない
方には資格取得も支援し、人材の育成と確保を
めざします。

計75,008千円

『支援システム』 稼働
149,227千円

区と25か所の地域包括支援センターを
専用回線で結ぶ新システムを導入し、
連携のタイムラグを解消します。
また、情報の蓄積・分析により、可視化
されていなかった課題を明確にし、高齢者
へのきめ細やかな支援につなげていきます。

地域包括支援センター

※ 予算額は、みんなで元気アップ教室《560》、元気アップサポーター養成研修《80》、
高齢者体力測定会《84》、オンラインを活用した介護予防教室《40》の総額。
《 》内は年間の実施予定回数。

令和５年度 新規事業 計206,427千円

オンラインを活用した介護予防教室

感染症拡大時期など集合教室が開催できない時や、体力低下で
外出困難となってしまった時でも、介護予防に参加できる環境を整
えるため、オンライン（Zoom等）を活用した体操教室を実施しま
す。サポート体制として、毎月区内５か所にてスマホ・タブレット等
の操作説明会（60回/年）も実施します。

52,091千円※

介護職員宿舎借り上げ支援
働きやすい😊😊あだち！介護職員を応援！

介護人材の確保・定着の支援と、災害時における
福祉避難所での要配慮者の支援を目的に、区内
で働く介護職員の宿舎借り上げ費用について、対
象者を20人から40人に拡充して助成します。

19,200千円

※ 月額４万円を上限に最大３年間

あなたを
介護で働く

応援します！

研修費用を助成
11,500千円

同一職員に対して、区内の介護保険事業所が
初任者研修と実務者研修の双方で費用を支援
した場合、重ねての申請を可能とします。
※ 初任者研修：対象者40人 ⇒ 75人（上限7万円/1人）
※ 実務者研修：対象者60人 ⇒ 70人（上限10万円/1人）

介護職員向け

より安定した介護事業を支える人材の確保

低栄養予防のための普及啓発事業「ぱく増し」
65歳からのたんぱく増し生活～肉も魚も食べよう～

「高齢期にたんぱく質をしっかり摂ること」は、低栄養予防（体重・筋肉の維持）になり、
フレイル予防、介護予防につながります。「ぱく増し」の必要性をリーフレット等でわかりや
すく周知し、高齢者のたんぱく質摂取の向上により健康寿命の延伸をめざします。
※ フレイル・・・加齢に伴い筋力や心身の活力が低下した状態。

5,109千円
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Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

区民のくらしや区内事業者の経済活動支援

第２回㊗レシートde９０周年事業【継続】 284,867千円
・２店舗以上の「㊗スタンプ」が押されたレシート（税込み９００円以上）を９枚集めて

申請すると区内共通商品券２,０００円分をプレゼント

・９枚のうち特別店（「あだちの輝くお店セレクション」選出店の一部）が発行した

レシートが含まれている場合は、追加で５００円分の区内共通商品券をプレゼント

・本事業登録店には協力金として１０,０００円を支給

販路拡大支援事業【拡充】 49,361千円
企業訪問相談員等との連携や伴走型支援により、意欲的な中小企業を発掘・育成

・ 香港、シンガポール等での展示会出展に向けた支援（対象事業者：１５社→２０社）

・ テスト販売やバイヤーとの商談機会の提供等による国内販路拡大支援

デジタル人材育成講座【拡充】 2,530千円
経営効率化、販路拡大に不可欠なデジタルスキル修得を支援

・ ITの基礎知識や活用事例等を学び、デジタルスキルを高める講座など、

１講座２回→３講座で計７回（合計９５人予定）に拡充

創業プランコンテスト【継続】 5,294千円
優れた事業計画に対し表彰（創業３年未満の事業者）

・ 最優秀賞・優秀賞：最大２００万円、奨励賞：５０万円の補助金を交付

見本市等出展補助金【拡充】 47,344千円
販路拡大のため、自社製品を見本市等へ出展する経費の一部を助成

（国内、海外、オンライン出展等、うちＥＣモール出店対象事業者：１０社→１２社）

長引く物価高騰対策！切れ目のない消費喚起策で

区民のくらしと区内事業者を応援！！あ

区内事業者の
チャレンジを後押し『突き抜け支援』

経営意欲向上を支える『底上げ支援』

アナログ

アナログ ＋アナログ

デジタル

活用

デジタル

活用
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重点プロジェクトの視点： まち

担当課係
①産業政策課 管理係
②企業経営支援課 相談・融資係
③産業振興課　商業振興係

問合せ先（直通）
①３８８０－５１８２
②３８８０－５４８６
③３８８０－５８６５

Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

事業名：
地域経済活性化計画の推進事業／中小企業融資事業／
創業支援事業／イノベーション推進事業／
商店街活動支援事業／ものづくり支援事業 ほか

小規模事業者経営改善補助金【拡充】 105,000千円
生産力、販売力、集客力向上のため事業改善計画を策定支援し、実行した経費を補助

・ 交付額上限金額：６０万円→１００万円に増加

・ 対 象 経 費：新たな機器導入に伴う使用・保守経費等１年分の維持費用を

新たに追加

ＩＴ・ＩｏＴ導入補助金【拡充】 25,500千円
ＩＴ・ＩｏＴを活用した事業計画を策定支援し、実行した経費に対して

補助率１/２→２/３に拡充して補助

・ 交付額上限金額： ＩＴ活用 ５０万円→ ７５万円に拡充

ＩｏＴ活用 １００万円→１５０万円に拡充

・ 対 象 経 費：クラウドサービス利用料等の継続的にかかる費用の対象期間を

当該年度分→当該年度分に支払った分（上限１年分）に拡充

緊急経営資金融資事業【拡充】 2,500,000千円
令和４年度に引き続き、上限額２,０００万円の緊急経営資金の融資をあっせん

・ 利 子 補 給 件 数 ：１５,６１０件→２５,１２０件

・ 信用保証料補助件数： ２,８５０件→ ４,０００件

商店街応援券事業(商連プレミアム商品券事業)【拡充】124,766千円
・キャッシュレス推進のため、一部拡充して発行予定

発 行 額：３.６億円→４.２億円に増加

紙 券：２.４億円→２.４億円

デジタル券：１.２億円→１.８億円（５０％増）

資材・燃料費高騰等の影響を受けている事業者に対する支援

デジタルデジタル

アナログ+デジタル

キャッシュレス決済還元事業【継続】 892,060千円
・本事業対象店舗にてキャンペーン期間中にキャッシュレス決済で

支払いをすると最大２０％のポイントを還元

デジタル

（７月：申込 ８月：抽選 ９～１２月：応援券使用）

デジタル

活用

デジタル

活用

デジタル

活用
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SDGs未来都市　足立区

Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

① 特設サイト・ことりっぷを活用した情報発信 6,644千円

② 環境・SDGs啓発事業 17,069千円

令和4年度に足立区は国から「SDGs未来都市・自治体SDGsモデル事業」に選定されました。「SDGs未来都市あだち」

として様々な取組が始まっています。令和5年度はSDGsがより身近になる魅力的な事業を展開していきます。

「環境SDGsフェア」「あだち生きもの図鑑をつくろう」などの

イベントを通じて、区民の行動変容につなげる。

SDGsとは
◉ Sustainable Development Goals「持続可能な開発目標」の略

◉２０３０年までに、持続可能でより良い世界を目指す国際目標

◉国連サミットで２０１５年９月に採択

◉１７のゴールと１６９のターゲットから構成

SDGs未来都市とは
◉２０１８年から内閣府がSDGsに積極的に取り組む自治体を選定する取組

◉これまで１５４都市が選定されている。

◉その中でも特に先導的な取り組みを計画した都市は、「自治体SDGsモデ

ル事業」として選定される（毎年１０都市）。

さあ、SDGsをはじめよう！

知る
SDGsに関することや区の未来都市の取組に特化したサイトを開

設し、効率よく区内外へ発信していきます。

●特設サイト保守管理業務

●「ことりっぷ」配布プロモーション・アンケート実施など
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重点プロジェクトの視点： くらし・まち・行財政

担当課係

①③④⑦SDGs未来都市推進担当課 SDGs未来都市推進担当
②環境政策課 環境事業係　環境学習係
⑤ごみ減量推進課 業務係
⑥企業経営支援課 創業支援係

問合せ先（直通）

①③④⑦　３８８０－５０７０
②　３８８０－５８６０　３８８０－６２６３
⑤　３８８０－５３０２
⑥　３８８０－５４９５

Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

事業名：

ＳＤＧｓ未来都市推進事業／
環境保全普及啓発事業・環境学習推進事業／
事業系廃棄物処理事務／
起業家育成事業

⑦ あだちSDGsパートナープラットフォーム 13,148千円

⑥ あだち子ども未来起業塾 2,460千円⑤ AIシステムを利用した食品ロス削減 11,288千円

③ アヤセ未来会議 4,424千円

④ 高架下No Border LAB 67,852千円

小学５、６年生を対象とし、起業体験（事業

計画作成、資金調達、生産、販売、決算ま

で）を通じて、未来の起業家を育成します。

●年２回実施・各回２５人

パン屋や食料品店などの小売店を対象に、AI需要

予測システムを利用した仕入れにより、どの程度

食品ロス削減が実現できるかの検証を実施します。

●実証実験参加店舗 １０店舗

区内企業からの「他企業の取組を知りたい」「横のつながりがほしい」

という声を受け、SDGsに取り組む企業・団体を登録するパートナー制

度を創設し、SDGsを起点とした連携を深め、官民一体となって推進し

ていきます。パートナー同士が知見や資源を共有し合い、新しいプロ

ジェクトが生まれ育っていくことを目指していきます。

●パートナー連携促進・普及啓発業務委託

・交流会の開催（年３回程度）、相談対応

・パートナーへの取材やSDGsの取組発信など

参加

実践

綾瀬エリアで“やってみたい”という思いを持った人が集まり、まずは街を

よく知り、街が良くなるためのアクションを自分たちで作っていく対話と

トライアルの場。令和４年度は、グループに分かれて、活動案を具体化し

ているところです。即興演劇やフリーコーヒーなどでコミュニケーション

する場づくりなどの案が出ており、令和５年度はそれらを実行する取組を

進めていきます。

●アヤセ未来会議運営業務委託（全５回）

綾瀬駅西口高架下の２０年近く空いていた店舗を区が

借り上げ、地域の方々と共に新しい綾瀬の賑わい創出

拠点として再生します。秋（１０月頃）オープン予定

です。

●工事費負担金

●店舗賃借料

●店舗運営業務委託

▲綾瀬駅西口高架下空き店舗の現状
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Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

・客引き行為 ・客待ち行為

・勧誘行為 ・勧誘待ち行為

・受け入れ行為 ・ピンクちらしの配布行為

禁止

行為

令和５年４月１日施行 客引き行為等の防止に関する条例

客引き行為等を防止して体感治安をさらに向上！！

重点

地区

・竹の塚エリア

・北千住エリア

・綾瀬エリア

区内主要駅における客引き等の行為が

体感治安に影響していることが判明

竹の塚エリアにおけるパトロール委託（34,920千円）【新規】

365日、午後6時～午前0時、委託によるパトロールを実施

※ 委託のほか、専門性の高い警察ＯＢを会計年度任用職員として２人採用

治安が「良い」と思う

区内62.7％ ⇔ 区外9.9％ とギャップが歴然

根強く残るマイナスイメージを払拭する

区外に向けたイメージアップ戦略を本格始動！！

刑法犯認知件数

ピーク時から８割減少

しかし

課題１

課題２

くわしくは 52 ページ

シティプロモーション事業へ

（足立区世論調査） （足立区に対するイメージ調査）

16,843 

11,390 

3,212 

11.0% 12.6%

62.7%25.8% 25.2%

22.3%

H13 H20 R3

刑法犯認知件数（年） 治安が良いと思う（年度） 治安が悪いと思う（年度）

刑法犯認知件数の減少だけではない⁉

体感治安の向上に向けた新たな取組みに着手 !!

ビューティフル・

取組み１

取組み２

ウィンドウズ運動

治安が良い・悪いの差 過去最大

毎年、体感治安が向上中

治安が良い 過去最大
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重点プロジェクトの視点： くらし・まち・行財政

※　令和５年度に組織変更を予定する所属は、新所属名を「担当課係」欄に（　）書きで表記しています。

担当課係

①危機管理課 生活安全推進担当（生活安全推進係）
②地域調整課 美化推進係
③生活環境保全課 ごみ屋敷対策係
④交通対策課 自転車係
⑤シティプロモーション課 プロモーション係

問合せ先（直通）

①３８８０－５８３８
②３８８０－５８５６
③３８８０－５４１０
④３８８０－５９１４
⑤３８８０－５８０３

Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

事業名：

防犯活動支援事務／美化推進事業／
生活環境保全対策事業／自転車の放置対策事業／
民営自転車駐車場設置補助金交付事業／
シティプロモーション事業

客引き行為等を防止して体感治安をさらに向上！！

放置自転車対策

388,927千円

ごみ屋敷問題の早期対処・早期解決を目指して 334千円

「ごみ屋敷対策相談医」と連携開始！！

ビューティフル・ウィンドウズ運動
！継続中！

～～

ごみ屋敷対象者で医療的ニーズ（とりわけ精神

科的問題）を抱える方が一定程度存在し、交渉

の困難さから対応が長期化する傾向がある。

新規

医療的ニーズを抱える対象者への調査及び指導の初期段階

で、職員が対象者対応について医師へ相談等を行い、専門

的な視点が入ることにより、早期対処・早期解決を目指す。

拡充
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350 
498 

625 
781 

984 

H25 H30 R1 R2 R3 R4

町会・自治会等防犯カメラの設置台数（累計）

町会・自治会等

防犯カメラ設置助成台数を増加するとともに、申請手続きに

ついて、町会・自治会等への丁寧な説明を行うことで、防犯

カメラの設置を推進する。

地域の防犯意識の向上や町会・自治会等の活

動の活発化により、町会・自治会等向け防犯

カメラ設置の需要が増加している。

まちをきれいにする活動

の推進 3,337千円

4,939 4,878 

3,864 

R2 R3 R4

撤去台数

青パトによるパトロール

委託 140,686千円

～～

町会・自治会等向け防犯カメラ設置助成 95,000千円

170台から190台に増加してまちの見守りを強化！！
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Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

エリアデザインによる足立区の挑戦　２０２３

マンション建設

ハト広場

東綾瀬公園

エリアデザインでは、拠点施設の整備効果を最大限活かすため、ソフト事業を併せて

展開することにより各施設を面的につなげ、持続可能で更に活気あふれるまちづくり

を推進します。

５年度

令和

６年度

詳しくは、
足立区公式
ホームページへ

令和

江北エリア 江北エリア

綾瀬ゾーン

創出用地

野球場

テニスコート

広場

連携・活用

一体整備

エリアデザインは、２ndステージへ!!
さらなる魅力の向上

【R5関連予算】202,000千円 駅前交通広場整備費等

【R5関連予算】525,840千円 【R5関連予算】800,000千円

上沼田東公園整備費等(仮称)江北健康づくりセンター建設費等

綾瀬駅東口駅前交通広場

(仮称)江北健康づくりセンター 上沼田東公園整備

区立毛長公園整備

※現在、詳細については協議中 イメージ図（南側から駅前交通広場を望む）

イメージ図（東京女子医大通りから望む） イメージ図
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重点プロジェクトの視点： 行財政

担当課係 エリアデザイン計画担当課 エリアデザイン計画担当 問合せ先（直通） ３８８０－５８１２

Ⅱ－３　令和５年度　主要施策

事業名： エリアデザイン推進事業

江北エリア

西新井・梅島エリア

六町エリア

北綾瀬ゾーン

平成30年度策定
平成30年度策定

平成28年度策定

綾瀬ゾーン

綾瀬・北綾瀬エリア

千住エリア

日
暮
里
・
舎
人
ラ
イ
ナ
ー

竹の塚エリア

(

計
画
）
地
下
鉄
8

号
線

つ
く
ば

エ
ク
ス
プ
レ
ス

花畑エリア

ＪＲ常磐線

足立区役所

環状七号線

京成線

国
道
4

号

尾
久
橋
通
り

毛長川

荒川
隅田川

平成26年度策定

令和元年度策定

商業施設

【R5関連予算】143,400千円 駅前交通広場整備費等

エリアデザインとは、魅力的なまちの将来

像を描き、民間活力の誘導や区有地等の活

用を効果的に行うことで、区のイメージ

アップを図る足立区独自のまちづくりの手

法です。

現在は、７つの対象エリアのうち５つのエ

リアで計画を策定し、まちづくりが進行中

です。今後も進捗管理を図りつつ、まちの

変化を捉えて、エリアデザイン計画の策定

に取組んでいきます！！

７つのエリアデザイン計画の策定・進捗状況

策定済

検討中

凡

例

令和３年度策定

（令和４年度末現在）

【R5関連予算】98,680千円 駅前交通広場設計委託費等

西新井駅

７年度

令和

北綾瀬ゾーン 西新井・梅島エリア

まちの将来像を描く

西新井駅西口駅前交通広場北綾瀬駅前交通広場

区有地の活用事業者の

募集を開始しました。

周辺の古民家や綾瀬川

沿いの公園などとの連

携、活用に向け取り組

みます。

体感治安の改善に向けた

取組みを進め、ＵＲ団地

のストック再生や駅前広

場整備など、まちの動き

を注視しながら、計画策

定に向け取り組みます。

基本計画に基づき「健康とスポーツ

の拠点」となるスポーツ施設の設計

を進めます。

江北エリア

旧高野小学校跡地

東京都施工の毛長川

護岸整備工事の進捗

に合わせ、引き続き

毛長公園の改修を実

施していきます。

花畑エリア

区立毛長公園整備
竹の塚エリア

エリアデザイン計画

六町エリア

六町駅前区有地

イメージ図

現在、詳細については協議中
イメージ図（南西側から駅前交通広場を望む） イメージ図（南西側から駅前交通広場を望む）

現在、詳細については協議中
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４　令和５年度　その他主要事業

視点 そ　の　他　主　要　事　業 部　名
予算額
 【千円】

頁

学力向上対策推進事業 教育指導部 425,169 35

学校ICT教育の推進 教育指導部 1,841,607 36

あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト（ＡＳＭＡＰ）の推進事業 衛生部 1,727,232 37

パラスポーツ推進事業
地域のちから
推進部

31,473 38

待機児童対策と教育・保育の質の向上事業 子ども家庭部 27,681,001 39

学童保育室管理運営・開設改修事業
地域のちから
推進部

2,078,787 40

感染症予防・患者医療費公費負担事業 衛生部 2,174,680 41

介護予防事業（パークで筋トレ・ウォーキング教室、はつらつ教室、はじ
めてのフレイル予防教室など）

地域のちから
推進部・
福祉部

109,920 42

孤立ゼロプロジェクト推進事業
地域のちから
推進部

129,846 43

生活困窮者自立支援事業 福祉部 258,457 44

健康あだち２１推進事業（糖尿病対策） 衛生部 39,377 45

そ
の
他

動物愛護衛生事業 衛生部 39,723 46

密集市街地整備事業／都市防災不燃化促進事業／細街路整備事業 都市建設部 1,686,549 47

道路の新設事業（都市計画道路等の新設事業）／道路の改良事業 都市建設部 3,174,855 48

鉄道立体化の促進事業 都市建設部 1,362,790 49

町会・自治会、NPOの活性化支援事業
地域のちから
推進部・
政策経営部

201,471 50

行政サービスのデジタル化促進 政策経営部 135,182 51

シティプロモーション事業 政策経営部 40,116 52

４公金収納金の収納率向上対策（税・保険料）
（納税事務・収納対策事務ほか７事業）

区民部 59,132 53

ひ
と

く
ら
し

行
財
政

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

ま
ち
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Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： ひと 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名： 学力向上対策推進事業 予算額
425,169

《413,759》
千円

財
源
内
訳

国の支出

その他の支出

千円

都の支出 0 千円

区の支出 425,169 千円

0

千円

担当課係 学力定着推進課 学力定着推進係 問合せ先（直通） ３８８０－６７１７

0

◆ＡＩドリルの活用 222,645千円≪222,645千円≫

ＡＩによる

個に応じた自動出題により、効率的で効果的な学び

を支援します。【全小・中学校、国・社・数・理・英】

◆ＭＩＭデジタル版の活用 6,265千円≪新規≫

学習の基礎となる「流暢な読み」の効率的な獲得

を目指し、全小学校で導入します。【全小学校】

◆足立はばたき塾 31,748千円≪31,748千円≫

成績上位で塾などの学習機会が少ない中学３年

生を対象に、受験対策講座を実施します。

【100人、100分×2コマ×55回】

◆中１夏季勉強合宿 4,849千円≪3,970千円≫

夏休み中に、マンツーマン指導により算数・

数学のつまずきを解消します。【対象70人】

◆そだち指導員 595千円≪595千円≫
小学３・４年生を対象に、別教室で個別指導を行い、

個々のつまずきを早期に解消します。【指導員85人】

「できた！」「わかった！」

の喜びで自信をつける

【事業の目的・概要】
◆学力調査などを活用し、学習内容の定着状況を確認・分析することで、
授業改善や個別指導に役立てます。

◆基礎的な学習内容の確実な定着と学習意欲の向上を図ります。
◆つまずきの防止と早期解消に向け、専門の指導員の配置や民間教育事業者の
活用のほか、授業や放課後補習等でＡＩドリル教材を効果的に活用します。

◆英検受験費用補助事業 32,000千円≪新規≫

中学３年生を対象に、英検受験費用を補助すること

で学習意欲の維持・向上を図ります。【1人1回まで】

◆英語チャレンジ講座 12,465千円≪11,608千円≫
中学１年生対象の補習で、苦手意識解消を図ります。

【全校実施、各校15人、50分×2コマ×8日、11月～3月】

◆英語マスター講座 24,413千円≪24,230千円≫
オンライン英会話を活用し、英語４技能を伸ばします。

【対象：中学生90人、60分×2コマ×30回】

修了後には、実践的な国内プチ留学体験に挑戦します。

●その他 学力向上対策・庶務事務経費等
9,795千円≪10,060千円≫

◆教科指導専門員 1,805千円≪1,805千円≫
教科指導に秀でた専門員が小・中学校を

巡回し、教員に指導・助言を行います。

【専門員94人】
◆秋田県大仙市との
教員派遣交流事業 1,092千円≪1,092千円≫
効果的な指導法の体験・習得をするため、教員を

派遣し、教育の質向上を図ります。【12人派遣】

◆足立区学力定着に関する総合調査
50,413千円≪50,413千円≫

◆英語４技能調査
24,274千円≪24,274千円≫

活用

活用

◆大学連携事業 2,810千円≪2,810千円≫

明海大学との連携により、英語力向上に取り

組みます。

・ 小・中学生「留学生交流事業」【延べ6校】

・ 教員研修【2回程度、各回10～20人程度】

・ 区民講座【1講座5回、2クール、各40人】

令和５年度から小学１・２年生も対象！
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千円

担当課係 学校ICT推進担当課 学校ICT環境整備担当 問合せ先（直通） ３８８０－５６４６

1,480,472

千円

都の支出 0 千円

区の支出 361,135 千円

0
財
源
内
訳

国の支出

義務教育施設建設等
資金積立基金繰入金

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： ひと 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名： 学校ICT教育の推進 予算額
1,841,607

　《341,366》
千円

●保護者向け情報発信ツールの導入 7,656千円《0千円》

【事業の目的・概要】
◆タブレット端末や大型ディスプレイなどの学校ICT機器を活用し、より魅力的で
わかりやすい授業を実現できる環境づくりを進めます。

◆児童・生徒が学校ICT機器を情報収集や他者とのコミュニケーションのツールと
して活用し、課題解決に向かうことのできる力を育んでいきます。

◆児童・生徒が自由にタブレット端末を家庭に持ち帰り、場所に制約されずに
学ぶことのできるICT環境を整えます。

学校ICT教育の

さらなる推進を図ります！

学校⇔保護者間の

やりとりのデジタル化

を促進

保護者向け情報発信
ツールとして、

C4th Home & School
を導入

保護者は様々な機器（スマ
ホ・PC等）で送受信可能！

お知らせを電子化して配信

欠席連絡を送信

学校→保護者

保護者→学校

電話や紙による
やりとりを削減！

ICT環境の充実に向けて ICTの活用推進に向けて

●学習系Wi-Fi機器の増設
1,480,472千円《0千円》

●LTE端末通信料
43,791千円《43,855千円》

・大型ディスプレイセット新設(約450室)

・無線アクセスポイント新設･増設(約3,000室)

・これまで未整備だった特別教室でも

学校ICT機器を利用した授業が可能に

・学習者(児童・生徒)用デジタル教科書の
本格導入による通信負荷増大に対応

●ICT支援員派遣
301,990千円《289,813千円》

●教員のスキル・ニーズに応じた研修
7,698千円《7,698千円》

LTE端末の通信料を区が負担

Wi-Fi環境のない家庭でも

タブレット端末を持ち帰って使用可能に

令和４年度から引き続き、

週２～４回派遣（１校あたり平均週2.5回）

・教員のICT機器活用力向上

・ICT機器を有効活用した授業づくり

民間事業者や学識者と連携しながら

研修会を実施

・視覚的でわかりやすい授業の展開

・情報活用能力を育成するための

指導力向上

新規

拡充

Wi-Fi未整備の
特別教室等

１回3.5時間

年間20回を予定
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Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： ひと 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名：
あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト（ＡＳＭＡＰ）の
推進事業

予算額
1,727,232

　《767,927》
千円

財
源
内
訳

国の支出

その他の支出

千円

都の支出 931,977 千円

区の支出 750,137 千円

44,918

千円

担当課係
保健予防課 保健予防係
保健予防課 妊産婦支援係
保健予防課 母子保健事業担当

問合せ先（直通） ３８８０－５８９２

200

■「出産・子育て応援交付金(国)」活用事業
【908,390千円】
妊娠期から子育て期までの寄り添い支援（伴走型相談

支援）を強化するとともに、10万円分の経済的支援を

実施します。

■スマイルママ面接 【50,085千円】 5,100人

保健師等による妊婦全数面接で心身状態や家庭状況

等を把握し、適切なケアを行います。

■ファーストバースデーサポート
【73,367千円】 4,300人
保護者が記入した１歳時アンケートから、各家庭の状

況に応じた適切な育児支援につなげます。

■多胎児家庭移動支援 【3,837千円】 156組

母子保健事業利用時の移動費用を補助します（0・1・2

歳時要面接）。

■こんにちは赤ちゃん訪問 【22,744千円】 3,660人
保健師等が家庭訪問し、乳児の発育・発達確認、母親の

体調管理や育児に関するアドバイス等を行います。

■東京都出産応援事業（受託事業）、オンライン
育児栄養相談、産後育児ストレス相談など
【4,020千円】

■産後ケア 【70,147千円】

＜宿泊型＞ 7日間×250組 300組
委託医療機関において、産後に家族等から十分な支

援が受けられない母親の心身ケアや育児サポート等

を行うことで、切れ目のない支援を強化します。

＜デイサービス型＞ 354組 530組
心身の不調や育児不安等を抱える産婦に休息の場

を提供します。

■ファミリー学級

【9,833千円】
出産前後の生活や育児手技等を学ぶとともに、地

域の仲間づくりの機会を提供します。

■母子健康手帳の交付
【5,742千円】 4,700人

妊娠届出時の面接やアンケートから、支援を要す

る妊婦を把握します（→スマイルママ面接へ）。

【事業の目的・概要】
◆ 妊娠期から産後期の母子保健事業を充実することにより、養育困難や生活困窮を未然に防ぎ、健やか

な親子の成長を支える仕組みを整えます（あだちスマイルママ＆エンジェルプロジェクト「ＡＳＭＡＰ」と総称）。

◆ 従来の寄り添い支援に加え、日曜ファミリー学級や産後ケアなど妊娠期から産前産後にかかるサポート

等を拡充させることにより、コロナ禍において不安を抱える全妊産婦への支援を強化します。

妊

娠

中

産

前

産

後

日曜ファミリー学級事業を拡充します！

9回→11回へ開催数拡充！

（270組→330組）

■特定不妊治療費助成

【79,220千円】 1,665件
東京都が助成承認をした特定不妊治療費助成（経過

措置）に加え、先進医療にかかる自己負担分について、

区独自に一部上乗せ助成します。

■妊婦健康診査

【373,670千円】 約4,500人（延べ50,645件）

受診票を交付し(14回分)、妊娠中の健康をサポートします。

先進医療分

1,100件追加！

不妊治療（先進医療）にかかる費用を助成！

■新生児聴覚検査

【12,856千円】 4,100人

■3～4か月児、6・9か月児、

1歳6か月児、3歳児健康診査

【110,916千円】 22,600人

■経過観察

【2,405千円】

（身体・心理） 延べ685人

母子健康手帳・ファミリー学級事業
15,575千円

妊婦健康診査事業
452,890千円

乳児・1歳6か月児・3歳児健康診査事業
126,177千円

子

育

て

期

産前・産後を支援する事業を拡充します！

妊産婦・乳幼児相談事業
1,132,590千円

施設数を5施設→6施設へ！
拡充

施設数を1施設→2施設へ！

既存実施施設の定員増！

拡充

(最長)

新規
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千円

担当課係
①スポーツ振興課 振興係
②スポーツ振興課 スポーツコンシェルジュ担当 問合せ先（直通）

①３８８０－５８２６
②３８８０－６２０５

10

千円

都の支出 0 千円

区の支出 31,463 千円

0
財
源
内
訳

国の支出

パラスポーツ
普及事業寄付金

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： ひと 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名： パラスポーツ推進事業 予算額
31,473

　《24,519》
千円

障がい者の

運動・スポーツを応援！

【事業の目的・概要】
◆ 障がい者が運動・スポーツを楽しむ場や機会を充実させることで、地域で心豊かに

暮らす「共生社会の実現」を目指します。
◆ 障がい者スポーツの場や機会の充実とともに、スポーツ活動に取り組むために必要

な支援制度の構築やスポーツを通じた障がい者理解を推進します。

【主な取り組み】

● あだちスポーツコンシェル

ジュによる障がい者スポーツ

相談

● 初級障がい者スポーツ指導

員養成講習会の開催

● ビームライフル体験会・教室（年3回） 400千円

● ボッチャひろば（年12回） 180千円

● スペシャルクライフコート障がい者向け運動教室（年24回）
4,800千円

● スペシャルクライフコートフェスティバル 7,024千円
【開催日】 令和５年４月２９日（土） 予定

【対象】 障がいのある方を中心にどなたでも

● その他関連経費（ﾊﾟﾗｽﾎﾟｰﾂ体験会運営経費等） 11,900千円

NEW

その他パラスポーツ推進経費

704千円《704千円》
障がい者スポーツの場や機会の創出

24,304千円《23,815千円》

障がい者がスポーツに親しむ機会の拡大・活動の継続を

支援するため、活動にかかる経費を助成

【対象者】 区内在住の障がい児・者

【対象経費】 スポーツ用品の購入代金、活動場所への移動費、

スポーツクラブ等に支払う会費 など

障がい児のスポーツ活動の様子

区立小学校でのパラスポーツの体験授業を通じて、

子どもたちの障がい者に対する理解を推進

［体験できるパラスポーツの例］

５人制サッカー（視覚障がい者サッカー）、ボッチャ、シッティングバレー

３００人

障がい者のスポーツ活動にかかる経費を助成 3,000千円

区立小学校のパラスポーツ出前体験事業を開始 3,465千円

３００人を対象に、

年間上限１０，０００円（補助率１／２）まで助成

３００人年間７０回 全区立小学校を巡回指導
ボッチャの体験授業の様子
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担当課係

①私立保育園課 待機児ゼロ対策担当
②私立保育園課 施設調整係
③私立保育園課 私立保育園第一係・第二係
④子ども施設運営課 公設民営担当
⑤子ども施設入園課 地域保育係
⑥子ども施設入園課 認証・認可外保育係
⑦子ども施設指導・支援課 指導・支援担当

問合せ先（直通）

①３８８０－５７５９
②３８８０－５７１２
③３８８０－５８８９
④３８８０－５３２１
⑤３８８０－５４２８
⑥３８８０－８０１３
⑦３８８０－５３９５

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： ひと 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名： 待機児童対策と教育・保育の質の向上事業 予算額
27,681,001

　《27,079,808》
千円

財
源
内
訳

国の支出

保育料等

千円

都の支出 5,154,717 千円

区の支出 14,492,086 千円

7,261,467

千円772,731

【事業の目的・概要】

◆ 待機児童ゼロを継続するため、私立保育施設の経営支援や区立保育施設の入所定員

抑制などの空き対策に取り組み、必要な保育定員数を確保します。

◆ 年度途中の待機児童対策としてベビーシッター利用支援事業を活用します。

◆ 子どもたちの健やかな成長を支援するため、指導・支援を充実するとともに保育士

確保・定着対策を継続し、教育・保育の実践力向上と安定した園運営を目指します。

◆ 保育士等住居借上げ支援事業
６７０，８６３千円 《６６２，９７０千円》
保育事業者が保育士等の住居の借り
上げに要した費用の一部を補助

◆ 保育従事者永年勤続褒賞事業
２，２０１千円 《２，２１７千円》
成績優秀な永年勤続者の褒賞

◆ 保育再就職セミナー、保育就職相談会等
６１７千円 《６１７千円》
ハローワーク足立や東京都等と連携した再就
職セミナーや面接・就職相談会を実施

◆ 保育士奨学金返済支援事業
２８，８００千円 《３０，０００千円》
区内の保育士が奨学金の返済に要し
た費用の1/2（上限10万円）を補助

【保育士確保・定着対策】

年度当初の待機児童ゼロの継続と空き対策

主

な

対

策

◆ 私立保育施設の利用定員変更【▲266人※】 ①
給付費の単価を実人員に近づけ経営改善へ

◆ 小規模保育、保育ママの固定経費補助 ④⑤
人件費等を補助して児童受け入れ体制を確保へ

◆ 区立保育施設の入所定員抑制【▲318人】
地域の需給バランスをもとに適正化へ

年度当初は

ゼロでも

年度途中に

なると待機

児童が生じ

ている

待機児童ゼロの継続と
教育・保育の質向上

教育・保育の質の向上
【各施設への指導・支援】UP↑

※番号は

下表に対応

※建替えに伴う定員変更は含まない

◆子ども施設指導検査事務 ４，６２９千円
≪４，２０３千円≫

１ 東京都認証保育所への指導検査の拡大

２ 各施設への巡回訪問と寄り添い支援の継続

３ 「足立区教育・保育の質ガイドライン」の
活用促進

４ 保育園等の食育・給食の水準向上と情報
発信

運営費・利用者助成 ※令和５年４月当初の数値

課題

【利用者負担】 150円/時間

【利用上限】

短時間認定 ：8時間/日かつ160時間/月

標準時間認定：11時間/日かつ220時間/月

ベビーシッター利用支援事業（待機児童支援） ４，９２０千円

【予算内訳】

・ベビーシッター利用料分：３，３８０千円

・交通費補助分：１，５４０千円

NEW

対策

他にも、区から情報発信することで、小規模保育、保育ママの年度途中の定員変更を後押しします。

年間延べ利用

見込 １５４人待機児童がベビーシッターを利用した場合の費用の負担軽減を図る。

見込850人

見込288人

見込181人

施設名
施設数
（園）

定員
（人）

令和５年度予算
（千円）

18,831,523
《17,993,370》

2,584,783
《2,758,447》

233,808
《229,804》

1,554,192
《1,592,008》

1,006,573
《1,105,506》

2,758,092
《2,660,093》

26,968,971
《26,339,228》

合　　　計 297 13,014

⑤保育ママ 110 397

⑥認証保育所 33 998

2 89

④小規模保育 26 448

③公設民営認可外保育所

13 1,339

①私立認可保育所 113 9,743

②公設民営認可保育所
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千円

担当課係 住区推進課 調整担当 問合せ先（直通） ３８８０－５８５９

328,311

千円

都の支出 343,262 千円

区の支出 1,136,382 千円

270,832
財
源
内
訳

国の支出

その他の支出

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： ひと 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名： 学童保育室管理運営・開設改修事業 予算額
2,078,787

　《1,728,067》
千円

学童保育で
お子様の安全・安心な

居場所を提供します！
◆重点その１ 待機児童対策
学童保育室の需要が多く見込まれる地域を対象に、民設学童保

育室を誘致するなどにより、必要な定員数の確保を図ります。

◆重点その２ 学童保育室の質の向上
各学童保育室に実地調査を行い、運営上の課題を明確化し、事

業改善を図ることで保育の質の向上を目指します。

学童保育室２施設（計３室）
【千住西、鹿浜地区】新規開設

事業の
目的・概要

●実地調査を行い、学童保育室ごとの課題を明確化し、改善までのサイクルを構築します。

自己評価

改善確認

●学童保育室運営経費等 【1,905,022千円】 直営6室：24,103千円 住区センター74室：1,161,735千円

指定管理22室：422,298千円 民設19室：296,886千円

●学童保育室設置補助等 【143,400千円】 （学童保育室誘致分）

実地調査

STEP１ 各学童保育室で項目別チェック

STEP２ 区職員の実地調査による客観的評価

STEP３ 各学童の改善事項に関する進捗確認

各学童保育の質の向上へ！

質の向上

待機児童対策 ～整備計画の見直し～ 30,365千円 《87,767千円》

学童保育室の質の向上 ～実地調査の実施～

その他学童保育室関連経費 2,048,422千円 《1,640,300千円》

（人）

超過数：84人

学童保育室１施設（計１室）
【新田地区】閉室

待機児解消に向けて
～令和６年９月末時点での待機児童ゼロを目指して～

・ 整備計画の見直しにより、需要が多い地区に学童保育室

の整備を進めていきます。

・ 待機児童解消には、１、２年生を優先的に取り組みます。

【４７，５２９千円】（3室67人の受入可能数増）
※ 需要の多い地域及び小学校統廃合により新規開設

【△１７，１６４千円】（1室55人の受入可能数減）
※ 将来にわたって需要が低い状態が見込まれる地区内の

学童保育室を１施設閉室
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千円

担当課係 感染症対策課 事業調整係 問合せ先（直通） ３８８０－５３７２

0

千円

都の支出 1 千円

区の支出 941,192 千円

1,233,487

財
源
内
訳

国の支出

その他の支出

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： くらし

事業名： 感染症予防・患者医療費公費負担事業 予算額
2,174,680

　《783,817》
千円

《　　　》は、４年度の当初予算額
※４年度当初予算は上半期分のみ計上

区民を守る！

新型コロナウイルス感染症対応

【事業の目的・概要】
◆ 新型コロナウイルス感染症から区民を守るため、「相談」「検査」「療養」について十分な対応ができる体

制を継続します。

◆ 保健所機能を強化するため、ＩＣＴの活用や外部人材の活用を行います。

１ 充実した「相談」体制を継続！

２ 希望者が「検査」を受けられる体制を継続！

３ 「療養」者の支援体制を継続！

◎新型コロナウイルス感染症に関する相談を受け付ける体制を継続します。

（１）足立区発熱電話相談センター （看護職20人） 152,986千円
（２）足立区ＰＣＲ検査予約専用ダイヤル（人材派遣職員最大8人） 25,676千円
人材派遣を導入し、区職員と共に運営 「※令和4年6月から実施」
（３）医師会への電話相談業務委託（平日、243日） 7,481千円

◎東京都の検査事業と併せ、希望する区民が検査を受けやすい環境づくりを継続します。

（１）足立区医師会館ＰＣＲ検査センター運営委託（土曜、50日） 12,251千円
（２）休日応急診療所におけるＰＣＲ検査事業委託（日曜・祝日・年末年始、72日） 16,347千円
※足立区医師会館休日応急診療所においては準夜間も実施

（３）ＰＣＲ検査外来の医療従事者支援（協力医療機関11か所、3,756セット(1∼5検体採取)) 131,460千円
（４）無症状の高齢者に対するＰＣＲ検査事業委託（100件） 1,808千円

◎医療機関から届出のあった陽性者の療養を支援する体制を継続します。

（１）感染症患者移送委託（民間救急、87件/月） 68,904千円
（２）抗体カクテル療法の治療等に伴う移送委託（ハイヤー、3台/日） 72,468千円
（３）新型コロナウイルス感染症入院患者医療費の公費負担

（令和５年度7,320件←令和４年度補正予算計上後見込件数7,300件） 1,541,043千円
（４）疑い患者用の病床確保支援（区独自で最大6床） 70,940千円
（５）陽性者の初動調査に係るショートメッセージ配信（85,644件） 4,711千円
（６）初動調査・情報管理用タブレット端末のレンタル（最大80台） 6,860千円
新型コロナウイルス感染症患者管理システムをタブレット端末で利用し、患者情報の記録やシス

テムによるリスト作成等により業務を効率化 「※令和4年9月から実施」

令和４年度（第７波） １日最大検査実績 ３，３００件 令和５年度も体制を維持

令和４年度（第７波） １日最大受電実績 ８６０件 令和５年度も体制を維持

令和５年度

区内陽性者数２，４００人～３，６００人／日

規模の感染拡大が３回発生することを想定

※全数届出制度変更以降、足立区の陽性者数は

都内陽性者数全体の５％と定義

令和４年度（第７波）

１日最大陽性者数 ２，２２３人

新規

新規

令和４年度と

同様、(1)(2)合計

30回線で対応
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Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

《　　　》は、４年度の当初予算額視点： くらし

千円

事業名：
介護予防事業（パークで筋トレ・ウォーキング教室、
はつらつ教室、はじめてのフレイル予防教室など）

予算額
109,920
《95,399》

千円

その他の支出 54,960 千円

担当課係
① パークで筋トレ・ウォーキング教室
　スポーツ振興課 振興係
② はつらつ教室、はじめてのフレイル予防教室など
　地域包括ケア推進課 介護予防・生活支援担当

問合せ先（直通）
①３８８０－５８２６
②３８８０－５６４２

財
源
内
訳

国の支出 27,480 千円

都の支出 13,740 千円

区の支出 13,740

【事業の目的・概要】
◆ 介護予防で社会参加の機会を増やし、コロナ禍の外出自粛による体力低下を防ぎます。
◆ 公園や施設等、地域で介護予防の機会を創出し、区民の健康寿命の延伸をめざします。
◆ オンラインを活用し、感染症流行下や猛暑でも介護予防を継続できる環境を作ります。

みんなで元気アップ教室

（区内28会場、1回90分、全10回連続講座型）

元気アップサポーター養成研修

（区内5会場、1回90分、全8回連続講座型）

【地域におけるグループ活動を支援】

自主グループ活動継続のコツを学び、地域におけ

る介護予防自主グループ活動の継続をサポートす

る人材の養成をめざします。

（年間2クール×5会場開催）
【Ｒ5目標人数：150人】

運動機能向上、口腔・栄養、認知症予防を総合的

に学び、教室終了後には介護予防の自主グルー

プ立ち上げを目標とした教室。

（年間2クール×28会場開催）
【Ｒ5目標人数：770人】

高齢者体力測定会

（区内7会場、毎月1回）

【測定して継続意欲を創出】

握力や下肢筋力をメインに測定。

自分の健康状態を知り、専門職からアドバイスを

受けることで、日頃の成果を定期的にチェック。

民間の商業施設やショールームでも開催。

【Ｒ5目標人数：1,680人】

オンラインを活用した介護予防教室

（毎週1回、事前説明会は毎月5回）

【高齢者もオンライン体験】

Ｚｏｏｍ等を活用した、専門家が指導する軽運動を

オンライン体験。スマホやタブレット等の

操作については事前説明会で

接続への不安をサポート。

【Ｒ5目標人数：960人】

はじめてのフレイル予防教室

（区内28会場、1回75分、全12回連続講座型）

元気な高齢者を増やすことを目的に、身近な地域

学習センター等でフレイル予防を実施。

【Ｒ5目標人数：1,500人】

介護予防チェックリストで生活機能の低下が見られ

た方に地域包括支援センターが案内。介護予防の

基礎を学ぶ教室。（年間2クール×28会場開催）
【Ｒ5目標人数：790人】

はつらつ教室

（教室型17会場、プール型3会場）

パークで筋トレ

（区内36会場⇒Ｒ５に38会場へ増設！）

身近な公園・広場等で、無理せず、誰でも気軽に参

加できます。区内幅広く参加できるよう、会場を増や

していきます。【Ｒ5目標人数：28,350人】

ウォーキング教室

（レベルに合わせた各種コースを設定）

【介護予防のきっかけづくり】

43,408千円《43,408千円》
【屋外で気軽にできる介護予防】

14,412千円《13,766千円》

距離別のコース設定やステップアップ制教室、ノル

ディックウォーキング等、自分に合ったコースや種目

で無理なく健康づくりに取り組めます。

【Ｒ5目標人数：840人】

ひとりでもグループでも

地域でフレイル予防！
※フレイル…加齢に伴い筋力や心身の活力が低下した状態です。

【グループを作って地域での活動を応援！】 52,100千円《38,225千円》
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その他の支出 0 千円

担当課係 絆づくり担当課 絆づくり事業調整担当 問合せ先（直通） ３８８０－５１８４

財
源
内
訳

国の支出 0 千円

都の支出 63,280 千円

区の支出 66,566

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

《　　　》は、４年度の当初予算額視点： くらし

千円

事業名： 孤立ゼロプロジェクト推進事業 予算額
129,846

　《126,975》
千円

自主的な運営によるサロン

【事業の目的・概要】

◆地域の人との交流を通じて、いくつになっても生きがいを持って様々な地域活動に参加できる

「暮らしやすいまち」「住み続けたいまち」の実現を目指します。

◆コロナ禍の高齢者の孤立を防ぐため、自主的な見守り活動をしている町会・自治会にウェット

ティッシュなどの見守り応援グッズを提供し支援します。

町会・自治会等の戸別訪問による実態調査を感染対策を行いながら実施し、

孤立のおそれのある高齢者を早期発見できる地域づくりを進めています。

☆高齢者実態調査委託経費 【 961千円】≪ 961千円≫

☆調査用具購入経費など 【2,892千円】≪3,207千円≫

（ストラップ、ボールペン、手指消毒液など）

☆事業ＰＲ経費（バス車内放送、うちわなど）【2,337千円】≪2,634千円≫

実態調査で孤立のおそれがあると判断された方には、地域包括支援センターが支援の必要性を判

断し、地域の見守り活動や居場所などの地域社会へつなげます。

☆地域包括支援センター事業委託経費

【117,500千円】≪117,500千円≫（4,700千円×25か所）

声かけや居場所づくりなど、自主的な見守り活動を行う町会・自治会を応援グッズで支援します。

☆地域見守り活動支援物品購入費

【2,830千円】≪2､673千円≫

（マスク、ビブス、帽子、ウェットティッシュなど）

孤立しない、させない

お互いさまのまちづくり
～協創型 孤立ゼロプロジェクト～

高齢者実態調査で早期発見 6,190千円≪6,802千円≫
～地域で孤立している人に気づく～

つなげる
孤立のおそれのある方を 117,500千円≪117,500千円≫
見守りや居場所など地域社会へつなぐ

気づく

寄り添う
自主的な見守り活動 2,830千円≪2,673千円≫
わがまちの「孤立ゼロ」を応援

もっと！事業のＰＲに力を入れます！！
孤立ゼロプロジェクト事業を、若い世代も含めた幅広い世代へＰＲ

するため、動画作成やリーフレット等のデザインの見直しを行いま

す。

◆事業のＰＲ動画を作成 ２，８０２千円

◆リーフレット デザインの見直し ４７３千円

新規

夏季の見守り活動用に

暑さ対策グッズを配付します

５１千円

※地域社会等につながった世帯累計

4,783世帯（令和4年12月末現在）
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その他の支出 0 千円

担当課係
①くらしとしごとの相談センター 生活相談係
②くらしとしごとの相談センター 就労支援担当
③くらしとしごとの相談センター 子どもの学習支援係

問合せ先（直通）
①３８８０－６２１９
②６８０６－４４３１
③３８８０－５７０６

財
源
内
訳

国の支出 93,900 千円

都の支出 2,004 千円

区の支出 162,553 千円

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： くらし 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名： 生活困窮者自立支援事業 予算額
258,457

　《250,597》
千円

居場所・学習ｽﾍﾟｰｽ提供

ひとりでも多くの方へ 相談、サポート、自立支援

【事業の目的・概要】
◆ 生活困窮者から就労や生活に関する相談（自立相談支援）を受け、必要な知識や情

報の提供及び助言を行います。
◆ 本人の状態に応じて寄り添い、必要なサービスに適切につなげ、自立を支援します。

一人ひとりの困難状況を把握～気づき･つなぎ･支える～

（自立相談支援事業） 58,114千円《50,530千円》

★ 仕事・家計・家族など様々な課題に応じた相談支援の実施
① 継続支援が必要な方へ寄り添い支援実施【51,510千円】(年間見込件数6,900件）

② 出張総合相談会の実施【3,862千円】（年間見込件数350件）

東京芸術センターで年5回実施。ハローワーク、保健師、弁護士、ひきこも

り対応等の各専門家を一堂に集め仕事、家計、こころ、からだ、家族のこと

など、様々な悩みに総合的に対応

※ ひとりでも多くの方々が相談につながるよう情報発信の強化

⇒開催チラシの戸別配布拡大（年115,000世帯→175,000世帯）
③ その他ライフライン事業者等連絡会開催経費、需用費等【2,742千円】

すぐに就労が難しい方々に対し、一人ひとりに合った支援

（就労に向けた準備）を実施

≪包括的就労支援事業における主な取組み≫
（生活困窮者・生活保護受給者向け）

① 個々の状態を踏まえたグループ分け（対象者見込250人）

個々のレベルに応じたグループ分けを行い支援することで

早期の就労を促す

② 切れ目のない支援（対象者見込40人）

生活困窮⇔生活保護へと状況が変わった際も、継続的な支

援（サポート）が可能

③ 定着支援の強化（対象者見込125人）

利用者が就労した場合、従来は３か月程度継続して支援を

行っていたところ、１年程度に延長して支援の強化を図る

★ 通所交通費及び就労体験経費【1,608千円】

(対象者見込 通所交通費120人、就労体験50人)

（ひきこもり支援事業) 36,686千円《36,242千円》

★ ひきこもりに関する情報共有や支援の方向性やあり方を協議
・ （仮）足立区ひきこもり支援協議会 開催経費【74千円】

★ ひきこもりに関する正しい理解の情報発信、普及啓発
・ ひきこもりに関する正しい理解のためのパンフレット作成等【370千円】

★ 個々の状況に応じた寄り添い、伴走型支援

① 段階的なひきこもり支援の実施【36,000千円】（対象者見込300人）

→ 相談（電話・来所・出張）、居場所支援、就労支援等へのつなぎ

② 居場所支援対象者に通所交通費を支給【242千円】（対象者見込20人）

② 出張総合相談会⇒東京芸術センターで年5回実施【3,344千円】
続して寄り添う必要がある方に対し、

(子どもの学習支援事業) 162,049千円《161,881千円》

★中学生等の居場所、学習支援の提供【161,461千円】

対象者：家庭での学習が困難な主に中学生（定員370人）

施設数：拠点4か所、ブランチ（分室）2か所

① 安心できる居場所の提供

② 希望の進路に向けた個別指導による学習支援

③ 地域のボランティアや子ども食堂と連携した食事提供

④ 体験活動の実施

⑤ 卒業生の高校生活と自立を後押し

・高校生に学習場所を提供、将来の進路選択を応援

・東京都ユースソーシャルワーカーと連携し、高校

中退予防と卒業後の自立を支援

⑥ 相談員が家庭訪問、家庭全体を支援(対象者見込20人）

★ 通所交通費【588千円】（対象者見込28人）

自立や社会参加を

支えます！

【相談支援】

【ひきこもり支援】

【就労支援】 【子どもの学習支援】自立に向けた就労支援

ひきこもりに悩む方々をひとりでも多く支援につなぐ

（就労準備支援事業）1,608千円《1,944千円》

5063
6064

6876 6900 6900

0
1000
2000
3000
4000
5000
6000
7000

元年度 2年度 3年度 4年度 5年度

相談受付件数（窓口及び相談会）

※4年度は見込、5年度は目標

（件）

※ 委託料は生活保護指導課で一括予算計上（139,379千円）
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健康寿命延伸のために

野菜摂取量の見える化で気づきを促す 自ずと健康行動を実践できる環境を整える

◆食習慣調査の実施 【2,040千円】 ◆ベジタベライフ協力店 【1,392千円】

 新規開拓及びメンテナンス委託

(1)新規開拓100店舗

◆推定野菜摂取量測定会の実施　【565千円】
野菜摂取量を見える化し、野菜を食べる (2)メンテナンス190店舗

ステッカーやのぼり旗の点検更新
(1)40歳前の健康づくり健診 を行い、イメージアップを促進。
(2)食育月間等イベント ◆ベジタベライフの普及啓発【2,971千円】
(3)元気な職場づくり応援事業

◆糖尿病月間や乳幼児健診等での ◆糖尿病・成人眼科健診の実施 【27,630千円】

   ヘモグロビンA1c簡易血糖測定 糖尿病網膜症等の眼科疾患を早期に発見し、
【2,588千円】  900人(目標) 病気の進行を予防。　　

◆「赤ちゃんが教えてくれた糖尿病 実施予定人数：3,800人
◆三師会連携事業 【851千円】

ヘモグロビンA1c測定機器のメンテナンス

◆幼稚園、保育園、小中学校等での 委託、連携マニュアルの作成等。
ベジタベライフの啓発
【88千円】    啓発実施700回（目標） ◆糖尿病対策戦略会議等の実施 【114千円】

学識経験者を交え、糖尿病対策の分析と
今後の方針を検討。

区民の野菜摂取頻度を測る調査に加え
野菜摂取量が最も低い20歳に向けた調
査を行い、食習慣に対する意識づけや
啓発を促進。

担当課係
①こころとからだの健康づくり課 健康づくり係
②データヘルス推進課 健診事業係 問合せ先（直通）

　28,595千円《28,376千円》

①３８８０－５４３３
②３８８０－５１２１

予備群の方へ」等の糖尿病予防講座
【643千円】 　 22回 (目標)

③  子ども・家庭の好ましい生活習慣の定着 ④  重症化予防

　3,319千円《3,069千円》

ステッカーやのぼり旗等を活用し、飲食店
に限らず、民間企業や信用金庫等とも連携
し、啓発を促進。

動機づけを強化。2,700人(目標)

飲食店のほかスーパーや弁当販売
店も新規開拓し、野菜の多いヘル
シーメニューが、日常的に摂れる
環境を整備。

②  野菜を食べやすい環境づくり

健康あだち２１（第三次）行動計画を策定

千円その他の支出 0

①

第三次行動計画の策定に合わせ、糖尿病対策アクションプラン等も改

定し、健康寿命を延伸。※ 令和5年度策定、令和6年度開始予定

2,183 千円

千円

 495千円 ※ 印刷製本費

 6,968千円《6,112千円》

都の支出 3,834

33,360区の支出

40歳前健診や保護者向け栄養教
室、学童でのおやつ教室等で使用
する啓発用リーフレット作成。

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

《　　　》は、４年度の当初予算額視点： くらし

千円

事業名： 健康あだち２１推進事業（糖尿病対策） 予算額
39,377

　《37,557》
千円

財
源
内
訳

国の支出

健康あだち２１行動計画糖尿病対策アクションプラン （糖尿病・歯科口腔・食育）

健
康
寿
命
延
伸

【事業の目的・概要】

◆ 区民の健康寿命の延伸を目指し、糖尿病対策を実施します。
◆ 「野菜を食べること、野菜から食べること」「子どもの頃からの良い生活習慣の定着」
「糖尿病を重症化させない取組み」を基本方針として事業展開を図ります。

住んでいるだけで、

自ずと健康になれるまち

g
219

推定野菜

摂取量

▲ 11月糖尿病月間ﾎﾟｽﾀｰ

推定野菜摂取量測定器で見える化

目指せ３５０ｇ

健康あだち２１（第三次）行動計画
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Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： その他 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名： 動物愛護衛生事業 予算額
39,723

　《29,504》
千円

財
源
内
訳

国の支出

その他の支出

千円

都の支出 13,760 千円

区の支出 25,963 千円

0

千円0

担当課係 生活衛生課 庶務係・動物愛護事業担当 問合せ先（直通） ３８８０－５３７５

【事業の目的・概要】
◆ 地域ボランティアへの支援メニューを充実させ、飼い主のいない猫（野良猫）対策を強化します。

野良猫の問題が地域トラブルにつながらないよう、継続して３つのポイントに取り組みます。

① 遺棄させない … 飼い主が高齢等で飼育困難となったペットの一時保護を強化します。

② 増やさない … 野良猫の譲渡先探しについての機会を増やします。

③ 地域で共生できる環境をつくる … 「地域猫活動協力員」への支援内容を拡充します。

飼い主のいない動物を増やさず

動物と共生する地域活動を推進！

カラス対策

▶ 巣の撤去 予定数２４個

▶ 巣中・落下ヒナ回収

予定数２８羽

鳥獣被害対策

ハクビシン・アライグマ対策

▶ 捕獲・駆除 予定数４５頭

（R4予算 予定数１４頭）

3,241千円 《2,362千円》

② 増やさない

一人暮らしで親族もいないが入院が

長期化しそう。ペットをどうしよう。

① 遺棄させない

飼育相談・譲渡相談
▶ 相談支援業務委託 3,564千円

動物愛護相談支援窓口

庭で野良猫の子猫が生まれたが、

引き取ってもらえないか。親猫は不

妊手術後、どうなるの。

野良猫の不妊去勢手術助成

▶ 捕獲、手術のアドバイス、現地サポート

▶ 猫の地域ボランティア活動のアドバイス

▶ 野良猫の子猫の譲渡先探し

▶ エサ皿（100人分） → 置きエサせず、食べこぼしを掃除する。

▶ 猫トイレ（100人分） → 他人宅の軒先でふん尿しないよう躾ける。

動物愛護啓発業務
区民公募による犬の散歩マナー等啓発プレートの

増刷（1,500枚）、その他マナー啓発関連費用等

12,718千円 《10,164千円》

電話相談

相談へのサポート

エサ皿、猫トイレの貸与

オンライン譲渡会経費

10,235千円 《10,187千円》 予定数2,235匹

捕獲 ▶ 不妊去勢手術 ▶ 地域に戻す（見守り、共生）

③ 地域で共生できる環境をつくる

13,529千円 《6,791千円》

新規

拡充

継続

継続

新規

5千円×12月×2団体＝120千円

一時保護費

継続

▶ 譲渡適性の見極め

▶ 早期の譲渡実現

拡充

現地確認、緊急一時保護
▶ 動物保護業務委託 7,920千円

▶ ワクチン接種等委託（感染症対策）

1,114千円

地域住民、ボランティアによる猫の見守り
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財
源
内
訳

国の支出

その他の支出

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： まち 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名：
密集市街地整備事業／都市防災不燃化促進事業／
細街路整備事業

予算額
1,686,549

　《1,619,446》
千円

千円

都の支出 483,759 千円

区の支出 959,166 千円

243,624

千円

担当課係
①密集市街地整備事業　　　　：建築防災課 密集第一係・密集第二係
②不燃化特区・不燃化促進事業：建築防災課 不燃化推進係
③細街路整備事業　　　　　　：建築防災課 細街路係

問合せ先（直通）
　              ①３８８０－５１８７・５１８１
 　             ②３８８０－６２６９
　              ③３８８０－５２８６

0

【事業の目的・概要】
◆ スムーズに避難できる道路、避難スペースになる公園を整備し、災害に備えます。
◆ 古い建物を解体し、燃えにくい建物に建替える費用を助成します。
◆ 狭い道路を広げて、災害時の避難路を確保し、消防活動の円滑化を図ります。

災害に強いまちを目指して

木造住宅密集地域の改善へ

１ 密集市街地整備事業 1,212,348千円《1,208,566千円》

市街地の焼失率がほぼ０（ゼロ）になる 不燃領域率 70 ％（不燃化特区内）を目指します。

【実績】R3年度末：63.2％ 【目標】R7年度末：68％防災活動の軸となる道路の拡幅(用地取得
80㎡、整備工事100㎡)や公園整備(用地取
得112㎡、整備工事236㎡)を進めます。

★道路・公園の用地取得・整備工事 407,980千円
★整備計画推進業務委託等 50,392千円

老朽建築物を解体する方、燃えにく
い建物に建替える方に助成します。

★建築物解体・建替え助成 303棟 730,300千円
★普及啓発業務委託等 23,676千円

２ 都市防災不燃化促進事業
77,226千円《38,605千円》

延焼遮断帯をつくるため、都市計画道路沿道
で燃えにくい建物を建てる方に助成します。
★建築・除却助成 8棟 55,706千円
★調査委託等 21,520千円
※令和4年度予算の建築・除却助成対象は7棟

３ 細街路整備事業 396,975千円《372,275千円》

細街路整備事業

密集事業
不燃化特区

都市防災
不 燃 化
促進事業

東
武

伊
勢
崎
線

国
道
４
号
線

足立区役所

環状七号線

荒川

北千住駅

消防活動の円滑化や避難路の確保のため、細街路の拡幅整備を進めます。

【細街路とは】
区が指定した幅員
4ｍ未満の道路

【実施例】
この部分を整備し、
道を広げます。

★拡幅整備工事(見込1.60㎞) 300,500千円
★細街路整備助成金・奨励金 75件 96,000千円
★表示板作成等 475千円

※区内全域の細街路指定路線が対象（片側換算計222.89㎞）

密集
事業
2地区等

実施

路線

地区

補助136号線 扇・本木地区

補助138号線
西新井駅西口その１・２工区地区
興野・本木地区

補助261号線 西竹の塚地区

箇所
整備済延長

進捗率

S60年度からR3年度末（37年間）の実績

4,728か所
79.41km
35.63%

西新井駅西口周辺(H11～R7)

密集事業実施地区
（事業期間）

不燃領域率(％)
導入当初 R3年度末

39.6 56.2

千住西               (R1～R10) 53.9 57.8

建替え助成に建設費を新設 72,200千円増
老朽建築物の解体費を増額 126,600千円増

753,976千円《560,164千円》

NEW!
西新井駅西口周辺地区 155,004千円
千住西地区 257,564千円
その他の地区 45,804千円

458,372千円※
《648,402千円》

UP!

※千住仲町地区の密集事業終了や西新井駅西口周辺地区の用地取得
進捗などにより、R4年度当初予算比で減額となっています。

不燃化
特区
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担当課係 道路整備課 事業計画係 問合せ先（直通） ３８８０－５９２１

千円128,831

千円

都の支出 333,349 千円

区の支出 2,389,457 千円

323,218

財
源
内
訳

国の支出

公共施設建設資金積立
基金繰入金等

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： まち 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名：
道路の新設事業（都市計画道路等の新設事業）／
道路の改良事業

予算額
3,174,855

　《6,217,957》
千円

【事業の目的・概要】
◆ 道路の新設事業

引き続き補助第２５６号線の用地買収を進めます。また、安全で便利な駅周辺の交通環境の確保

を目指して、綾瀬駅前交通広場及び北綾瀬駅前交通広場の整備工事を行います。

◆ 道路の改良事業

老朽化が進む橋りょうの架け替えや補修のための工事を行います。また、足立区無電柱化推進

計画に基づき、対象路線の無電柱化整備を進めます。

安全で快適なまちづくりを目指し

「道路」や「橋」を整備します

補助第２５６号線(中央本町三丁目～青井六丁目) 840m
①用地・補償費及び電線共同溝詳細設計委託 1,299,299千円
補助第１３８号線
②その３工区(梅田五丁目) 440m
整備に伴う償還金（H25～R14） 160,053千円
③その２工区(関原三丁目) 280m
電線共同溝引込連系管設計及び工事負担金 108,000千円
④興野地区 940m 
道路及び電線共同溝等基本設計委託等 38,600千円
綾瀬駅前交通広場（綾瀬三丁目) 1440㎡
⑤駅前交通広場整備工事等 202,000千円
北綾瀬駅交通広場整備（谷中四丁目） 2117㎡
⑥環状七号線改修工事等 143,400千円
区画街路第9号線（西新井駅西口交通広場） 5468㎡
⑦用地・補償費及び道路等詳細設計委託 60,700千円
★都市計画道路用地管理工事等 24,300千円

橋りょう整備
⑧一本橋架替工事 約10m 320,000千円
⑨新田橋仮橋スロープ設置工事負担金 約110m 50,000千円
●橋りょう補修工事(5橋)橋りょう定期点検(17橋)等 213,000千円
道路整備
⑩区役所周辺道路改良その５工事 約250m  25,000千円
⑪綾瀬警察署前中央分離帯改良基本設計委託 約300m 14,000千円
⑫五反野ふれあい通り道路改良詳細設計委託 約1100m 7,500千円
無電柱化事業
⑬江北地区（健康づくりセンター前） 約230m

電線共同溝整備工事、引込連系管路設計委託 175,000千円
⑭五反野駅前通り 約210m

水路撤去工事、予備修正設計委託 145,000千円
⑮千住地区 約170m

引込連系管路工事負担金等 86,000千円
その他
⑯取付管補修工事（千住地区） 約300m 50,000千円
⑰地区施設道路暫定整備工事（平野地区）約60m 20,000千円
★その他 トンネル定期点検、加平谷中トンネル
路面冠水装置改修工事設計委託ほか 33,003千円

道路の新設事業 2,036,352千円

道路の改良事業 1,138,503千円
⑥

③
⑤

①

②④
⑭

⑬
⑦

⑮

⑧

⑨

⑪

⑯

⑰

⑩ ⑫

⑬江北地区無電柱化事業

⑤綾瀬駅前交通広場整備事業

（駅前交通広場完成イメージ）
綾瀬駅東口

東綾瀬公園
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担当課係 鉄道関連事業課 整備推進係 問合せ先（直通） ３８８０－５９３７

財
源
内
訳

国の支出 204,000 千円

都の支出 184,484

鉄道立体化基金繰入金等 969,806 千円

千円

区の支出 4,500

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

《　　　》は、４年度の当初予算額視点： まち

千円

事業名： 鉄道立体化の促進事業 予算額
1,362,790

　《4,564,590》
千円

～竹ノ塚駅付近連続立体交差事業実施中～

【事業の目的・概要】

◆ 竹ノ塚駅付近の鉄道高架化を進めるとともに、駅東西の一体的整備を推進

足立区の北の玄関口にふさわしい、まちのにぎわいの創出を目指す。

◆ 令和５年度の工事予定

① 普通列車（竹ノ塚駅始発）の折返し設備である引上線の高架橋工事

② 仮線路のために移設した側道の復旧工事

③ 区画街路第14号線の事業用地の取得のほか、暫定的な駅前広場の整備等を実施

◆ 地下鉄８号線区内延伸実現に向け､国の答申に示された課題に対する検討を推進

（１）鉄道関連事業 1,185,400千円 《4,474,200千円》
・引上線高架橋工事、交差道路整備など

（２）まちづくり関連事業 160,000千円 《77,000千円》
・区画街路第14号線の工事費

（３）用地購入・補償関連事業 12,890千円 《 8,890千円》
・区画街路第14号線用地費、家屋補償など

（１）地下鉄８号線の整備促進事業 4,500千円 《4,500千円》
・｢事業採算性｣｢沿線自治体等との協調｣等の課題解決策を検討するための調査委託

1 竹ノ塚駅付近鉄道の高架化 1,358,290千円 《 4,560,090千円》

２ 地下鉄８号線の整備促進 4,500千円 《4,500千円》

引上線高架橋工事《令和５年度》

足立区画街路
第14号線

Ｎ

東
側

西
側

仮
上
り
緩
行
線

仮
下
り
緩
行
線

工事状況写真（谷塚方向へ撮影）
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千円

担当課係
①地域調整課 地域調整係
②協働・協創推進課 協働・協創推進担当

問合せ先（直通）
①３８８０－５８６４
②３８８０－５０２０

5,000

千円

都の支出 0 千円

区の支出 196,471 千円

0
財
源
内
訳

国の支出

自治総合センター
コミュニティ助成等

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： 行財政 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名： 町会・自治会、ＮＰＯの活性化支援事業 予算額
201,471

《209,476》
千円

【ＮＰＯフェスティバル】

運営助成

事業に対する助成

環境整備のための助成

加入促進支援等

公益活動げんき応援事業助成金

事業の
目的・概要

◆町会・自治会・ＮＰＯの活動を支援し、

地域公益活動の活性化を図ります！

NPO活動支援センター運営事業
“ＮＰＯ活動”の活性化支援 56,951千円《58,806千円》

みんなでつくる がまちあだち

◆ 町会・自治会の運営や活動を支援します！

９９，１８０千円《１００，３３０千円》

（１）単一町会・自治会（４３０団体）

８９，４８０千円
（２）地区町会・自治会連合会（２５団体）

７，５００千円
（３）足立区町会・自治会連合会（１団体）

２，２００千円

◆ 町会・自治会の環境整備を支援します！

４１，０００千円《４６，０００千円》

（１）会館整備等（４件）

２７，６００千円
（２）掲示板設置（３０件）

３，０００千円
（３）自主防災倉庫設置（６件）

２，４００千円
（４）活性化用物品購入（３０件）

３，０００千円
※ テントやジャンパーなどの購入に助成

（５）自治総合センターコミュニティ助成（４件）

５，０００千円

◆ チラシ等の作成で活動を支援します！

１，３４０千円 《１，３４０千円》

◆町会・自治会の新たな取り

組みを支援します！

３，０００千円《３，０００千円》
内訳 200千円×10団体（単一）

1,000千円× 1団体（連合）

会館整備(西新井北町会）

（１）げんき応援コース【上限10万円】28件
※ 団体の新規事業への助成

（２）ステップアップコース【上限60万円】5件
※ 団体の活動発展のための助成

（３）課題解決コース【上限30万円】4件
※ 区が提示する課題に取り組む事業への助成

（４）協働・協創推進コース【上限100万円】2件
※ 複数の団体が協働で取り組む事業への助成

◆助成金でＮＰＯ活動を支援します！

９，２３０千円 《１１，０８５千円》
区内の公益性の高い活動や地域貢献活動を助

成するための制度です。

◆センターがＮＰＯ活動を支援します！

４７，７２１千円 《４７，７２１千円》

ＮＰＯ体験講座（12件）、団体運営支援講座（25
件）、ＮＰＯ相談（350件）、ＮＰＯフェスティバル
の実施、企業（30事業者）からの寄贈食品を子ども
食堂・フードパントリーへの提供（38団体）。

（１）運営委託料 ４７，５２１千円

（２）消耗品費 ２００千円

つながろう！ ひろげよう！

Ｒ４活用事例 「伊興町自連ＮＥＷＳ」の作成(506千円）

“町会・自治会”の活性化支援 144,520千円《150,670千円》
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千円

担当課係 ICT戦略推進担当課 ICT戦略推進担当 問合せ先（直通） ３８８０－５６４８

0

千円

都の支出 0 千円

区の支出 135,182 千円

0
財
源
内
訳

国の支出

その他の支出

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： 行財政 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名： 行政サービスのデジタル化促進 予算額
135,182
《85,076》

千円
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千円

担当課係 シティプロモーション課 プロモーション係 問合せ先（直通） ３８８０－５８０３

0

千円

都の支出 0 千円

区の支出 40,116 千円

0

財
源
内
訳

国の支出

その他の支出

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： 行財政 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名： シティプロモーション事業 予算額
40,116
《36,116》

千円

区外に向けた

プロモーション委託経費

調査経費

「足立区のイメージが良いと思う」割合を
＼区外から見た／

50%に

イメージアップに向けて

本格始動

■職員の「区民に伝わる情報

発信力」を磨き、魅力を高める

7,210千円《7,210千円》

広報物制作サポート 400件程度
（令和4年度末見込み約420件）

ワークショップ参加者120人程度
（令和4年度末見込み約140人）

■外国人に向けてSNSや広報物

で情報発信を進める

3,310千円《3,260千円》

翻訳・通訳業務者の派遣費用

研修の講師報償費・広報物の印刷経費など

目標

区民参加型のアートプロジェク

ト「音まち千住の縁」で、人と人、

人と場所、人とアートをつなぎ、

新たな魅力と価値を生み出す。

21,000千円《15,000千円》

大型商業施設や鉄道事業者、

区内企業・団体とのつながり

で、まちの魅力を高める

▲区内企業との連携企画を開催

「あだち菓子博2022 inアリオ西新井」

0千円《0千円》

区外の評価を高める情報発信

マイナスイメージをプラスイメージに11,906千円 《13,906千円》

年齢・属性にあった

メディアを活用し、

効果的な情報発信

を実施

WEBプレスリリースによる情報発信

情報発信業務委託経費

1,056千円 《1,056千円》

TV・ネットなどで

情報を自動拡散
9,000千円

《11,000千円》

R5～R6

総事業費25,000千円

1,850千円 《1,850千円》
足立区に対するイメージ調査 分析・効果測定

に活用

イメージアップ戦略もさらに強化 !!区内・区民に向けた

1 2 3情報発信力を高める

3,900千円《3,950千円》

アートの力で縁をつくる 多様な主体とつながる

リリース件数：31回

総閲覧者数 ：56,834人

WEBニュース：781件

テレビ・新聞 ：20件以上

（令和4年11月末現在・

ｼﾃｨﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ課調べ）

区制100周年に向けて
さらに誇れるあだちへ
事業の目的・概要

20%

足立区の魅力を発掘・磨き・創造するとともに、戦略的に発

信し、足立区を自慢できる、誇れるまちへと進化させていく。

シティプロモーション

令和14年度（区制100周年）

足立区近郊在住3，000人対象

＼R4の活動を継続／

＼5年ぶりに大規模開催／

・文化サロン「仲町の家」の運営

・アートプログラム「1DAYパフォー

マンス表現街」「ＩＭＭ東京」「千

住だじゃれ音楽祭」などを展開

R5秋に「Memorial Rebirth 千住」を

区内東エリアで実施予定
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千円

担当課係
①納税課 納税計画係
②特別収納対策課 特別収納対策係

問合せ先（直通）
①３８８０－５８５０
②３８８０－８０１６

0

千円

都の支出 33,277 千円

区の支出 25,855 千円

0

財
源
内
訳

国の支出

その他の支出

Ⅱ－４　令和５年度　その他主要事業

視点： 行財政 《　　　》は、４年度の当初予算額

事業名：
４公金収納金の収納率向上対策（税・保険料）
（納税事務・収納対策事務ほか７事業）

予算額
59,132

　《56,214》
千円

94.65 

95.77 
96.20 

96.59 
96.96 

93.00

94.00

95.00

96.00

97.00

98.00

H29 H30 R1 R2 R3

特別区民税

第三次滞納対策アクションプラン
【実施期間】令和４年６月～令和７年５月

今までは文書で金融機関へ照会

⇒回答受領まで平均２～３か月

金融機関への預貯金等照会のデジタル化
７,８１０千円《０円》

電話・訪問に加え、令和４年度から新たに

開始したＳＭＳ（ショートメッセージ）による

納付勧奨を有効活用し、自主納付及び期

限内納付の促進を図ります。

【対象収納金】 特別区民税等１０債権

【従事職員数】 ９人程度

【令和５年度目標】

・勧奨（電話＋訪問）件数：１０万５千件

（※令和３年度実績：約９万１千件）

・納付額：２億８千万円

（※令和３年度実績：約２億７千万円）

特別区民税・国民健康保険料については、滞納対策アクション

プランを策定し、取り組みを強化しています。

特別区民税

オンラインによる金融機関への照会を導入

⇒回答まで最短３日程度へ短縮！

⇒さらに調査件数も年間最大

３万件程度の増加が可能！

課題である現年課税分の収納率向上のために・・・

滞納が発生した後、速やかに滞納者の財産調査を実施し、

差押えなどの滞納整理につなげて滞納額の圧縮を図ります。

「滞納者を納税者に」、「納税は期限内に」

滞納を許さない足立区を目指す！

一部をデジタル化
（R4年12月運用開始）

その他の収納金についても年間目標を定めて滞納整理に取り組み、収納率向上に努めていきます。

４公金の納付に利用できる電子マネーを

追加して、利便性の向上を図ります。

【現在】

『PayPay』のみ

【令和５年４月から】
『d払い』、『au PAY』、

『LINE Pay』、『J-Coin Pay』を追加！

＋

スマホアプリで納付書のバーコードを読み取るだけで
ご自宅・外出先から簡単・便利に納付できます。

特別収納対策課において、区が所有する債権に関する

相談・支援を行い、各課の債権処理の促進を図ります。

65.81 

70.96 

75.99 
77.33 

79.83 

65.00

69.00

73.00

77.00

81.00

H29 H30 R1 R2 R3

国民健康保険料

97.33 97.60 97.79 
98.41 

98.73 

95.00

96.00

97.00

98.00

99.00

H29 H30 R1 R2 R3

後期高齢者
医療保険料

93.07 
93.86 

94.55 

95.50 
96.26 

92.00

93.00

94.00

95.00

96.00

97.00

H29 H30 R1 R2 R3

介護保険料

４公金の収納率推移

すべての公金で収納率が上昇しています。
滞納対策アクションプランに基づく取り組み

足立区納付案内センターによる
納付案内・勧奨業務委託
４８,０１２千円《５４,１８６千円》

電子マネーによる納付の拡大

３,３１０千円《２,０２８千円》

特別収納対策課による相談・支援

収納率をさらに向上

させて、財源を確保します。

【事業の目的・概要】

４公金をはじめとする各収納金の収納率を向上させ、財源を確保し、負担の公平性を担保します。

◆資力を有する滞納者には適切に差押えを実施するなど、滞納整理を進め、滞納額の圧縮を図ります。

◆４公金の納付に利用可能な電子マネーを拡大し、より納付しやすい環境を整備します。

◆引き続き納付案内センターによる納付勧奨を実施し、自主納付の促進を図ります。
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Ⅱ－５ 令和５年度 主な新規事業一覧表

５　令和５年度　主な新規事業一覧表
「要望実現」欄：区議会からの要望を実現した事業は『〇』を記載

担
当

№ 事業名（事項名） 内　　容
新規部分の

予算額
（千円）

要望
実現

1
政策一般管理事務
（基本計画策定）

現行の足立区基本計画の期間満了を見据えた新基本計
画策定の着手（令和６年度末策定予定）

1,958

2
政策一般管理事務
（人口推計）

令和元年度に実施した人口推計と実際の人口に乖離が
生じているため、新たに人口推計を実施

6,000

3
ＳＤＧｓ未来都市推進事業

（高架下 Ｎｏ Ｂｏｒｄｅｒ　ＬＡＢ）

綾瀬駅西口高架下店舗を区が借り受け、子どもたちの
実践型の体験や大人との交流ができる新しい形の居場
所等、地域の方々と共に綾瀬の賑わい創出拠点として
再生する事業を実施

67,852

4
ＳＤＧｓ未来都市推進事業
（あだちＳＤＧｓパートナー

プラットフォーム）

ＳＤＧｓ達成に向けた取組を行っている企業・団体を
区内外問わず幅広く募集し、パートナーとして登録す
る制度を開始。年3回の交流会の開催やＳＤＧｓ特設サ
イトを活用した情報発信等を委託

13,148 ○

5
ＳＤＧｓ未来都市推進事業
（ＳＤＧｓ特設サイト保守

管理等業務委託）

あだちＳＤＧｓパートナーの募集・マッチングや、Ｓ
ＤＧｓ未来都市モデル事業に関する情報発信等を行う
特設サイトの保守管理（サイトに掲載する記事作成含
む）を委託

4,235

6
ＳＤＧｓ未来都市推進事業
（「ことりっぷ綾瀬」配布
　プロモーション等委託）

令和4年度末に完成予定の「ことりっぷ綾瀬」につい
て、駅での配布・電子書籍の配信・WEBアンケートの実
施を委託

2,409

7 電子計算組織管理運営事務

保健衛生システムの端末及び周辺機器の更改、事前申
請システム及び申請書作成支援端末の導入、戸籍シス
テム周辺機器及びソフトウェア導入（戸籍法改正対
応）、母子カード電子化に伴う保健衛生システム追加
ライセンス調達

243,959

8
シティプロモーション事業

(足立区外へ向けたプロモーション委託)

足立区近郊在住の20代から40代をメインターゲットに
定めた、年齢や属性に合わせたメディアを活用した
ターゲットに直接届く情報発信の実施

9,000

9
情報公開・個人情報保護制度運営事務

（足立区個人情報保護評価
委員会運営事務）

改正個人情報保護法の施行に伴い、区の個人情報保護
措置を担保するため、新たに設置する内部委員会の外
部アドバイザーに対する経費

756

10
子どもの貧困対策・若年者支援事業

（高校生世代の居場所型学習支援事業）

高校の授業についていけない高校生や高校中途退学者
などを対象に、補習授業や高卒認定試験対策、大学受
験対策などを実施（2か所50人）

11,300 ○

11
あだち子どもの未来応援事業
（東京都住宅供給公社との

新たな居住支援）

住宅セーフティネット制度を利用し、東京都住宅供給
公社と協働で行う児童養護施設等退所者への最大5年間
の家賃低廉化事業
（40,000円×5戸×12か月）
※令和4年11月から実施

2,400 ○

12
あだち子どもの未来応援事業
（欠食児童・生徒への支援）

家庭で食事が提供されず、学校生活に支障が生じてい
る欠食児童・生徒に対し、健康維持を図る目的として
補助食を提供
（50,000円×102校）
※令和4年9月から実施

5,100 ○

13
あだち子どもの未来応援事業

（ＮＰＯ等による伴走型コミュニ
ケーション支援）

コミュニケーションに課題を抱える若年者を対象に、
区内企業でのインターンシップやNPO団体でのボラン
ティア体験を実施

1,000 ○

14
あだち子どもの未来応援事業

（足立ミライゼミ事業）

難関大学への進学を目指す高校1年生に対し、民間教育
事業者を活用した学習支援を行い、志望する大学への
入学を支援（定員25人）

15,000 ○

15
あだち子どもの未来応援事業

（高校生応援支援金）

国の「高校生等奨学給付金」の対象外である課税世帯
で所得の低い世帯の高校生に対して、在学時に必要と
なる費用（部活動費、課外活動費、資格取得など）の
一部を支給

20,000 ○

政
策
経
営
部
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「要望実現」欄：区議会からの要望を実現した事業は『〇』を記載

担
当

№ 事業名（事項名） 内　　容
新規部分の

予算額
（千円）

要望
実現

16
文書管理事務

（郵便料金計器導入）
全庁の郵便事務の効率化及びミス防止のため、郵便料
金計器の新規導入

3,129

17
庁内印刷事務

（高速カラー印刷機導入）
庁内印刷事務の改善のため、高速カラー印刷機の新規
導入

2,238

18
契約管理事務

（区内事業者実態調査委託事務）
区内事業者認定の制度を適正に運用するため、定期的
な実態調査を外部委託にて実施（400件）

7,920 ○

19
職員の健康管理事務

（抗原検査キット購入）

区職員が新型コロナウイルス感染症の療養期間の短縮
などの用途で使用する抗原検査キットの購入200セット
分（1セット5個入：合計1000個）

1,320

20
防犯活動支援事務

（客引き行為等対策）
客引き行為等を防止するための巡回警備委託を実施
（毎日午後6時から午前0時までの間）

34,920 ○

21
防災管理事務

（簡易トイレの啓発強化）
家庭における簡易トイレの備蓄の啓発のため、イベン
トや訓練等で配布を実施（160,000回分）

11,077

22
防災管理事務

（防災無線テレホン案内の番号変更
周知用シール配布）

防災無線テレホン案内の番号変更を周知するため、マ
グネットシート貼付用シールを全戸配布

3,003

23
防災会議運営事務

（足立区地域防災計画（震災編）
の改定）

東京都地域防災計画（震災編）の改定に伴う足立区地
域防災計画（震災編）の改定業務委託を実施

15,081

24
区民防災力向上推進事業

（区民レスキュー隊配備用充電式
チェーンソー購入）

区民レスキュー隊に配備しているエンジン式チェーン
ソーを充電式へ入れ替え（161台）

11,423 ○

25
防災訓練実施事業

（区民事務所配備用充電式
チェーンソー購入）

区民事務所に配備しているエンジン式チェーンソーを
充電式へ入れ替え（17台）

1,207 ○

26
災害備蓄の管理運営事業

（第一次避難所、拠点災害備蓄倉庫
　配備用充電式チェーンソー購入）

第一次避難所や拠点災害備蓄倉庫に配備しているエン
ジン式チェーンソーを充電式へ入れ替え（135台）

9,579 ○

27
災害備蓄の管理運営事業

（備蓄の適正管理調査委託）

拠点備蓄倉庫の備蓄品の適正配置や効果的な在庫管理
及び拠点備蓄倉庫全体での最適化を進めるための適正
管理調査委託の経費

5,423

28
防災センター管理運営事業
（防災センター機器改修）

防災センターの各システムの改修に向けたコンサル
ティング業務委託の経費

11,657

区
民
部

29
個人番号カード交付等事務

（郵便局での申請サポート委託）

郵便局でのマイナンバーカードの申請サポート委託の
経費
※令和5年3月から実施

27,705

30
多文化共生推進事業

（ウクライナ避難民生活支援一時金）

ウクライナから避難した方に対して当面の生活を支援
するための一時金を支給
※令和4年5月から実施

1,700

31
男女共同参画社会の推進と

女性活動への支援事業
（配偶者暴力相談支援センターの設置）

令和5年3月末までに設置予定の配偶者暴力相談支援セ
ンターで相談事業等を実施

7,066 ○

32
芸術鑑賞体験事業

（文楽公演の区民還元事業）

国立劇場との連携協力協定により以下の区民還元事業
を実施
①シアター1010で開催される「文楽公演」に区内在
　住・在勤者を無料招待
②初心者向け「文楽体験講座」を実施

1,649

33
パラスポーツ推進事業

（障がい者のスポーツ活動助成制度）
障がい者のスポーツ活動支援のため、活動にかかる経
費の助成制度を創設（年間300人、上限10,000円）

3,000

34
パラスポーツ推進事業

（学校訪問型パラスポーツ体験事業）
障がい者に対する理解を深めるため、小学校において
パラスポーツ体験授業を実施（年間70回）

3,465

35
スポーツ振興事務

（高野小学校跡地維持管理）

令和6年度以降に予定している高野小学校跡地スポーツ
施設の整備工事着手までの期間について、清掃や草刈
など敷地内の維持管理を実施

5,100

危
機
管
理
部

地
域
の
ち
か
ら
推
進
部

総
務
部

55



Ⅱ－５ 令和５年度 主な新規事業一覧表

「要望実現」欄：区議会からの要望を実現した事業は『〇』を記載

担
当

№ 事業名（事項名） 内　　容
新規部分の

予算額
（千円）

要望
実現

36
スポーツ振興事務

（プロスポーツチーム関係者による
中学生指導事業）

複数の部活動種目について、イベント形式のプロス
ポーツチーム関係者による体験会を実施

1,100

37
学校施設の地域開放事業
（学校開放プール事業の

　民間施設の活用）

学校開放事業で実施してきた夏季のプール開放事業を
民間プール事業者施設の借上げに切り替え

2,789

38
図書館管理事務

(梅田八丁目複合施設整備事業)

都から複合施設用地を取得後、施設整備に向けた業務
開始（施設の設計業務委託事業者選定プロポーザル実
施、施設整備用地内の雑草の草刈り委託）

2,731 ○

39
図書館管理事務

(書籍消毒機の設置)

区立図書館への設置状況調査結果を踏まえ、図書館へ
の書籍消毒機の設置は標準装備であると考え、未導入
の9館に配備

1,984

40
孤立ゼロプロジェクト推進事業

（事業ＰＲ動画作成）
若年層も含めた幅広い年代へ事業をＰＲするための動
画を作成

2,802

41
起業家育成事業

(ＳＤＧｓ未来都市計画
「あだち子ども未来起業塾」)

小学5、6年生を対象とし、起業体験(事業計画作成、資
金調達、生産、販売、決算まで)を通じて、未来の起業
家を育成
25人×2回＝50人

2,460

42
農業人材育成・経営支援事業

（ハウス栽培における温室効果ガス排出削
減事業費補助金）

施設園芸における重油等の化石燃料の消費削減及び温
室効果ガスの排出抑制を推進するため、ヒートポンプ
の導入に係る経費を補助

3,735

43
地場農産品普及促進事業

（ＳＤＧｓ事業）
生産途中の間引き野菜など規格外の野菜を、区内農家
と協働して活用し、食品ロスの削減を図る。

249

44 ひとり親家庭総合支援事業

住宅セーフティネット制度を利用し、東京都住宅供給
公社と協働で行う、ひとり親家庭（住宅確保要配慮
者）への最大10年間の家賃低廉化事業
40,000円×5戸×12月
※令和4年11月から実施

2,400 ○

45
高齢者栄養施策推進事業
(低栄養予防「ぱく増し」)

低栄養予防のため、たんぱく質等の栄養をしっかりと
り体重、筋肉量を維持していくことを普及啓発してい
く「ぱく増し」事業の実施

5,109

46
高齢者栄養施策推進事業

(栄養士向けスキルアップ講習会)
高齢者への栄養支援の技術向上を図るため、栄養士を
対象に講習会を開催

42

47
心身障がい者等の就労促進事業
（介護のしごと相談・面接会）

障がい分野の人材確保と区民の就労機会の拡大を図る
ため、令和5年度から「介護のしごと相談・面接会」に
障がい福祉サービス等事業所も参加

793

48
心身障がい者等の就労促進事業

（重度障害者等就労支援特別事業）

障がい者の就労促進を図るため、民間企業で雇用され
ている重度障がい者の職場等における勤務中の支援
や、自営等で働く視覚障がい者の通勤の支援を実施

13,952 ○

49
データヘルス推進事業

（「成長の記録」作成委託）

保育園卒園児に対するデータ還元のための「成長の記
録」作成委託業務の実施
※令和4年11月から実施

1,589

50
歯科保健活動事業

（６歳児フッ化物塗布事業）
永久歯のむし歯予防のための６歳児フッ化物塗布事業
の開始

11,929 ○

51
がん検診事業

（ウィッグ購入費用等助成）
がん患者支援のためのウィッグ購入費用等助成の開始 6,385 ○

52
妊産婦・乳幼児相談事業

（出産・子育て応援交付金）

全妊婦・子育て世帯を対象とした、身近で相談に応じ
る伴走型相談支援の実施及び10万円分の経済的支援の
開始

908,390

53
予防接種事業

（おたふくかぜワクチン）

新たな子育て支援策として、おたふくかぜワクチン任
意接種費用助成を開始
※令和5年4月2日以降に1歳になる方が対象

25,934 ○

54
予防接種事業

（帯状疱疹ワクチン）

人生100年時代を見据えたQOL向上のため、50歳以上の
方を対象に帯状疱疹ワクチンの任意接種費用助成を開
始
※令和5年度中に実施

95,521 ○
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「要望実現」欄：区議会からの要望を実現した事業は『〇』を記載

担
当

№ 事業名（事項名） 内　　容
新規部分の

予算額
（千円）

要望
実現

55
感染症予防・患者医療費公費負担事業

（タブレット端末レンタル経費）

新型コロナウイルス感染症患者管理システムに使用す
るタブレット端末のレンタル（最大80台）
※令和4年9月から実施

6,860 ○

56
感染症予防・患者医療費公費負担事業
（PCR検査予約専用ダイヤル人材派遣）

PCR検査を希望する区民への相談に特化したコールセン
ターに人材派遣職員を配置（最大8人）
※令和4年6月から実施

25,676 ○

57
環境衛生営業許可監視指導事業
（受動喫煙防止対策促進事業）

受動喫煙防止対策強化のための区内飲食店巡回訪問業
務の委託、飲食店向け禁煙ステッカー及び区民向け啓
発チラシ・ポスターの作成

11,151

58 動物愛護衛生事業
一時保護猫のオンライン譲渡会委託を実施・地域猫活
動協力員へ活動啓発用品を貸与

1,341 ○

59
省エネ・創エネ推進事業

（ＺＥＨ・東京ゼロエミ住宅補助金）
ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）、東京
ゼロエミ住宅の工事経費を助成

6,000 ○

60
省エネ・創エネ推進事業

（戸建住宅向け電気自動車用充電設備
設置費補助金）

戸建住宅向けに電気自動車等に充電が可能な設備の設
置経費を助成

1,500 ○

61
省エネ・創エネ推進事業

（節湯型シャワーヘッド購入費補助金）
家庭部門のエネルギー消費量やＣＯ２削減のため、節湯

型シャワーヘッドの購入費を助成
600 ○

62
事業系廃棄物処理事務

（ＡＩシステムを利用した食品ロス
削減実証事業）

ＡＩシステムによる需要予測を用いた仕入れ等による
事業系食品ロス削減効果の実証

11,288

63
生活環境保全対策事業

（「ごみ屋敷対策相談医」委託）

ごみ屋敷解決への道筋を立て早期対処、早期解決を目
指すため、医療的ニーズを抱える対象者対応について
の、職員と医師の相談等

334

64
環境保全対策事業

（アスベスト事前調査資格
講習費用助成）

アスベスト調査の適正化のため、区内施工業者向けの
アスベスト事前調査資格講習の受講費の一部を助成

5,500 ○

65
交通安全の普及啓発事業

（自転車用ヘルメット購入費補助）

自転車用ヘルメット購入経費の一部補助による自転車
用ヘルメットの普及と、自転車用ヘルメット着用努力
義務の周知
※令和5年3月から実施

10,000

66
交通安全の普及啓発事業

（交通安全教室活動経費補助）

区立小学校等でトラック等の車両を使用し、内輪差、
死角体験等の交通安全教室活動を行う団体に対し、経
費の一部補助による活動支援

600 ○

67
交通安全の普及啓発事業

（区民交通傷害保険のＷＥＢ申込み）

区民交通傷害保険の金融機関窓口での申込みに加え、
ＷＥＢ申込みを開始
※令和5年2月から実施

15 ○

68
道路台帳整備事業

（公共基準点亡失調査）

足立区が管理する公共基準点の亡失調査を実施し、網
図及び点の記図の修正作業を行い、基準点の精度保全
に繋げるための準備作業

6,535

69
西部地区公園・親水施設等の

維持管理事業
（公園樹木維持管理指針作成委託）

公園樹木維持管理指針の見直し、作成 10,500

70
住宅施策推進事務

（空き家・老朽家屋実態調査業務）

効果的な空き家対策を進めるべく、老朽化の状況を含
めた現状を把握し、基礎データを収集するために実施
する区内全域の現地調査

20,000 ○

71
住宅施策推進事務

（マンション管理計画認定事務）

マンション管理の適正化を推進するため、分譲マン
ションの管理組合等が作成した管理計画の認定に関す
る事務の委託費

300

72
学力向上対策推進事業

（実用英語技能検定受験費用補助）
中学生の学習意欲向上のための英検受験費用補助の導
入（中学3年生対象）

32,000 ○

73
学力向上対策推進事業
（ＭＩＭデジタル版）

小学校低学年児童の「流暢な読み」の獲得のための
ＭＩＭデジタル版の全校導入（67校）

6,265

74
学校教育充実事務

（生命（いのち）の安全教育）

性犯罪や不幸な妊娠の回避を目的に、プライベート
ゾーン等について発達段階に応じて学んでいく生命
（いのち）の安全教育を実施
※令和4年4月から実施

468 ○
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「要望実現」欄：区議会からの要望を実現した事業は『〇』を記載

担
当

№ 事業名（事項名） 内　　容
新規部分の

予算額
（千円）

要望
実現

75
育英資金事業

（給付型奨学金の新設）

大学等へ進学する際に大きな負担となる教育費用の不
安解消へ向けて、これまで実施してきた足立区奨学金
（育英資金）の「貸付型」を廃止し、返済不要の「給
付型」を新設
・　応募人数：40人
・　給付額：大学等在学中に係る費用の全額
   （入学料・授業料・施設整備費）

94,020 ○

76 中学校給食業務運営事業
制服や部活動、高校受験に向けた塾代などの経費が嵩
む中学生を対象に、給食費無償化を実施
・　対象：区立中学校の生徒（約13,800人）

860,687 ○

77
認証保育所等利用者助成事業
（ベビーシッター利用支援事業

（一時預かり利用支援））

一時保育の選択肢として、ベビーシッター利用料の一
部を補助
※令和4年10月から実施

63,630 ○

78
認証保育所等利用者助成事業
（ベビーシッター利用支援事業

（待機児童利用支援））

年度途中の待機児童の受け皿として、都の待機児童向
けベビーシッター利用支援事業を開始し利用料負担を
軽減

4,920 ○

79
私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業

（全幼稚園児を対象とする
給食費無償化）

世帯収入360万未満または第3子以降の多子世帯に支給
している給食費補助（月額上限4,500円）について、全
園児に対し、給食費を無償化（月額上限7,500円）
※園により自己負担が発生する場合あり

438,090 ○

80

私立幼稚園助成費用負担事務、公立保育園
の管理運営事務、区立認定こども園管理運
営事業、公立保育園の管理運営委託事業、
区立認可外保育室の管理運営委託事業、私
立保育園の運営費助成事業、地域型保育事
業、家庭的保育事業、認証保育所運営経費

助成事業、企業主導型保育事業

（送迎バス等安全対策支援事業）

園児置き去り事故を踏まえた緊急対策として実施
①義務化される送迎バス等への安全装置の設置費用補
助　1,000千円×109台＝109,000千円
加えて、その他安全装置導入も補助対象となるため施
設に意向調査し予算を計上
②その他事故防止（幼児等への見守りタグGPS等の安全
装置の導入経費）1,000千円×184施設＝184,000千円
③午睡中の事故防止（ベビーセンサー等の設備や機器
の導入経費）1,000千円×157施設＝157,000千円

450,000

3,729,953
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㸴　令和５年度　主なᣑ඘事業一覧表
「要望実現」欄：区議会からの要望を実現した事業は『〇』を記載

担
当

№ 事業名（事項名） 拡充内容 拡充額
（千円）

要望
実現

1 電子計算組織管理運営事務

特別教室等へのWL�)L機器導入及び各教室の無線ＡＰ２
台目増設、学校校務基┙・端末及び校務支援システム
の更改、システム標準化対応・システム全体最適化支
援業務委託

1,835,888

2
シティプロモーション事業
（「アートアクセスあだち
　㡢まち千住の⦕」負担金）

アートアクセスあだち「㡢まち千住の⦕」5年ࡪりの
�0HPRULDO RHELUWK 千住�実施による増

6,000

3

世ㄽ調査事業
（足立区政に関する世ㄽ調査

（小規ᶍ調査））
※令和4年度：足立区区政モニター事業

区政モニター及び無作為ᢳ出の区民を対象とした調査
対象者拡大による費用の増（200人Ѝ最大700人）

3,763

4
子どもの貧困対策・若年者支援事業

（あだち若者サポートテラス
運営業務委託）

発達障がいが␲われるなどのコミュニケーションに課
題を抱える若者に対する、一般就労を目指す個別就労
支援プログラム実施による増

3,000 ○

5
あだち子どもの未来応援事業

（あだち子どもの未来応援活動助成金）
子どもの健やかな活動を支援する団体及び食の支援を
行う団体への、食材等の物価高㦐に対する助成金の増

1,000 ○

6
あだち子どもの未来応援事業
（夏ఇみ期間中のあだちっ子
　フードプロジェクト事業）

夏ఇみ期間中に食の確保が必要な児童・生徒に対し、
健康維持を図る目的で食の支援を実施（150人Ѝ200
人、令和5年度は食材の࡯か、⡿を購入し配付）

980 ○

7
文書管理事務

（文書保管事務）

໭館改修工事に伴い、文書保管ス࣌ースが不足するた
め、໭館文書庫内の文書保Ꮡ⟽（約5,400⟽）を外部保
管委託する保管料

11,694

8
庁内印刷事務

（オンデマンド印刷機ᖖ㥔作業員経費）
技能主任退職に伴う庁内印刷室業務委託業者の人件費
の増（2人以上ᖖ㥔）

3,960

9 車両管理事務
ガソࣜン車から電気自動車へのࣜース᥮えに伴う使用
料及び賃借料の増
(令和4年度8台Ѝ令和5年4月から10台、12月から15台)

2,352 ○

10
防犯活動支援事務

（⏫会・自἞会等防犯カメラ
設置費用等助成）

防犯カメラの設置助成見込台数（170台Ѝ190台）の
増、及びこれに伴う維持費等の増

22,067 ○

11
防災管理事務

（コミュニティタイムライン
策定支援の強化）

策定したコミュニティタイムラインを、より実効性の
ある計画にブラッシュアップするためのフォローアッ
プ委託経費の増

2,702 ○

12
災害備蓄の管理運営事業
（避難所の備蓄配備強化）

簡易トイレ用便⿄の備蓄配備数の増（679,600回分Ѝ
826,000回分）

9,429

13
個人番号カード交付等事務

（個人番号カード交付関連業務委託）
予約コールセンターのフࣜーダイヤル化などに伴う増 12,583

14 出産育児一時金支出事務
出産育児一時金の支給༢価の増 42万円Ѝ50万円
（国民健康保険加入者の出産件数の減（600件Ѝ450
件）を見込むため、前年度ẚはマイナスとなる）

27,000ڹ

15
多文化共生推進事業

（外国にルーツを持つ児童・生徒等に
対する学習支援事業委託）

拠点型の学習支援に加えサテライト型の学習支援開始
による増（2か所を新設、10人分の定員増）

13,155

16
住区推進一般管理事務

（住区センター職員◊修費用）
外部講師による住区センター職員へのハラスメント・
雇用等に関する◊修実施経費の増

170

17
子育てサロン管理運営事務
（あかちࡷんず実施経費）

①拠点型あかちࡷんず実施⟠所数の増（10か所Ѝ12か
　所）
②助産師等の講座実施による増

642
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（千円）

要望
実現

18
学童保育室運営事業
（学童保育室運営費）

①民設学童保育室ㄏ⮴に伴う運営費補助の増
 （19室Ѝ20室）
②指定管理学童保育室新設に伴う運営費の増
 （23室Ѝ24室）

49,693 ○

19
男女共同参画社会の推進と

女性活動への支援事業
（ＬＧＢ㹒に関する意㆑啓発事業）

Hラーニングによる啓発事業の導入による増 198 ○

20
指定管理者管理運営事務

（生ᾭ学習センター・地域学習センター等
における෭水機の更新）

෭水機27基（ボトルに水をỮめるタイプ）の一ᩧ更新
に伴う増

17,880 ○

21
パラスポーツ推進事業

（障がい者スポーツの場や機会の創出）
ビームライフル体験会・教室の実施による増（年3回） 489

22
図書館管理事務等他2事業
（未返༷図書資料対策）

未返༷図書対策としてのブックポスト拡充（区内ၟ業
施設3か所を予定）及び╩促業務強化（╩促開始時期を
返༷期日2㐌間経㐣後から1㐌間へ早期化・ショート
メールサービスの導入）による委託料等の増

6,020

23
地域経済活性化計画の推進事業

（ᾏ外販路拡大支援事業）
対象事業者の拡大（15社Ѝ20社）、物価高のᙳ㡪等に
よる増

6,743

24
中小企業融資事業

（緊急経営資金融資）

緊急融資限度額変更（10,000千円Ѝ20,000千円）に伴
う補助交付金の増
※限度額変更は令和4年8月から実施

1,954,400 ○

25
起業家育成事業

（創業者経営力アップ支援事業）
空き店舗マッチング支援事業代替えと応募件数増に伴
う᥇択件数の増（5件Ѝ8件）

110

26
イࣀベーション推進事業
（デジタル人材育成講座）

経営者向け講座やࣀーコード基礎講座等、講座内容拡
大に伴う増（2回Ѝ7回）

2,530 ○

27
イࣀベーション推進事業

（Ｉ㹒・Ｉｏ㹒導入補助金）

補助率や補助上限等引上げに伴う増（補助率1�2Ѝ
2�3、補助上限：,7活用50万円Ѝ75万円、,R7活用100万
円Ѝ150万円）

17,900

28
イࣀベーション推進事業

（ホーム࣌ージ作成・更新補助金）

区内事業者のインターネット活用等、デジタル化促進
を図るため、募集期間（8か月Ѝ9か月）や補助対象事
業者拡大（30件Ѝ90件）に伴う増

6,000

29
もの࡙くり支援事業

（小規ᶍ事業者経営改善補助金）

資材高㦐、燃料費高㦐など、ཝしい経営状況の中でも
経営改善を図る意欲的な区内小規ᶍ事業者の支援を強
化（補助上限600千円Ѝ1,000千円、補助対象45社Ѝ100
社）

73,000 ○

30 子ども医療費助成事業 高校生世代への対象拡大によるᢇ助費・事務費の増 517,811

31
介護人材の確保・定着事業
(介護職員資格取得助成）

介護人材の育成、確保支援の強化（同一人の両資格申
請可能）による増
（初任者◊修40人Ѝ75人、実務者◊修60人Ѝ70人）

4,520 ○

32
介護人材の確保・定着事業
(介護人材雇用創出事業）

介護人材の就労定着に向けた支援（受入事業者へのヒ
アࣜング及び事業参加者との面談・フォロー）の強化
による増（就労目標30人）

3,652 ○

33 ⣬おむつの支給事業

⣬おむつの所得要件⦆和による増
(ᘏべ26,382件Ѝᘏべ38,525件、所得要件を世帯全員が
住民税㠀課税から、本人が住民税㠀課税かつ生計中心
者の合計所得金額が9,440千円以下に⦆和）

65,572 ○

34
高齢者日ᖖ生活用ල給付事業

（補⫈器）

補⫈器の所得要件⦆和と助成額増額による増
（420件Ѝ620件、上限25,000円Ѝ上限50,000円）
※所得要件は№33と同じ

20,500 ○

35
認知症ケア推進事業

（あたまの健康度測定）

認知症の啓発事業に加えて、検診実施医療機関もしく
は指定会場において実施する早期診᩿・対応に向けた
認知機能検査の実施及び検診後支援による増

56,000 ○

産
業
経
済
部

地
域
の
ち
か
ら
推
進
部

福
祉
部

60



Ⅱ－㸴 令和５年度 主なᣑ඘事業一覧表

「要望実現」欄：区議会からの要望を実現した事業は『〇』を記載

担
当

№ 事業名（事項名） 拡充内容 拡充額
（千円）

要望
実現

36
介護保険事務

（介護職員ᐟ⯋借り上げ支援事業助成）

対象人数の拡充に伴う増
࠙変更前ࠚ
（補助基準額×助成率×人数×月数）
80,000円×1�2×20人×12＝9,600,000円
࠙変更後ࠚ
（補助基準額×助成率×人数×月数）
80,000円×1�2×40人×12＝19,200,000円

9,600

37 緊急通報システムの設置事業

緊急通報システムの利用者負担額（月額900円・㠀課税
世帯は500円）の無償化及び、見守り助成の見守り装置
の初期設置費用（13,500円上限）に加え、月額利用料
（1,000円上限）の助成による増

9,017 ○

38
公⾗ᾎ場の活性化等事業助成事務

（公⾗ᾎ場設備改善補助）
レジオネラ症予防対策を講じた場合の工事費補助を追
加（上限20,000千円）

20,000

39
上஌せ項目健康診査事業

（検査項目の追加）
検査項目の追加（3項目Ѝ6項目） 11,754 ○

40
健康増進健康診査事業
（検査項目の追加）

検査項目の追加（3項目Ѝ6項目） 188 ○

41
健康あだち２㸯推進事業

（卒煙チャレンジ支援事業）
禁煙支援の需要の高まりに合わせた対象者数の拡充
(100人Ѝ150人)

1,011 ○

42
健康あだち２㸯推進事業

（元気な職場࡙くり応援事業）
新規事業者の募集の拡充（5事業所Ѝ10事業所） 407

43
妊産婦・乳幼児相談事業

（産後ケア）

࠙ᐟἩ型ࠚ実施施設の増（5か所Ѝ6か所）
࠙デイサービス型ࠚ実施施設の増（1か所Ѝ2か所）及
び᪤Ꮡ施設における定員の増（産後5か月㹼産後1年未
満ᯟ：3組Ѝ4組）

13,242 ○

44
母子健康手帳・フ࢓ミࣜー学⣭事業

（フ࢓ミࣜー学⣭）
受講機会拡充を目的とした日᭙フ࢓ミࣜー学⣭実施回
数の増（9回Ѝ11回）

3,562

45
妊婦健康診査事業

（特定不妊἞療費助成）

ᚑ来の特定不妊἞療費助成に加え、都の助成ᢎ認を受
けた「ඛ進医療」に係る費用に対する区⊂自の上஌せ
助成を開始

31,510 ○

46
予防接種事業

（ＨＰ㹔ワクチン）
9価ＨＰ㹔ワクチン定期化による接種༢価の増（17,556
円Ѝ30,000円）

616,703 ○

47 動物愛護衛生事業
一時保護の長期化対策に係る経費の増
動物愛護啓発マナープレート作成ᯛ数の増（500ᯛЍ
1,500ᯛ）

2,434 ○

48
省エネ・創エネ推進事業

（電気自動車等購入費補助金）
件数見直しによる増（110件Ѝ310件） 20,000 ○

49
省エネ・創エネ推進事業

（省エネࣜフォーム補助金）
件数見直しによる増（200件Ѝ300件） 5,000 ○

50
㸱Ｒ(ࣜデュース・ࣜࣘース・

ࣜサイクル)推進事業
（防犯・資※持去りパトロール委託）

持ち去り防止強化に向けた持去りパトロール委託実施
回数の増（年間予定回数370回Ѝ430回）

1,749

51
ごみ収集運ᦙ事業

(ごみ集✚所パトロール)

カラスによるごみのᩓ஘⿕害が多い地域を早ᮅパト
ロールし、ᩓ஘したごみの清掃や防㫽ネットを⿕せ直
すなどの作業を行う集✚所⨾化の取組み（4月から7
月：㐌3回×17㐌)

1,094 ○

52
環境保全対策事業

（アスベスト㝖去工事費助成）
令和㸲年度に東京都の助成が開始されたことによる、
区の助成制度の見直し（上限200万円Ѝ300万円）

1,000

衛
生
部

福
祉
部

環
境
部
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Ⅱ－㸴 令和５年度 主なᣑ඘事業一覧表

「要望実現」欄：区議会からの要望を実現した事業は『〇』を記載

担
当

№ 事業名（事項名） 拡充内容 拡充額
（千円）

要望
実現

53
建⠏物⪏震化促進事業
(⪏震化促進助成)

㤳都直下地震等による新たな⿕害᝿定を踏まえ、減災
対策を推進するため、令和5年度からの3年間、民間建
⠏物の⪏震工事等にかかる助成金の最大助成額及び⪏
震改修・木㐀解体工事費の助成率を拡充
⪏震診᩿助成　　　　　　 10万円Ѝ15万円
⪏震改修助成(特定地域)�120万円Ѝ200万円
            (一般地域)� 80万円Ѝ150万円
木㐀解体助成(特定地域)�100万円Ѝ200万円
            (一般地域)� 50万円Ѝ150万円
分譲㺭㺻㺚㺌㺻解体助成　　 100万円Ѝ2000万円
家ල転ಽ防止等助成　 　 5万円Ѝ　10万円
             (㺔㺼㺵㺛窓㣕ᩓ防止㺪㺆㺷㺯貼含む)
ブロックሟ等助成　　　   　1万円Ѝ2万円
　　　　　　　　　　    　(最大100万円)

338,240 ○

54
ᐦ集市⾤地整備事業
（不燃化特区助成）

防災⾤区整備地区計画区域の⪏用年限2�3以上の建物を
対象に建設費助成を追加（建物のᵓ㐀及び面✚に応じ
た額　౛�準⪏ⅆᵓ㐀、140㹼150੍　約197万円）
不燃化特区全域におけるᪧ⪏震基準建物を対象にした
㝖༷費助成の限度額（上限210万円Ѝ上限280万円）に
拡充

198,800

55
水害対策事務
（防災対策）

高台まち࡙くり事業
ドローン・京成Ⲩᕝᶫᱱ止水ᯈ購入
止水ᯈ設置工事助成

40,920

56
ࣘニバーサルデザイン推進事業

（バࣜアフࣜー環境整備促進事業に
　おける⛣動システム等整備費補助）

᪤Ꮡ建⠏物に対するバࣜアフࣜー改修が対象になった
ことによる補助事業数の増
（予定事業　1事業Ѝ4事業）

4,800

57
屋外広࿌物事務

（㐪཯広࿌物㝖༷作業委託）
㐪཯広࿌物᧔去を強化するため、㝖༷作業委託の回数
を年間50回Ѝ100回に拡充

2,805

58
住宅施策推進事務

（ᐤりῧいお部屋⤂介
　介護タクシー費用）

住宅確保要配慮者へのᐤりῧいお部屋⤂介において、
Ṍ行困難者の⛣動時に提供するための介護タクシー代

58

59
住宅施策推進事務

（㈈産管理人の選任にかかる予⣡金）
管理不全となっている空き家の解消を進めるための、
㈈産管理人の選任にかかる予⣡金

2,000

60
教育政策管理事務

（小学校図書館支援員派遣事業）

小学校の図書館支援員派遣日数を段階的に㐌2日から㐌
4日に拡充することに伴う増（令和5年度は全体の1�3⛬
度の小学校が対象）

59,697

61
特別指導講師派遣事業

（小・中学校外国語指導助手（ＡＬ㹒）
派遣事業）

ＡＬ㹒派遣事業の拡充に伴う増
（ＡＬ㹒1人あたり年131日Ѝ年150日、時間༢価3,200
円Ѝ3,500円）

16,060

62
学校の指導事務

（社会科๪読本「わたしたちの足立」
作成委託）

社会科๪読本「わたしたちの足立」に区のṔྐ・ఏ⤫
に関する項目を┒り込むことに伴う増

1,038 ○

63
小中学校運営管理事業

（理科教育設備整備費等補助）

理科教育振興法に基࡙く教材経費
小学校（67校分）
　生物㢧ᚤ㙾・理科実験ほᐹ᧜ᙳ装置
中学校（35校分）
　オームの法๎実験器

6,923

64
小中学校運営管理事業
（教材用新⪺購入経費）

教材用新⪺購入経費の増
（月༢価1,500円Ѝ11,417円)

10,908

65
小学校要保護・準要保護児童

就学援助事業
認定基準額の算定ಸ率変更（1�1Ѝ1�2）に伴う就学援
助の認定者数の増

18,189 ○

66
中学校要保護・準要保護児童

就学援助事業
認定基準額の算定ಸ率変更（1�1Ѝ1�2）に伴う就学援
助の認定者数の増

14,602 ○

都
市
建
設
部

教
育
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部
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「要望実現」欄：区議会からの要望を実現した事業は『〇』を記載

担
当

№ 事業名（事項名） 拡充内容 拡充額
（千円）

要望
実現

67

子育て支援推進事業、私立幼稚園助成費用
負担事務、公立保育園の管理運営事務、公
立保育園の管理運営委託事業、区立認可外
保育室の管理運営委託事業、私立保育園の
運営費助成事業、認証保育所運営経費助成

事業、企業主導型保育事業

（あだちっ子歯科健診委託事業）

歯科健診事業の拡充に伴い、健診委託料༢価の増（子
ども一人当たりの健診料༢価601円Ѝ750円）
園歯科医モデル事業を公立園3園で実施

2,518 ○

68
私立幼稚園等園児保護者負担軽減事業

（２歳児補助金の拡充）

満3歳児クラスに在籍し、3歳のㄌ生日を迎えていない2
歳児の補助について、現状の月額3,500円から月額
33,000円に拡充

35,400 ○

69

公立保育園の管理運営事務、
区立認定こども園管理運営事業
（コドモン利用タブレット端末の

追加配付）

公立保育園・認定こども園（30園）におけるコドモン
利用タブレット端末の追加配付
保育園58台（199台Ѝ257台）
認定こども園7台（32台Ѝ39台）

7,554 ○

70

㟷ᑡ年教育の振興事業、㟷ᑡ年対象の
事業および指導者の育成・支援事業

（ジュニアࣜーダー◊修会
　ᐟἩキャンプ委託料）

新型コロナウイルス感染症対策にかかるバス増便及び
抗原検査キット購入等に伴う委託料の増
（バス3台Ѝ9台、検査キット285個）

2,128 ○

71
発達障がい児支援事業

（配慮が必要な園児・児童・生徒を
見守る体制の強化）

専門職訪問支援回数の増（240回Ѝ816回）
医療的ケア訪問┳護委託

7,727

72
教育相談事業

（不登校対策事業）
家庭学習支援事業委託の対象者を小学生に加え中学生
にも拡大することに伴う対象者数の増（25人Ѝ50人）

11,000

6,235,041合　　計

子
ど
も
家
庭
部
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Ⅱ－７ 令和５年度 主な縮小事業一覧表

７　令和５年度　主な縮小事業一覧表

担
当

№ 事業名（事項名） 縮小内容
縮小額
（千円）

1
公衆喫煙所維持管理事業
（コンテナ型公衆喫煙所の

施錠・開錠経費）

「コンテナ型喫煙所」の施錠・開錠について、人による作業か
ら、警備用機械装置の導入により自動化へ変更したことに伴う
減（7か所）

△33,775

2
学童保育室運営事業
（学童保育室運営費）

新田西学童保育室閉室に伴う減 △17,164

3
図書館図書資料貸出・整備事業
（電子図書館運営派遣職員報酬）

電子図書館一部業務の派遣職員から区職員による作業への変更
に伴う減

△5,287

福
祉
部

4 授産場の管理運営事業 令和5年3月31日授産場廃止に伴う減 △13,798

△70,024

地
域
の
ち
か
ら
推
進
部

合　　計
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Ⅱ－８ 令和４年度 主な終了事業一覧表

８　令和４年度　主な終了事業一覧表

担
当

№ 事業名（事項名） 内　　容

令和４年度
当初予算額
【前年度】
（千円）

政
策
経
営
部

1
シティプロモーション事業

（足立区外へ向けたシティプロ
モーション支援業務委託）

足立区外へ向けた広報・メディア戦略構築事業の終了（令和5
年度は構築した戦略をベースに足立区外へ向けたプロモーショ
ン委託事業を実施）

11,000

区
民
部

2
個人番号カード交付等事務

（東京電機大学臨時交付会場関連経費）
東京電機大学交付会場終了による交付受付委託等の終了 239,588

3
起業家育成事業

(空き店舗利活用促進支援事業)

対象物件と創業者の申請が少なくマッチングが困難であること
による事業終了（創業者経営力アップ支援事業（家賃補助）を
拡充）

2,510

4
イノベーション推進事業

（あだちイノベーション経営塾）
内容をデジタル人材育成講座へ再構築することに伴う事業終了 2,603

5
地域包括ケア推進管理事務

（足立区介護従事者宿泊支援事業）
コロナ禍における宿泊利用環境が改善されたこと及び東京都に
おける同様の制度が実施されていることに伴う終了

398

6
生活困窮世帯等への足立区独自の

臨時給付金支給事務
令和4年9月30日期限、対象世帯1回限りの給付事業のため終了 5,990,606

7
生活困窮者自立支援金の支給事務

【経常】
令和4年12月末期限の給付事業のため終了 436,335

8
省エネ・創エネ推進事業

（太陽熱エネルギー利用システム
設置費補助金）

補助メニュー見直しによる終了 100

9
省エネ・創エネ推進事業

（事業者・集合住宅向け電気自動車用
充電設備設置費補助金）

国・都の助成拡充により、自己負担がなくなったことに伴う補
助終了

1,500

10
３Ｒ(リデュース・リユース・

リサイクル)推進事業
（循環型食品リサイクル事業）

機器の故障およびコロナ禍により実施困難となったことに伴
う、循環型食品リサイクル事業終了

2,640

教
育
指
導
部

11
学力向上対策推進事業

（小学生夏休み学習教室）
ＡＩドリルを活用したサマースクールの実施に伴う事業移行に
よる終了

28,506

6,715,786合　　計

環
境
部

産
業
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福
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Ⅱ－９ 令和５年度に開設する主な施設

９　令和５年度に開設する主な施設

区
分

№ 施　設　名 開　設　時　期

【 所在地 】 足立区西新井一丁目４番１７号

【 規模等 】 鉄筋コンクリート造／３階建
延床面積／２，８８８．１３㎡

【 概　要 】 西新井住区センター、西新井区民事務所

【主要施設】 悠々館、児童館、学童保育室、集会室、区民事務所

【 所在地 】 足立区鹿浜五丁目１８番１号

【 規模等 】 鉄筋コンクリート造／５階建の１階部分
延床面積／１５９㎡

【 概　要 】 学童保育室の新設（鹿浜未来小学校内）

【主要施設】 学童保育室２室（定員６５名）

【 所在地 】 足立区千住柳町３２番１号

【 規模等 】 鉄筋コンクリート造／３階建の１階部分
延床面積／１２０．７０㎡

【 概　要 】 学童保育室の新設（民設学童保育室）

【主要施設】 学童保育室１室（定員４０名）

【 所在地 】 足立区花畑三丁目１５番５、１５番７（地番）

【 規模等 】 鉄筋コンクリート造／地下１階、地上５階建
延床面積／５，９０２．０９㎡

【 概　要 】 特別養護老人ホームの新設

【主要施設】 特別養護老人ホーム（入所定員１３５名）
短期入所生活介護（定員１５名）

【 所在地 】 足立区千住五丁目１３番５号

【 規模等 】 鉄筋コンクリート造／２１階建の４階部分
延床面積／３５．８㎡

【 概　要 】 あだち再生館（中央本町二丁目９番１号）から足立区生涯学
習総合施設（学びピア２１）への移転

【主要施設】 事務室１室（相談コーナー）

【 所在地 】 足立区東六月町８番

【 規模等 】 公園面積／１，４８５．０３㎡

【 概　要 】 公園の新設

【主要施設】 広場、健康器具、ベンチ、植栽

【 所在地 】 足立区鹿浜五丁目１８番１号

【 規模等 】 鉄筋コンクリート造／５階建
延床面積／９，４１６．２９㎡

【 概　要 】 北鹿浜小学校、鹿浜西小学校の統合に伴う新築

【主要施設】 普通教室、特別教室（音楽室・図書室等）、管理諸室（校長
室・職員室等）、体育館、給食場、プール、備蓄倉庫等

【 所在地 】 足立区千住元町１６番９号

【 規模等 】 鉄筋コンクリート造／３階建の１～２階部分
延床面積／８８３．３３㎡

【 概　要 】 公設民営園（区立千住保育園）を民設民営園に移行

【主要施設】 私立認可保育所　定員１１５名（１歳児１７名、２歳児２３
名、３～５歳児各２５名）

※　施設名が仮称のものは、開設までに変更する場合があります。

8

（仮称）
 東六月町第二公園

 令和５年１０月
（予定）

千 住 保 育 園 令和５年４月

2

施　　　設　　　内　　　容　　　等

複
合
施
設

1
（仮称）
西新井区民事務所・
西新井住区センター

 令和５年１２月
（区民事務所は
　１１月６日より
　開設予定）

鹿浜未来学童保育室 令和５年４月

（仮称）
特別養護老人ホーム
タ ム ス さ く ら の 杜
足立

 令和５年１０月
（予定）

保
育
園

（仮称）
 環境学習センター

小
学
校

3
 Mo-neやなぎちょう
 学童保育室

令和５年４月

学
童
保
育
室

鹿浜未来小学校 令和５年４月7

公
園

6

介
護
老
人
福
祉
施
設

4

環
境
関
連
施
設

5

令和５年６月

66



１　当初予算額の年度別推移の状況(一般会計)
 
　(１) 当初予算額の年度別推移

 （単位：億円）

区　　分 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

当初予算額 2,741 2,769 2,866 2,980 3,120 3,154 3,159

増減率(%) 0.4 1.0 3.5 4.0 4.7 1.1 0.1

　
　

                                       Ⅲ－１　当初予算額の年度別推移の状況（一般会計）

Ⅲ　資　料　編
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(２) 歳入予算の推移（款別）
　　(単位：百万円、％)

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 増減額 増減率 構成比

一般財源計 171,089 169,868 158,143 174,283 184,494 10,211 5.9 58.4

特別区税 49,758 50,890 47,529 51,542 53,687 2,145 4.2 17.0

うち特別区民税 44,227 45,489 41,941 45,586 47,726 2,140 4.7 15.1

特別区交付金 105,800 102,100 94,200 103,200 111,059 7,859 7.6 35.2

その他一般財源 15,531 16,878 16,414 19,540 19,748 207 1.1 6.3

特定財源計 115,465 128,157 153,870 141,153 131,386 △ 9,767 △ 6.9 41.6

国庫・都支出金 89,972 92,895 100,800 99,953 95,410 △ 4,543 △ 4.5 30.2

繰入金 13,957 22,271 36,436 30,727 23,972 △ 6,755 △ 22.0 7.6

諸収入 2,841 3,392 3,280 3,554 3,482 △ 72 △ 2.0 1.1

特別区債 819 2,722 6,387 4 1,535 1,531 著増 0.5

その他特定財源 7,876 6,878 6,966 6,914 6,987 73 1.1 2.2

286,554 298,025 312,012 315,435 315,880 444 0.1 100.0

区　　分

合　　計

   Ⅲ－１　当初予算額の年度別推移の状況（一般会計）
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(３) 歳出予算の推移（款別経費）
　　(単位：百万円、％)

款　名　称 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 増減額 増減率 構成比

議会費 927 952 943 934 970 37 3.9 0.3

総務費 31,367 35,808 33,813 35,238 39,594 4,357 12.4 12.5

民生費 143,017 143,811 146,873 152,286 148,345 △ 3,941 △ 2.6 47.0

産業経済費 2,236 2,325 3,236 3,666 6,078 2,411 65.8 1.9

環境衛生費 19,682 19,072 24,094 27,392 25,811 △ 1,581 △ 5.8 8.2

土木費 24,940 26,111 25,732 28,844 23,629 △ 5,215 △ 18.1 7.5

教育費 36,199 40,482 46,294 37,512 40,775 3,263 8.7 12.9

公債費 4,991 5,261 5,774 3,444 3,789 345 10.0 1.2

諸支出金 22,893 23,902 24,854 25,720 26,488 768 3.0 8.4

予備費 300 300 400 400 400 0 0.0 0.1  

合　　計 286,554 298,025 312,012 315,435 315,880 444 0.1 100.0

款
議会費

総務費

民生費

産業経済費

環境衛生費

土木費

教育費

公債費

諸支出金

予備費 予算超過または予算外支出の予備費±0

介護保険特別会計繰出金＋801　後期高齢者医療特別会計繰出金＋419　国民健康保険特別会計繰出金△452

主な増減内訳（対前年度比較）　　　　　　　　　単位：百万円
区議会施設改修事務＋21　区議会運営事務＋13

施設営繕事業＋4,072　電子計算組織管理運営事務＋1,128　足立区議会議員・足立区長選挙事務＋417
情報システムの構築、改造事業△985　参議院議員通常選挙事務△329　個人番号カード交付等事務△250

住区施設大規模改修・開設事務＋1,042　私立保育園の運営費助成事業＋838　子ども医療費助成事業＋495
生活困窮世帯等への足立区独自の臨時給付金支給事務△5,991　生活保護費給付事業△1,136　児童手当の支給事業△495

中小企業融資事業＋1,974　商店街活動支援事業＋277　ものづくり支援事業＋76　勤労福祉会館運営事業△37

                                                Ⅲ－１　当初予算額の年度別推移の状況（一般会計）

感染症予防・患者医療費公費負担事業＋1,391　妊産婦・乳幼児相談事業＋922　予防接種事業＋713
新型コロナウイルスワクチン接種事業△4,395　衛生関係施設改修事務△605　大学病院整備事業△500

建築物耐震化促進事業＋341　道路の改良事業＋322　区営住宅更新事業＋222
道路の新設事業△3,365　鉄道立体化の促進事業△3,202　地区まちづくり計画及び地区計画推進事業△322

学校教育関係施設改修事業＋1,265　小・中学校公共料金管理事業＋1,244　中学校給食業務運営事業＋940
区立小・中学校の改築事業△3,435　教育財産改修事業【投資】△593

特別区債元金の償還＋398　特別区債利子の支払△53
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(４) 歳出予算の推移（性質別経費）
　　(単位：百万円、％)

性　質　区　分 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 増減額 増減率 構成比

義務的経費 150,619 156,055 159,246 155,363 156,493 1,130 0.7 49.5

　 人件費 39,487 42,049 40,872 40,385 40,104 △ 281 △ 0.7 12.7

　　  うち退職金 3,684 3,179 2,263 2,458 1,833 △ 625 △ 25.4 0.6

　 扶助費 106,141 108,745 112,600 111,535 112,600 1,065 1.0 35.6

　 公債費 4,991 5,261 5,774 3,444 3,789 345 10.0 1.2

投資的経費 38,058 44,005 50,302 42,100 38,973 △ 3,127 △ 7.4 12.3

その他一般行政経費 97,877 97,965 102,464 117,973 120,413 2,441 2.1 38.1

合　　計 286,554 298,025 312,012 315,435 315,880 444 0.1 100.0

       Ⅲ－１　当初予算額の年度別推移の状況（一般会計）
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２　区債の状況
　　（単位：百万円）

元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

223 1,293 188 4 1,535

4,292 4,711 5,388 3,131 3,569

34,225 30,807 25,607 22,480 20,446

2.6 2.6 2.5 1.7 1.8

３　積立基金の状況（一般会計）
（単位：百万円）

元年度末
現在高

２年度末
現在高

３年度末
現在高

４年度末
現在高見込

５年度
積立額

５年度
取崩額

５年度末
現在高見込

増減

43,188 45,589 47,666 44,469 18 8,535 35,952 △ 8,517

11,299 10,300 5,361 5,163 5 667 4,501 △ 662

122,089 125,834 127,705 125,323 954 14,754 111,523 △ 13,800
公共施設建設資金積立
基金 40,182 43,021 47,367 46,940 41 4,470 42,511 △ 4,429

地域福祉振興基金 4,468 5,747 5,180 4,325 16 1,966 2,375 △ 1,950
義務教育施設建設等資金
積立基金 55,284 55,525 59,395 58,424 51 5,025 53,449 △ 4,975
竹の塚鉄道立体化及び関連
都市計画事業資金積立基金 5,722 4,972 3,430 2,283 3 993 1,293 △ 990

防災減災対策整備基金 6,003 5,707 5,235 6,648 6 1,028 5,627 △ 1,022

176,576 181,723 180,732 174,955 977 23,956 151,976 △ 22,979

４　債務負担行為額の状況（一般会計）
（単位：百万円）

年　度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

債務負担行為額 89,344 93,221 86,028 80,277 57,663

その他特定目的基金

うち

主
な
基
金

                                                                Ⅲ－２　区債の状況
                                                                Ⅲ－３　積立基金の状況（一般会計）
                                                                Ⅲ－４　債務負担行為額の状況（一般会計）

※起債額は、３年度までは決算額、４年度は見込額、５年度は当初予算額である。

年　度

財政調整基金

減債基金

年　度

起債額

元金償還額（一般会計）

特別区債現在高（一般会計）

公債費負担比率（％）

基金現在高合計

※３年度までは決算額、４年度は年度末見込額、５年度は当初予算額である。

※３年度までは決算額、４年度・５年度は各々翌年度以降支出予定見込額である。
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５　歳入歳出予算総括表

(１)　一般会計

　①　歳入予算款別表 　　（単位：千円）

比　較　増　減

金 　 額 構成比(%) 金 　 額 構成比(%) 金　  額 比率(%)

 1 特別区税 51,542,402 16.3 53,687,073 17.0 2,144,671 4.2

 2 地方譲与税 965,701 0.3 983,701 0.3 18,000 1.9

 3 利子割交付金 108,000 0.0 108,000 0.0 0 0.0

 4 配当割交付金 592,000 0.2 779,000 0.2 187,000 31.6

 5 株式等譲渡所得割交付金 691,000 0.2 691,000 0.2 0 0.0

 6 地方消費税交付金 15,300,000 4.9 15,300,000 4.8 0 0.0

 7 自動車取得税交付金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

 8 環境性能割交付金 238,000 0.1 238,000 0.1 0 0.0

 9 ゴルフ場利用税交付金 1,648 0.0 1,849 0.0 201 12.2

10 地方特例交付金 572,000 0.2 573,000 0.2 1,000 0.2

11 交通安全対策特別交付金 72,000 0.0 73,000 0.0 1,000 1.4

12 特別区交付金 103,200,000 32.7 111,059,000 35.2 7,859,000 7.6

13 分担金及び負担金 2,308,919 0.7 2,227,003 0.7 △ 81,916 △ 3.5

14 使用料及び手数料 4,153,682 1.3 4,296,514 1.4 142,832 3.4

15 国庫支出金 74,899,451 23.7 68,924,503 21.8 △ 5,974,948 △ 8.0

16 都支出金 25,053,979 7.9 26,485,488 8.4 1,431,509 5.7

17 財産収入 428,136 0.1 439,893 0.1 11,757 2.7

18 寄付金 22,809 0.0 23,198 0.0 389 1.7

19 繰入金 30,727,296 9.7 23,971,928 7.6 △ 6,755,368 △ 22.0

20 繰越金 1,000,000 0.3 1,000,000 0.3 0 0.0

21 諸収入 3,554,349 1.1 3,482,438 1.1 △ 71,911 △ 2.0

22 特別区債 4,000 0.0 1,535,000 0.5 1,531,000 　 著増

歳  入  合  計 315,435,373 100.0 315,879,589 100.0 444,216 0.1

　②　歳出予算款別表 　　（単位：千円）

４年度当初予算 ５年度当初予算 比　較　増　減

金 　 額 構成比(%) 金 　 額 構成比(%) 金　  額 比率(%)

 1 議会費 933,761 0.3 970,279 0.3 36,518 3.9

 2 総務費 35,237,611 11.2 39,594,450 12.5 4,356,839 12.4

 3 民生費 152,286,082 48.3 148,345,131 47.0 △ 3,940,951 △ 2.6

 4 産業経済費 3,666,444 1.2 6,077,579 1.9 2,411,135 65.8

 5 環境衛生費 27,391,584 8.7 25,810,994 8.2 △ 1,580,590 △ 5.8

 6 土木費 28,843,748 9.1 23,629,043 7.5 △ 5,214,705 △ 18.1

 7 教育費 37,512,069 11.9 40,774,710 12.9 3,262,641 8.7

 8 公債費 3,443,772 1.1 3,789,071 1.2 345,299 10.0

 9 諸支出金 25,720,302 8.2 26,488,332 8.4 768,030 3.0

10 予備費 400,000 0.1 400,000 0.1 0 0.0

歳  出  合  計 315,435,373 100.0 315,879,589 100.0 444,216 0.1

Ⅲ－５　歳入歳出予算総括表

４年度当初予算 ５年度当初予算
科　　　　目（款）

科　　　　目（款）
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(２)　国民健康保険特別会計

　①　歳入予算款別表 　　（単位：千円）

４年度当初予算 ５年度当初予算 比　較　増　減

金 　 額 構成比(%) 金 　 額 構成比(%) 金　  額 比率(%)

 1 国民健康保険料 15,077,163 20.9 15,780,942 21.6 703,779 4.7

 2 一部負担金 4 0.0 4 0.0 0 0.0

 3 使用料及び手数料 150 0.0 168 0.0 18 12.0

 4 国庫支出金 396 0.0 700 0.0 304 76.8

 5 都支出金 48,111,694 66.5 48,404,999 66.2 293,305 0.6

 6 繰入金 8,990,179 12.4 8,817,752 12.1 △ 172,427 △ 1.9

 7 繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

 8 諸収入 115,744 0.2 112,716 0.2 △ 3,028 △ 2.6

歳  入  合  計 72,295,331 100.0 73,117,282 100.0 821,951 1.1

　②　歳出予算款別表 　　（単位：千円）

４年度当初予算 ５年度当初予算 比　較　増　減

金 　 額 構成比(%) 金 　 額 構成比(%) 金　  額 比率(%)

 1 総務費 1,640,434 2.3 1,726,587 2.4 86,153 5.3

 2 保険給付費 47,784,552 66.1 48,072,674 65.7 288,122 0.6

 3 国民健康保険事業費納付金 21,901,682 30.3 22,352,138 30.6 450,456 2.1

 4 共同事業拠出金 9 0.0 8 0.0 △ 1 △ 11.1

 5 保健事業費 634,042 0.9 631,263 0.9 △ 2,779 △ 0.4

 6 諸支出金 134,612 0.2 134,612 0.2 0 0.0

 7 予備費 200,000 0.3 200,000 0.3 0 0.0

歳  出  合  計 72,295,331 100.0 73,117,282 100.0 821,951 1.1

科　　　　目（款）

科　　　　目（款）

Ⅲ－５　歳入歳出予算総括表
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Ⅲ－５　歳入歳出予算総括表

(３)　介護保険特別会計

　①　歳入予算款別表 　　（単位：千円）

４年度当初予算 ５年度当初予算 比　較　増　減

金 　 額 構成比(%) 金 　 額 構成比(%) 金　  額 比率(%)

 1 介護保険料 12,083,159 17.9 12,060,884 16.5 △ 22,275 △ 0.2

 2 使用料及び手数料 1 0.0 1 0.0 0 0.0

 3 国庫支出金 16,026,894 23.7 16,858,906 23.1 832,012 5.2

 4 都支出金 9,600,607 14.2 10,378,706 14.2 778,099 8.1

 5 支払基金交付金 17,525,934 26.0 18,988,472 26.0 1,462,538 8.3

 6 財産収入 3,820 0.0 3,470 0.0 △ 350 △ 9.2

 7 繰入金 12,219,421 18.1 14,694,733 20.1 2,475,312 20.3

 8 繰越金 2 0.0 2 0.0 0 0.0

 9 諸収入 24,304 0.0 22,697 0.0 △ 1,607 △ 6.6

歳  入  合  計 67,484,142 100.0 73,007,871 100.0 5,523,729 8.2

　②　歳出予算款別表 　　（単位：千円）

４年度当初予算 ５年度当初予算 比　較　増　減

金 　 額 構成比(%) 金 　 額 構成比(%) 金　  額 比率(%)

 1 総務費 1,327,542 2.0 1,447,903 2.0 120,361 9.1

 2 保険給付費 62,865,926 93.2 67,923,546 93.0 5,057,620 8.0

 3 基金積立金 3,820 0.0 3,470 0.0 △ 350 △ 9.2

 4 地域支援事業費 3,236,795 4.8 3,595,176 4.9 358,381 11.1

 5 諸支出金 50,059 0.1 37,776 0.1 △ 12,283 △ 24.5

歳  出  合  計 67,484,142 100.0 73,007,871 100.0 5,523,729 8.2

(４)　後期高齢者医療特別会計

　①　歳入予算款別表 　　（単位：千円）

４年度当初予算 ５年度当初予算 比　較　増　減

金 　 額 構成比(%) 金 　 額 構成比(%) 金　  額 比率(%)

 1 後期高齢者医療保険料 6,850,898 39.6 7,226,049 39.9 375,151 5.5

 2 使用料及び手数料 1 0.0 1 0.0 0 0.0

 3 広域連合支出金 26,001 0.2 26,001 0.1 0 0.0

 4 繰入金 9,781,494 56.6 10,200,256 56.4 418,762 4.3

 5 繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

 6 諸収入 622,863 3.6 639,648 3.5 16,785 2.7

歳  入  合  計 17,281,258 100.0 18,091,956 100.0 810,698 4.7

　②　歳出予算款別表 　　（単位：千円）

４年度当初予算 ５年度当初予算 比　較　増　減

金 　 額 構成比(%) 金 　 額 構成比(%) 金　  額 比率(%)

 1 総務費 469,266 2.7 393,253 2.2 △ 76,013 △ 16.2

 2 保険給付費 350,000 2.0 371,000 2.1 21,000 6.0

 3 分担金及び負担金 15,753,569 91.2 16,612,390 91.8 858,821 5.5

 4 保健事業費 652,621 3.8 657,511 3.6 4,890 0.7

 5 諸支出金 25,802 0.1 27,802 0.2 2,000 7.8

 6 予備費 30,000 0.2 30,000 0.2 0 0.0

歳  出  合  計 17,281,258 100.0 18,091,956 100.0 810,698 4.7

科　　　　目（款）

科　　　　目（款）

科　　　　目（款）

科　　　　目（款）
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 ６　消費税の使途

単位：百万円

事業費 消費税充当額

障がい者福祉事業 2,836 628 538

高齢者福祉事業 0 0 0

児童福祉事業 10,526 834 925

幼児教育・保育無償化事業 6,931 3,317 3,313

介護保険事業 100 21 25

社会保険 国民健康保険事業 1,683 434 491

後期高齢者医療事業 0 0 0

疾病予防対策事業 0 0 0

その他保健衛生事業 0 0 0

障がい者福祉事業 100 3 3

社会福祉 高齢者福祉事業 225 6 4

児童福祉事業 3,353 86 91

介護保険事業 0 0 0

社会保険 国民健康保険事業 0 0 0

後期高齢者医療事業 0 0 0

疾病予防対策事業 973 24 22

その他保健衛生事業 1,539 17 14

障がい者福祉事業 21,418 198 329

社会福祉 高齢者福祉事業 352 21 30

児童福祉事業 8,372 0 0

介護保険事業 11,373 1,144 1,111

社会保険 国民健康保険事業 7,587 245 254

後期高齢者医療事業 10,200 945 948

疾病予防対策事業 5,453 416 246

その他保健衛生事業 1,138 6 1

94,159 8,345 8,345
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③
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安
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化

保健衛生

Ⅲ－６　消費税の使途

　

社会保障費 事業
５年度 【参考】

４年度
消費税充当額

平成２６年４月１日より１％から引き上げられた地方消費税(注１)の引上げ分について
は、消費税法等により「社会福祉」「社会保険」「保健衛生」のいずれかの施策に要する
経費に、また令和元年１０月１日の消費税率引上げ時には、「幼児教育・保育無償化等社
会保障の充実」に充てるものとされています。
令和５年度予算では、社会保障費に充てる地方消費税交付金の額を前年度と同額の８３

億円と算定しています。内訳は従来の３％部分として５０億円、令和元年引上げの２％部
分として３３億円です。特定財源を除く一般財源の投入部分の規模等により、以下のよう
に割り振りました。

「②社会保障の公経
済負担分」とは、社
会保障施策を実施す
るために区が支払う
事業経費の増税によ
る支出増分

税率引上げによる

地方消費税交付金

増額分

注１：地方消費税
一般的に消費税といわれているものは、税率５％の時には国税である消費税４％と

地方消費税１％の合計でした。税率８％では消費税６．３％、地方消費税１．７％で
したが、税率１０％では消費税７．８％、地方消費税２．２％になっています。

税率引上げによる消費税の使途については、「引上げ分に係る地方消費税収の使途の明確化
について」（平成26年1月24日付け総税都第2号）に基づき、予算書や決算書の説明書等におい
て明示することになっています。
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明日のあだちへ。安心と活力を 

２０２３ 

令和５年度 予算編成のあらまし 
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